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産する物質フローの増大を表すデータを 2 つ挙げる。図   1.1、図   1.2 は 20 世紀の世界全体
における粗鋼とセメントの生産量の変遷を表している。グラフを見るとわかるように、こ



















図   1.1 世界全体の粗鋼生産量の変遷  




















図   1.2 世界全体のセメント生産量の変遷  
(CEMBUREAU, 1996; CEMBUREAU, 2004) (ただし 1939 年 -1946 年は欠測 ) 











おり (IPCC, 2007a)、気候変動による影響はすでに顕在化しているとされている (IPCC, 
2007b)。また、将来これらの環境問題に対してなんらかの対策をとらなければ、問題はよ
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を表す情報を用いて、シミュレーションを行う。多くのシミュレーションモデルがそうで















化を行い、世界の物質フローを対象とした数少ない研究の一つである。図   1.3、図   1.4 は
森口ら (2007)の結果の一部で 1983 年と 2003 年の世界全体の貿易量を表している。しかし、




 図   1.3 1983 年における全世界の貿易フロー図 (森口ら , 2007) 
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は一体何なのであろうか。統計情報の問題を大別すると以下の 3 つの問題に集約される。  
[1] ある同一事象に対して複数の情報が存在し、その情報間に不一致が存在すること  
[2] 複数の異なる事象間にある一定の関係性があると仮定でき、かつそれらの事象に対
する情報が存在するが、その仮定した関係性に反する情報が存在すること  
[3] ある事象に対して情報が欠測していること  
やや抽象度の高い表現を用いたのでここではそれぞれの問題について具体例を述べて、
説明を加える。  
まず、 [1]同一事象に対する情報間の不一致は以下の例に示される。図   1.5、図   1.6 は、
ドイツとインドの鉄鋼の生産量の推移を表していて、複数の統計情報をプロットしている。
図中凡例の ICPSD は国連生産統計 (UN, 2006a)、Mitchell は歴史統計Mitchell(2007b, 2007c)、
IISI2006、IISI2000 はそれぞれ国際鉄鋼連盟の年報 IISI(2006)、IISI(2000)を表す。いくつか
の統計を並べてみると、このような明らかな不一致が見られる場合がある。ドイツの 1996
年から 2000 年における ICPSD はかなりの確率で信頼できないと判断できるかもしれない
が、インドのような場合は一概にどちらがあっていてどちらが間違っているという判断を
下すことは難しい。  



















































図   1.6 インドの粗鋼生産量  
 
次に、[2]異なる事象に関する情報間における矛盾についてみてみる。図   1.7 はインドの
製造業における生産額と付加価値額を示している。UN は国連の国民経済計算 (UN, 2006b)
を、WDI は世界銀行の World Development Indicators(World Bank, 2007)を表す。  
一般に生産額に対する付加価値額の比というのは経年的に大きな変化は起きないもの
である。とりわけ製造業全体のような集約的な情報では一年で数倍も変化することは現実
として考えにくい。その上で図   1.7 を見てみる。付加価値額を見ていると安定的な推移を
しており、生産額に対する付加価値額は大きくジャンプしてしまう年が出現していること
がわかる。直感的に生産額が妥当とは思えないような挙動をしていることがわかるが、生






























図   1.7 インドの製造業における生産額と付加価値額  
 
最後に情報の欠測について見てみる。イタリアの自動車産業の生産額を図   1.8 に示す。
図中の凡例の stan は OECD の STAN database(OECD, 2003a)、gisd は国連の工業統計 (UN, 
2004)、idsb、indstat は UNIDO の工業統計 (UNIDO, 2007a; UNIDO, 2007b)、ssis は OECD の


























図   1.8 イタリアの自動車産業生産額  
1.2 研究の目的 
以上のような背景を受けて、本研究では「過去 30 年間における世界全域の人間活動に

































す。第 7 章以降では、ここまで推計した勘定表を用いて物質フローの推計を行う。第 7 章
では、炭素・窒素・リンの物質フローの推計手法の開発とその適用について述べる。推計
は、絶対誤差和を最小とする線形計画法を用いた物質収支調整計算という手法を用いた。
そして、全世界における 2001 年における炭素・窒素・リンフローを明らかにした。第 8
章では、鉄の物質フローの推計手法の開発とその適用について示す。全世界における 2001
年の鉄のフローを明らかにし、特に鉄を含む製品の貿易構造、経済の発展と鉄の消費に着
目した。第 7 章、第 8 章ではある一時点 (2001 年 )における物質フローが明らかとなる。し
かし、単年のフローでは解析できることが少ない。そこで、第 9 章では、第 7 章、第 8 章
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状となるということを、いくつかの国のデータから示し、その曲線を Intensity of Use 曲線
と名づけた。  
しかし、Malembaum(1978)が示した Intensity of Use 曲線は、一部の国については当ては
まるが、そうでない国も見られた。また、そこで述べられる主張は統計的な検定などによ
る十分な検討を経たものではなかった。さらに、 Intensity of Use 曲線を示したグラフも実
績値のみではなく、著者の想像による将来値が描かれており、彼らの主張には疑問の余地
が残る。それにも関わらず、この研究成果はその後物質使用に関する常識的な知見となり、
Crompton(2000)や van Vuuren et al.(1999)らによって将来の物質需要のモデリングに用いら
れていることを鑑みると、影響力は大きかった研究といえる。  
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図   2.1 Malembaum(1978)が示した Intensity of Use 曲線  
 
2.1.3. Matthews et al. (2000)の研究 



























づけられている。また、SNA では扱わなかった物量に関する体系もまとめられている。  
 
2.2.2. 物的産業連関表(PIOT)(Stahmer et al.(1997), Konijn et al.(1995)など) 
物質フロー勘定に関する応用例として、物的産業連関表 (PIOT; Physical Input-Output 
Table)がある。物的産業連関表は物的フローを産業連関表と同じような構造で計上したも
のである。物的産業連関表に関する研究の作成例としては、Stahmer et al.(1997), Konijn et 
al.(1995)などが挙げられる。本項では、はじめに PIOT の基本的な事項、枠組み、利点・欠
点について述べ、次に PIOT の歴史的な系譜と事例について述べる。次いで、これまで行
われてきた PIOT の作成方法について述べる。最後に PIOT の利用方法と問題点について述
べる。  
 




ろ実際に適用された事例はない。勘定体系は主に United Nations(1993, 2003)などで示され
ている SEEA に準じて作られる傾向にある。  
従来の研究における PIOT は物質量を扱ったものが主流となっており、エネルギーのみ
を扱うエネルギーバランス表は PIOT とは呼ばれない。ただし、特定の物質のみを扱った
SFA(Substantial Flow Analysis)は PIOT と称されている。その例としてオランダの鉄、アル
ミなどの PIOT がその一例となる (e.g. Konijn et al., 1995)。  
 
(2) PIOT の枠組み  
前述のように PIOT は、産業連関表もしくはそれを拡張した形式の表で表される。ただ
し、作成者によってその形式は異なるため、ここでは PIOT のより一般化された枠組みと
して、Hoekstra and Bergh(2006)を参考としたものを示す (表   2.1)。  
 
表   2.1 PIOT の枠組みの一例  











として、財、資源、廃棄物 (投入 )、廃棄物 (発生 )、排出物、ストック増減となる。産業連関
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表と同様に、物質のフローを数字で記述する。通常それぞれの項目はさらに細分化されて
いる。表   2.1 における枠組みでは、物質が部門へ投入されたときには該当するセルに＋の
数字が記述され、部門から物質が産出、発生したときには－の数字が記述される。  
 
(3) PIOT の利点  
PIOT はある経済システムにおける物質フローを経済活動とリンクさせて、包括的かつ詳
細に記述することができるという利点を有している。また、物的産業連関分析等の経済モ
デルとのリンクは古くから考案されており (Kneese et al.(1970); Giljum and Hubacek(2003)な
ど )、現実にそのモデリングができれば、政策分析等の強力なツールとなると考えられる。 
 












(5) PIOT の歴史的な系譜  
PIOT にはいくつかのルーツがあるとされているが、Kneese et al.(1970)などで示された、
社会経済における物質代謝、エネルギー・物質バランスの概念が主たるルーツであるとさ
れている (Strasset, 2001)。  
物質フロー分析の研究が盛んになり始めた 1990 年代初頭から中盤にかけて、United 




(Stahmer et al., 1998 など )。以降 PIOT はヨーロッパを中心として作成され、2006 年現在の
ところ 8 の地域と国で PIOT が作成されている (Hoekstra and Bergh, 2006)。その 8 つとは、
デンマーク、フィンランド、ドイツ、イタリア、オランダ、ニュージーランド、アメリカ、
EU の 8 つの国と地域である。それぞれの PIOT の特徴などについて一覧表にまとめたのが




表   2.2 PIOT の事例  
 


























































○ 金額から物質への変換には価格を用いる  
○ データソースは生産統計、貿易統計などとする  
○ 価格は国内で一定とする。場合によっては輸入、輸出価格も同じ扱いとする  
○ 物量情報が得られるところは固定する  
○ 物質収支の不一致は調整する。 (具体的方法に関する記述なし ) 
 
PIOT の作成作業は各種統計データからの推計、欠測値の補完がその中心となる。現在の







[1] 誤差をどこか特定の場所に集中させてしまう  









てきた (Sefton and Weale, 1995)。また、この方法とは別に、Golan et al.(1996)や Robinson(2001)
らの方法、情報理論を基にした Cross-entropy 法を用いる方法も提唱されている。ただし、
これらの提唱された方法を我々の研究対象に適用する場合いくつかの問題が生じた。本研
究は Golan et al.(1996)、Robinson(2001)らの Cross-entropy 法を修正した方法を適用した。
そこで、本項ではまず最小二乗法とその問題点について述べ、次に Golan et al.(1996)、
Robinson(2001)らが用いる方法の問題点を述べる。  
 








推計値 x は、観測値 xと誤差εを用いて以下のように表される。  
  = +x x ε  ( 2.1) 
ここで、誤差εの平均値を 0、分散を既知の V(信頼度 )とする。  
  ( ) 0E =ε  ( 2.2) 
  ( )'E =εε V  ( 2.3) 
また、推計値 x に対する制約として以下のものを与える。  
  =Ax s  ( 2.4) 
推計値 x は、信頼度を表すマトリクス V を用いて以下のように表される。  
  ( ) ( )1 1' '− − = − + x I VA AVA A x VA AVA s  ( 2.5) 
式 ( 2.5)の解は式 ( 2.4)の制約の下、式 ( 2.6)の関数を最小化する問題の解である。  
  ( ) ( )1' −− −x x V x x  ( 2.6) 
また、V については統計や観測値の種類によって値を設定する。  
 
(2) 問題点  
































x を推計するとして、 [ ] [ ] 1 11 2 , 3 ,
1 2
 
= = =  
 









x が 1 210 6 9 0x x− + < 、もしくは 1 25 3 15x x− + + のとき、x が負の値と
なる。  
( ) ( )







' ' ' ' ]
1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 2 1 2 1 2 3
0 1 1 2 2 1 2 2 1 2 2 1 2 2
1 0 3 61







 = − +
 
                       
= − + ⋅                      
                        
    
= −    
    















− + +  
 




ii) 不等制約条件の追加の問題  
次に、不等制約条件を入れ、数値解析による求解を行ったとする。しかし、依然
として問題が残ることを示す。上記の問題の x に、非負条件を入れる。  
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   
= =   









x  ( 2.9) 
定義や制約条件に従えば、この解は正しい。しかし、われわれは実際の問題に適用


































   
= =   
   
x という観測値がある場合を考えてみる。  
  
( ) ( )1 1
1 2
1 2
' ' ' ' ]
10 6 91
13 5 3 15
38430 0.6 91 130









− + +  
 
− +   
= =   
− + + 
 
x I VA AVA A x VA AVA s
 ( 2.12) 
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ここで、観測値に対する推計値の割合を r とすると以下となる。  
  
384 / 390 0.98
3/13 0.23
   
= ≈   
   






2.3.2. Cross-entropy 法  (Golan et al.(1996)、Robinson(2001)) 




(1) 手法  
推計されるマトリクス x i , jを基準となるマトリクス ,i jξ から推定する。ここで、x i , jの列和









ξ= >  ( 2.14) 
次に、基準となるマトリクスでも同様に列和に対する










= >  ( 2.15) 
ここで、 jψ は基準マトリクスの列和を表す。次に、Kullback-Leiber の Cross-entropy 関










− = −∑  ( 2.16) 





max ln min lni j i ji j i j








,i i j j
j
y q y=∑  ( 2.18) 
  
, ,
1 0 1i j i j
i
q and q= ≤ ≤∑  ( 2.19) 
次に、Robinson(2001)は、Golan et al.(1996)の方法を拡張して、列和 jy は既知の変数では
なく、観測値から誤差を持った未知変数であるという前提を取り入れた。ここで、未知変
数である列和を y jとする。  
推計値 y jに対して、ある観測値 jy が得られたとする。統計値 jy と y jの差を jε とする。 
  j j jy y jε= + ∀  ( 2.20) 
次に、観測値と推計値の差 jε を以下の式で表す。  
  
, ,
' 'j j h j h
h
w v jε = ⋅ ∀∑  ( 2.21) 
w j,h'は以下の式を満たす。  
  
, ,
' 1 , 0 ' 1j h j h
h
w w j= ≤ ≤ ∀∑  ( 2.22) 
,
'j hv は設定変数である。この式が意味するのは、観測値の誤差ε j はある確率分布 w j ,h'
を持った
,










⋅ − ⋅ 
 
∑ ∑ ∑  ( 2.23) 
 ここで、n は
,




, , , ,
,
1
min ln ' ln ' ' lni ji j j h j h j h
j i j h hi j
p
p w w w
nq
 
+ ⋅ − ⋅ 
 
∑∑ ∑ ∑ ∑  ( 2.24) 
 





























として IEA の Energy Balance(IEA, 2007 の古い版 )を用いて作成している。  
その方法は、最小二乗法による定式化であり、2 段階の調整を行う。1 段階目は世界各地
域の輸出入のバランスを考慮したエネルギー財の生産量、輸出入量、国内供給量の調整で




め問題がある。また、  2.3.1 項で示した最小二乗法の問題も存在する。  
 
2.4.2. GTAP の方法(Malcolm, 1999) 
Rutherford の指摘を受けて GTAP でも独自にエネルギー IO 表を作成した。GTAP は
Rutherford よりも豊富なデータと詳細なステップで推計している。Malcolm(1999)では複雑
な作業手順をを示しているが、まとめるとそのステップは以下の 5 つに集約される。  
① Volume データをチェック  
② Price データの収集。必要な部分を補完  
③ Volume の作成 (貿易のエネルギーと貨幣フローの調整 ) 
④ 各地域別の産業連関表を Cross-entropy 法で調整し、マクロ経済指標などとの整合を図
る。  
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て 3 つの特徴がある。  
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炭素・窒素・リン勘定表、 (5)鉄勘定表を作成する。  
 











3.1.3 社会会計表とエネルギー財の IO 表の作成(第 5 章) 
次に、社会会計表とエネルギー財の IO 表を作成する。世界全域をカバーする貨幣勘定






を追加し、同時にエネルギー財の IO 表を作成する。  
推計は 1 年ずつ行う。推計作業は、各地域別の推計作業と世界全体の貿易収支をとる推
計作業の 2 種類に分類でき、それらを交互に繰り返し用いる。両推計作業ともに
Cross-entropy 法を用いて定式化する。  
 
3.1.4 エネルギー投入産出表の作成(第 6 章) 
次に、エネルギー投入産出表を作成する。現在世界を対象としたエネルギー統計の中で
も IEA の Energy Balance(IEA, 2007a、2007b)は最も有用であるとされている。しかし、そ





れるエネルギー IO 表のうち、生産量、輸出量、輸入量を外生変数として用いる。  
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投入表、貿易フローを記述する貿易表の 3 種類の勘定体系を定義した。観測情報 (統計値 )
と推計値の絶対誤差、物質の価格の絶対誤差を最小化する線形計画法を用いた手法を提案




適用した (第 8 章 )。  
 
3.1.6 過去 30 年間の物質フローの推計とその解析(第 9 章) 
前項の推計手法は線形計画法を用いた物質収支調整計算である。しかし、その手法には
改善の余地がある。そこで次にその手法の問題点を指摘し、最小二乗法を用いた非線形計











図   3.2 は、その典型的な推計方法、手順を表している。以下の 5 つの作業を行う。  
(1) 得たい情報の決定  
(2) 勘定体系の決定  
(3) データの問題点の同定と推計、調整を行う方針の決定  
(4) 推計手法の決定  

























(1) 情報の解析、シミュレーションに用いるのに便利である  


















の 3 点を考慮する。  
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ンを行うのに有用なものである。例えば、GTAP (Dimaranan, 2006)や LINK Project などに見
られるように、貿易データは世界全体の経済動向のシミュレーションで使用されており、
実際の政策決定にも寄与してきた。また、経済のみならず他の分野にも用いられている。
例えば、環境分野におけるシミュレーション、分析がその一つの例である (Kainuma et al., 
2002)。  
現在、世界を対象とした貿易統計はいくつか存在する。その中でも国連が発行する
COMTRADE (COMmodity TRADE)(UN, 2006)は最も情報量が豊富である。COMTRADE はそ
の情報量の豊富さにより、その他の貿易統計 (例えば、OECD 発行の ITCS(International Trade 
by Commodity and Statistics))のデータ源、あるいは経済分析等の研究のデータとして用いら
れている。しかし、COMTRADE だけでなく一般的に貿易統計はデータの信頼性に問題が
あるとされている (Gehlhar, 1996)。その問題とは、 (1)データの欠測、 (2)報告国間でのデー
タの不一致が見られること、 (3)統計によって報告値が異なること、などである。そこで、
これまでこの貿易統計を補完、調整し、より信頼性が高い貿易データの作成が試みられて

















4.2 貿易統計とその問題点  
4.2.1 貿易統計 
外国貿易とは一国 (もしくは関税地域 )の国境を越えて、流入、流出する財の商取引であ





(以降この統計を国際貿易統計と呼ぶ )。一般に、国際貿易統計は以下のような特徴を持つ。  
○ 計上価額は輸入、輸出で異なる。  
○ 輸入は仕出し価額に輸入国の国境までの運送、保険料、輸出税 (貿易補助金 )を加えた額
(C.I.F; Cost, Insurance and Freight)、輸出は輸出国の国境における甲板、レール、車両、
飛行機渡し価額 (F.O.B; Free On Board)を用いる。  
○ 関税についてはこれらの価額には反映されない。  
○ 計上数量は、重量、長さ、面積等がある。適用地域は当該国の関税地域のほかに、自
由地帯などがある。統計期間は原則として暦年 (1 月 1 日から 12 月 31 日 )である。  
 




テラル貿易統計を表   4.1 に示す。  
 
表   4.1 国際機関発行のバイラテラル貿易統計一覧  
発行機関(者) データ名 略称 収録データ 対象年 財分類
UN UN Commodity trade COMTRADE bilateral trade data 1962-2005 SITC, HS etc
OECD International Tradeby Commodity Statistics ITCS bilateral trade data 1961-2003 SITC, HS
UNCTAD
/WTO/IMF World Integrated Solution WITS
bilateral trade data
tariff etc 1965-2005 HS




各統計の特徴を簡単に示す。UN の COMTRADE は世界全域をカバーする。対象年は 1962




OECD の ITCS(International Trade by Commodities Statistics)(OECD, 2005)は 1961 年から
2003 年までのデータを収録している。財分類は COMTRADE と同様に SITC、HS を扱って
いるが、報告国が OECD 加盟国と一部の非 OECD 諸国に限られる。COMTRADE ともデー
タの共有を行っており、概ね COMTRADE と同じ値を収録している。しかし、ITCS の一部
は COMTRADE と大きく異なる値であったり、あるいは COMTRADE では欠損であった部
分を ITCS では収録しているものもある。これは、ITCS が UN に加えて、EUROSTAT、OECD
独自の調査というデータ源を持っていることが要因になっていると考えられる。また、
COMTRADE でカバーできない台湾のデータを所有していることも ITCS の特徴である。  
UNCTAD の WITS(World Integrated Trade Solution)(UNCTAD, ホームぺージ )は関税データ
や IMF の Balance of Payment とをあわせたデータを収録する。貿易データ自体は
COMTRADE の転用である。  
FAO の WATM(World Agricultural Trade Matrix)(FAO, 2005)は農業関連財に特化したデータ
であるが、収録年数が 1986 年から最近の年となっており短い。また、品目分類は貿易統計




(Gehlhar, 1996)。例えば、ある国 r からある国 s へ財 i が貿易される場合を考えると、国 r
の輸出報告と国 s の輸入報告の 2 つの報告がなされる。このときに、以下の 4 つの問題が
ある。  
[1] 片方で欠損がある  
[2] 二つの報告値を比較した場合にデータの不一致が見られる  
[3] SITC や HS の財分類における上位桁と下位桁の整合性が取れていない  
[4] 統計により報告値が異なる。  
 
このような問題が起こる理由として以下の 3 点が考えられる (Yeats(1995)、Kinoshita et 












(1) CIF を FOB へ変換する係数を推計する  
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(2) 片方が欠測している部分は報告値のある側で補完する  
(3) 報告値の信頼度を推計する  
(4) 双方に報告がある場合はその報告の間に推計値があるようにする。ただし、いずれの
報告値に近いほうが望ましいかというのは、その報告値の信頼度による  
(5) 財の集約度に応じた情報を相補完的に用いる  
(6) 得られる統計情報をすべて用いる  
 




本研究では F.O.B 価格の貿易マトリクス (財×輸出国×輸入国×年の 4次元データ )を作成す
る。対象年は 1965 年から 2003 年、対象地域は全世界 292 の国と地域である。財分類は対
象期間で 2 種類に分かれる。1965 年から 1985 年は SITC の revision1、1986 年から 2003 年




本研究では 2 つのバイラテラル貿易統計 COMTRADE と ITCS を使用した。COMTRADE
を用いた理由は、COMTRADE が様々な貿易統計のデータ源となっており、現在最も詳細
かつ広範囲にデータを収録しているためである。COMTRADE に加えて ITCS を用いた理由
は以下の 2 点である。第一に、財の分類が SITC であり、COMTRADE と同時に扱うことが




図   4.1 に本研究の貿易データ作成方法の概要を示す。本研究の推計方法は 4 つの処理に
大別される。図中ではこれらの 4 つの処理がボックスで表されていて、それぞれ (1)Manual 
reconciliation (手作業による最適化計算前の調整 )、 (2)conversion of C.I.F into F.O.B(C.I.F 報
告値の F.O.B への換算 )、(3)reliability calculation(信頼値計算 )、(4)Reconciliation of SITC Total 
and 1-digit (貿易総量と SITC1 桁の調整 )、 (5)Reconciliation of SITC from 1-digit to 
4-digit(SITC1 桁から 4 桁の調整 )である。処理 (1)、(2)と (3)は COMTRADE、ITCS それぞれ
で行い、元のデータから C.I.F の F.O.B への換算、信頼値の推計を行う。次に、処理 (2)、
(3)で得られた結果を用いて、財すべての合計量である貿易総量と SITC の 1 桁の推計を行
う (4)。さらに処理 (2)、 (3)、 (4)の結果を用いて SITC1 桁から 4 桁までの推計を行う。処理







図   4.1 推計手法の概要図  
 
(1) Manual reconciliation (手作業による最適化計算前の調整 ) 
後の最適化計算の前にデータの補間を行う。これは、後述する最適化計算時では修正で
きない部分の補間を行うためであり、主として Feenstra et al.(2005)で指摘された部分につ
いて修正する。  
 
(2) Conversion of C.I.F into F.O.B (C.I.F 報告値の F.O.B への換算 ) 
COMTRADE、ITCS データのうち、輸入報告値は C.I.F ベースで報告されている。本研究
で構築するデータベースは F.O.B ベースの貿易量であるため、輸入報告値を F.O.B に換算












(4) Reconciliation of Total and SITC 1-digit (貿易総量、SITC1 桁の調整 ) 
処理 (1)、(2)、(3)で得られた F.O.B ベースの輸出入データ、信頼値を用いて、各国の貿易
総額、SITC1 桁レベルの財の貿易量を調整計算する。この処理の特徴をまとめると以下の
3 点である。第一に、計算に線形計画法を用いること、第二に SITC の 1 桁の合計と貿易総
額との整合性が取れるように定式化を行うこと、第三に複数の貿易統計を同時に扱い調整
を行うことである。この処理で得られる SITC1 桁レベルの推計値は次の処理 (5)において固
定値として扱われる。  
 
(5) Reconciliation of SITC from 1-digit to SITC 4-digit(SITC1 桁から 4 桁の調整 ) 
処理 (1)、(2)、(3)、(4)で得られた F.O.B ベースのデータ、信頼値、SITC1 桁レベルの財貿
易量を用いて、SITC1 桁から 4 桁までの貿易量を調整計算する。(4)と同様に線形計画法を






4.3.4  Manual reconciliation (手作業による最適化計算前の調整) 
自動的な最適化計算では扱いきれない問題を事前に処理しておく必要がある。ここでは、
3 点修正を行った。第一に、SITC の財コードの 93(Special transactions, commodity not 
classified according to class)とその 93 に属する下位桁のカテゴリーの財 (例えば、931、9310)
についての修正であり、第二に相手国が特定されていない貿易の修正、第三にそれ以外の
修正である。  
第一の修正においては、 SITC の財コードの 93(Special transactions, commodity not 
classified according to class)とその 93 に属する下位桁のカテゴリーの財の報告値をゼロと





類として”Area nes”、”Bunkers”、”Free zone”、”Special Categories”の 4 つを扱った。そして、
これらの報告値をゼロとした。  





平均を用いて補間した。これにより例えば COMTRADE の日本の報告は 1992 年が完全に欠
測しているが、そのような報告を補間することができる。  
 
4.3.5  Conversion of C.I.F into F.O.B (C.I.F 報告値の F.O.B への換算) 
C.I.F で報告されている輸入量を F.O.B に換算する。前述のように換算係数の計算は二度
行うが、一度目の換算係数
,
'i tγ の推計には、式 ( 4.1)を用いる。式中の財 i は SITC の revision1、
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i r s tM : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告値 (C.I.F) 
, , ,
fob
i r s tX : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸出報告値 (F.O.B) 
,
'i tγ : t 年における財 i の輸入報告値 C.I.F から F.O.B への換算係数 (一度目の計算 ) 
集合 I は財全体の集合、T は年の集合、Rx1 は t 年のある財 i、国 r から国 s への貿易で、
輸出側、輸入側両方に報告がある国の組み合わせの集合をさす。  
2 度目の計算では、信頼値を考慮し、式 ( 4.2)を用いる。信頼値が α 以上のもののみを採
用して
,i tγ の計算を行う。信頼値の計算方法については次項で示す。  
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 ( 4.2) 
ここで、  
, ,i s tRIM : t 年における財 i、国 s の輸入報告の信頼値  
, ,i r tREX : t 年における財 i、国 r の輸出報告の信頼値  
α : 信頼値の許容値 (本研究では 0.67 とした ) 




4.3.6  Reliability Calculation(信頼値計算) 
ある貿易取引があるときに、その報告値がどれほど信頼できるかという指標を作る。こ








i r s tX との比較を行い、その一致度 , , ,i r s tAL を式 ( 4.4)で計算する。
, , ,i r s tAL が 0 に近いほど輸入と輸出の報告が一致していることを意味する。  
,i tγ を用いて輸入報告値を F.O.B 換算する。  
  
, , , , , , ,
, , ,
fob cif
i r s t i t i r s tM M i I r R s S t Tγ= ∀ ∈ ∈ ∈ ∈  ( 4.3) 
ここで、R、S は国の集合を表す。  
, , ,
fob
i r s tM : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入額推計値 (F.O.B) 
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M X
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= ∀ ∈ ∈ ∈ ∈  ( 4.4) 
ここで、  
, , ,i r s tAL : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸出報告と輸入報告の一致度  
国 r の財 i の輸出入それぞれに対して、報告値の全体のうち、一致度
, , ,i r s tAL の値がある一
定以下の報告の占める割合を信頼値とする。式 ( 4.5)から式 ( 4.7)に、 t 年における財 i、国 r
の輸入報告の信頼値
, ,i s tRIM の算出方法を示す。  
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i s tMR : t 年における財 i の国 s の輸入量総量  
, ,
A




0.33i r s tAL < とした ) 
輸入報告と同様に輸出報告についても信頼値の計算を行う。  
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i r tXR : t 年における財 i の国 r の輸出量総量  
, ,
A
i r tXR : t 年における財 i の国 r の輸出報告のうち、ミラーデータとの一致度が高い報告の総
量 (ここでは、一致度が高いという基準を
, , ,
0.33i r s tAL < とした ) 
 
4.3.7  Reconciliation of Total and SITC 1-digit (貿易総量と SITC1 桁の調整) 
本項の処理では、全財の貿易総量、SITC1 桁レベルの財の貿易量を調整計算する。ここ
までの処理は COMTRADE、ITCS それぞれのデータで行う処理であったが、本項の処理は
COMTRADE、 ITCS 両方のデータを同時に用いて最適化計算を行う。  
t 年における財 i の国 r から国 s への貿易量における調整値を Y i ,r,s , t とする。  
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i r s tX 、 , , ,
cif
i r s tM 、C.I.F の F.O.B
換算係数
,i tγ に統計種 f (COMTRADE、 ITCS)という次元を加えて、各文字式を定義し直す。
輸出報告値、輸入報告値、C.I.F から F.O.B への換算係数をそれぞれ
, , , ,
fob
f i r s tX 、 , , , ,
cif
f i r s tM 、 , ,f i tγ
とする。これらの輸出、輸入における報告値と調整値との乖離度
, , , ,
X
f i r s tε 、 , , , ,
M
f i r s tε を用いて、
報告値と調整値の関係を式 ( 4.12)、式 ( 4.13)で表す。  
  ( ), , , , , , , , , , , , , 0 11 , , , ,cif Mi r s t f i t f i r s t f i r s tY M f F i I I r R s S t Tγ ε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ + ∈ ∈ ∈  ( 4.12) 
  ( ), , , , , , , , , , , 0 11 , , , ,fob Xi r s t f i r s t f i r s tY X f F i I I r R s S t Tε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ + ∈ ∈ ∈  ( 4.13) 
ここで、  
, , , ,
M
f i r s tε : 貿易統計種 f、t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告と調整値の乖離
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度  
, , , ,
X
f i r s tε : 貿易統計種 f、t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸出報告と調整値の乖離
度  
ここで、集合 I0 は全財の貿易総量を、 I1 は SITC の 1 桁の財分類の集合を表す。F は統
計種の集合を表す。上述した乖離度とその統計情報の重みの積の総和が最小となるように
t 年の財 i における目的関数を式 ( 4.14)とする。  
  
, , , , , , , , , , , , , , , , 0 1
, , 5 , , 6
min ,M M X Xf i r s t f i r s t f i r s t f i r s t
f r s Rx f r s Rx
w w i I I t Tε ε
∈ ∈
⋅ + ⋅ ∀ ∈ + ∈∑ ∑  ( 4.14) 
ここで、  
, , , ,
M
f i r s tw :貿易統計種 f、 t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告の乖離率に対す
る重み  
, , , ,
X
f i r s tw :貿易統計種 f、 t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸出報告の乖離率に対す
る重み  
ここで、Rx5 は輸入報告が存在する統計 f、報告国 r、相手国 s の集合、Rx6 は輸出報告が
存在する統計 f、報告国 r、相手国 s の集合である。  
式 ( 4.11)から ( 4.14)を線形計画問題として扱い未知変数
, , ,i r s tY 、 , , , ,
M
f i r s tε 、 , , , ,
X
f i r s tε を求解した。 
また、本研究では乖離率に対する重みを以下のように仮定した。  
  
, , , , , , , , , , , , ,
, , , ,
M cif
f i r s t f i t f i r s t f i s tw M RIM f F i I r R s S t Tγ= ⋅ ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈  ( 4.15) 
  
, , , , , , , , , , ,
, , , ,
X fob
f i r s t f i r s t f i r tw X REX f F i I r R s S t T= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈  ( 4.16) 
 
4.3.8  Reconciliation of SITC from 1-digit to 4-digit(SITC1 桁から 4 桁の調整) 
本処理は前項の Reconciliation of Total and SITC 1-digit と同様の概念を用いる。ただし、
Reconciliation of Total and SITC 1-digit の方法に以下の二点の変更を加える。第一に、式
( 4.12)から式 ( 4.14)の財 i に対する集合 0 1I I+ を SITC1桁から SITC4桁までのすべての財の集
合 Iall とすること。第二に、制約式 ( 4.11)の代わりに SITC 各桁の関係を表す式 ( 4.17)から式
( 4.19)を制約式として用いることである。ここで、ある SITC 上位桁 Iupper に対応する SITC
下位桁 Ilower の集合を upperIlowerI のように記述する。また、集合 I2 は SITC2 桁の財、集合 I3 は




, , , , , , , , , , , , , , 10 , , ,
I I
fob cif
i r s t i r s t f i r s t f i r s t
fi I i I
Y Y where X M i I r R s S t T
∈ ∈




, , , , , , , , , , , , , , 20 , , ,
I I
fob cif
i r s t i r s t f i r s t f i r s t
fi I i I
Y Y where X M i I r R s S t T
∈ ∈




, , , , , , , , , , , , , , 30 , , ,
I I
fob cif
i r s t i r s t f i r s t f i r s t
fi I i I
Y Y where X M i I r R s S t T
∈ ∈
= + > ∀ ∈ ∈ ∈ ∈∑ ∑ ∑  ( 4.19) 
 
式 ( 4.17)から式 ( 4.19)の where 以下の条件は、ある財 i の国 r から国 s への貿易に関して、
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世界全体の貿易総額の経年変化を表   4.2 に示す。表   4.2 には  (1)本研究推計値、 (2) 
WTF(World Trade Flows; Feenstra et al.(2005))の C.I.F 価格、(3) WTF の F.O.B 価格、(4) GTAP 
6 database(Gehlhar(1996)の最新版 )、(5) COMTRADE の輸出報告値、(5) COMTRADE の輸入
報告値 (F.O.B 価格 )が示されている。WTF は C.I.F 価格を主として採用しているため、本研
究より得られた C.I.F、F.O.B の変換係数 γ を用いて、F.O.B 価格であらわした取引額を F.O.B
価格とした。COMTRADE の輸入額についても γ を用いて C.I.F 価格で表したものを示して
いる。本研究推計値に対する各統計値、データの割合を括弧の中に示した。また、図   4.2
に、本研究推計値の各年の貿易総額を 1 としたときの各統計、データの割合を示す。  
まず、F.O.B 価格の WTF と本研究推計値を比較すると、1990 年代前半まで概ね本研究の
ほうが大きな値を示し、1997 年以降は WTF のほうが若干大きな値を示した。GTAP や
COMTRADE と比べると WTF はほぼすべての年において本研究推計値と最も近い値を示し
ている。ただし、図   4.2 を見ると WTF は 1978 年、1983 年において急激な変化が見られ
る。この部分については事項で詳しく見る。  
GTAP の値と本研究推計値を比較すると、本研究の数値は全般に大きな値を示している。
各年を平均すると GTAP の値は本研究推計値の 92%であり、最も乖離が大きかった年では
87％ (1968 年 )であった。1990 年頃までは徐々に本研究の値と近くなり、1991 年で 97%とな




る。ただし、1992 年では輸出入両報告とも急激な落ち込みが見られる。  
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1965 175 179 (1.02) 168 (0.96) 153 (0.87) 162 (0.93) 160 (0.92) 0.94
1966 192 196 (1.02) 184 (0.96) 169 (0.88) 178 (0.93) 176 (0.92) 0.94
1967 203 206 (1.02) 195 (0.96) 179 (0.88) 189 (0.93) 188 (0.93) 0.95
1968 231 229 (0.99) 219 (0.95) 201 (0.87) 218 (0.94) 214 (0.93) 0.96
1969 262 262 (1.00) 253 (0.97) 232 (0.89) 240 (0.91) 238 (0.91) 0.97
1970 300 302 (1.01) 287 (0.96) 270 (0.90) 281 (0.94) 278 (0.93) 0.95
1971 332 337 (1.01) 323 (0.97) 304 (0.92) 306 (0.92) 307 (0.93) 0.96
1972 399 394 (0.99) 377 (0.95) 360 (0.90) 370 (0.93) 368 (0.92) 0.96
1973 556 548 (0.99) 529 (0.95) 500 (0.90) 513 (0.92) 514 (0.92) 0.97
1974 812 823 (1.01) 801 (0.99) 733 (0.90) 774 (0.95) 766 (0.94) 0.97
1975 841 861 (1.02) 825 (0.98) 759 (0.90) 801 (0.95) 786 (0.93) 0.96
1976 951 967 (1.02) 938 (0.99) 872 (0.92) 895 (0.94) 888 (0.93) 0.97
1977 1,080 1,080 (1.00) 1,051 (0.97) 996 (0.92) 1,066 (0.99) 1,008 (0.93) 0.97
1978 1,232 1,187 (0.96) 1,135 (0.92) 1,159 (0.94) 1,139 (0.92) 1,119 (0.91) 0.96
1979 1,557 1,589 (1.02) 1,541 (0.99) 1,466 (0.94) 1,438 (0.92) 1,436 (0.92) 0.97
1980 1,922 1,928 (1.00) 1,890 (0.98) 1,781 (0.93) 1,745 (0.91) 1,777 (0.92) 0.98
1981 1,878 1,909 (1.02) 1,837 (0.98) 1,759 (0.94) 1,738 (0.93) 1,728 (0.92) 0.96
1982 1,734 1,753 (1.01) 1,672 (0.96) 1,620 (0.93) 1,574 (0.91) 1,578 (0.91) 0.95
1983 1,705 1,651 (0.97) 1,592 (0.93) 1,594 (0.94) 1,514 (0.89) 1,575 (0.92) 0.96
1984 1,813 1,875 (1.03) 1,802 (0.99) 1,698 (0.94) 1,637 (0.90) 1,689 (0.93) 0.96
1985 1,848 1,949 (1.05) 1,845 (1.00) 1,727 (0.93) 1,687 (0.91) 1,703 (0.92) 0.95
1986 2,008 2,098 (1.04) 1,987 (0.99) 1,891 (0.94) 1,826 (0.91) 1,863 (0.93) 0.95
1987 2,377 2,455 (1.03) 2,357 (0.99) 2,251 (0.95) 2,169 (0.91) 2,203 (0.93) 0.96
1988 2,697 2,799 (1.04) 2,672 (0.99) 2,557 (0.95) 2,495 (0.93) 2,513 (0.93) 0.95
1989 2,940 3,045 (1.04) 2,909 (0.99) 2,784 (0.95) 2,743 (0.93) 2,748 (0.93) 0.96
1990 3,378 3,471 (1.03) 3,338 (0.99) 3,210 (0.95) 3,158 (0.93) 3,156 (0.93) 0.96
1991 3,391 3,601 (1.06) 3,397 (1.00) 3,300 (0.97) 3,215 (0.95) 3,143 (0.93) 0.94
1992 3,669 3,860 (1.05) 3,610 (0.98) 3,396 (0.93) 3,161 (0.86) 3,165 (0.86) 0.94
1993 3,687 3,797 (1.03) 3,684 (1.00) 3,383 (0.92) 3,480 (0.94) 3,424 (0.93) 0.97
1994 4,192 4,306 (1.03) 4,203 (1.00) 3,824 (0.91) 3,965 (0.95) 3,912 (0.93) 0.98
1995 4,996 5,136 (1.03) 5,020 (1.00) 4,562 (0.91) 4,743 (0.95) 4,703 (0.94) 0.98
1996 5,227 5,476 (1.05) 5,331 (1.02) 4,783 (0.92) 5,040 (0.96) 4,989 (0.95) 0.97
1997 5,478 5,632 (1.03) 5,550 (1.01) 4,957 (0.90) 5,231 (0.96) 5,253 (0.96) 0.99
1998 5,358 5,576 (1.04) 5,459 (1.02) 4,885 (0.91) 5,202 (0.97) 5,178 (0.97) 0.98
1999 5,566 5,791 (1.04) 5,647 (1.01) 5,370 (0.96) 5,395 (0.97) 5,398 (0.97) 0.98
2000 6,326 6,568 (1.04) 6,392 (1.01) 5,993 (0.95) 6,083 (0.96) 6,107 (0.97) 0.97
2001 6,009 5,762 (0.96) 5,868 (0.98) 5,790 (0.96) 0.95
2002 6,280 5,894 (0.94) 5,999 (0.96) 6,002 (0.96) 0.97




































図   4.2 本研究推計値と各統計、データの貿易総額の比較  
 
4.4.2  WTF との比較 
次に図   4.2 において WTF との比較で特異的な変化を見せた 1978 年、1983 年について見
てみる。COMTRADE、WTF の値と、本研究推計値とを国別で比較する。表   4.3 は上記の
年において、推計値と WTF の差が大きかった上位 5 ヶ国における WTF、COMTRADE と
本研究推計値の輸出入総額を示している。ただし、WTF、COMTRADE はその他国 (Area nes)
という国分類があるが、本研究にはその区分がないため比較から除外した。  
 表   4.3 では COMTRADE では旧ソ連が欠測しているため空白となっている。それ以外の









表   4.3 1978 年、1983 年において WTF と本研究推計値の差が大きかった上位 5 カ国 (mil$) 
年 国 推計値 WTF(F.O.B) COMTRADE 国 推計値 WTF(F.O.B)COMTRADE
カナダ 39,842 7,438 39,838 アメリカ 141,438 116,948 142,536
旧ソ連 28,901 16,800 チェコスロバキア 11,558 2,630 11,740
チェコスロバキア 11,741 2,587 12,042
旧ソ連
21,596 13,856
ハンガリー 7,820 3,069 7,612
サウジアラビア
40,733 34,644 40,715
ナイジェリア 12,192 8,868 12,194
ドイツ
140,543 134,534 142,090
























次に表   4.3 に挙げられた国について本研究推計値、COMTRADE、WTF の値それぞれの






















































































































































































































図   4.5 輸出額の比較 (a) 
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図   4.6 輸出額の比較 (b) 
 
まず、カナダの輸入について見ると COMTRADE、本研究推計値は概ね近い値を示して
いるが、WTF では 1978 年だけ極端に小さくなっている。同様の現象がブラジルの 1983 年
における輸入、韓国の 1983 年、1984 年でも起こっている。チェコ、ハンガリーについて
見ると、1985 年まで WTF は本研究推計値、COMTRADE より小さな値であったが、それ以
降は同じような傾向をしめてしている。旧ソ連は COMTRADE の報告がないため、WTF と
の比較のみ可能であるが、ほぼ全年にわたって WTF は本研究より小さめの値を示してい
る。サウジアラビア、ナイジェリアについては COMTRADE の報告が部分的に欠測してい
ることがわかる。また、本研究推計値、WTF は比較的 COMTRADE と近い値となっている
が、1983 年のみ大きく異なっていることがわかる。  
次に輸出についてみてみる。アメリカ、韓国、ドイツでは本研究、COMTRADE、WTF
ともに同じような値を示している。韓国は輸入と同様に 1983 年、1984 年で WTF がやや小
さめの値となっている。次に旧ソ連について見ると輸入と同様に COMTRADE の報告はな
く、WTF は本研究推計値より小さめの値となっている。チェコについて見ると、本研究と
COMTRADE は比較的同じような変遷となっているが、WTF は 1990 年ころまで小さな値で
推移している。輸入では WTF と本研究推計値の明らかな乖離が 1985 年までであったのに
対して、輸出では 1990 年まで見られる。サウジアラビアでは全体的に本研究推計値や
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4.4.3  COMTRADE との比較 
図   4.2 において COMTRADE が特異的な変化を示した 1992 年について見てみる。1992
年は周辺の年と比べると COMTRADE の値が本研究推計値と比べて約 8%減少している。こ
れは、主として欠測によるものであった。COMTRADE で欠測していて、本研究では推計
値のあった国上位 5 ヶ国について、本研究推計値と貿易総額に占める割合を表   4.4 に示す。 
 















イラン 19 0.5% 南アフリカ 16 0.4%






界全体の 6.0%、9.1%を占めていた。COMTRADE の日本の報告は、1992 年のみが欠落して
いる。また、台湾は COMTRADE に報告値がないため、ミラーデータや ITCS によって補
間されている。  
  
4.4.4  COMTRADE からの修正量 
(1) 国別の修正量  
ここでは OECD 諸国の修正量について見てみる。修正された量を比較する指標として以
下のもの (平均絶対誤差率 )を用いた。  
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 ( 4.21) 
, , ,
fob
i r s tM : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告値 (F.O.B) 
, , ,
fob
i r s tX : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸出報告値 (F.O.B) 
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Y i,r,s, t : t 年における財 i、国 r から国 s への貿易量における調整値  
,
exp
r tAME : t 年の国 r における輸出報告からの修正量 (平均絶対誤差率 ) 
,
imp
r tAME : t 年の国 r における輸入報告からの修正量 (平均絶対誤差率 ) 
この指標について国別で各年の平均値、中央値、標準偏差を表   4.5 に示す。表   4.5 は中
央値ごとにソートしたものを示している。  
 
表   4.5 OECD 諸国における国別の COMTRADE からの修正量  
国名 中央値 平均 標準偏差
レコード
数
国名 中央値 平均 標準偏差
レコード
数
イタリア 0.036 0.036 0.006 39 フランス 0.040 0.042 0.007 39
フィンランド
0.037 0.042 0.016 39
スウェーデン
0.045 0.050 0.018 39
フランス
0.037 0.040 0.008 39
カナダ
0.045 0.048 0.012 39
日本
0.047 0.046 0.009 38
フィンランド
0.047 0.053 0.017 39
スペイン
0.049 0.052 0.019 39
イタリア
0.048 0.050 0.013 39
デンマーク
0.050 0.061 0.028 39
スペイン
0.051 0.052 0.007 39
ポルトガル
0.052 0.055 0.010 39
オーストリア
0.051 0.053 0.012 39
カナダ
0.053 0.055 0.016 39
アメリカ
0.055 0.053 0.008 39
スウェーデン
0.056 0.063 0.024 39
デンマーク
0.055 0.060 0.016 39
ドイツ 0.058 0.061 0.026 39 オーストラリア 0.058 0.058 0.014 39
韓国 0.062 0.071 0.030 39 ポルトガル 0.059 0.061 0.014 39
オーストリア 0.065 0.065 0.022 39 オランダ 0.060 0.096 0.088 39
スイス
0.065 0.066 0.014 39
スイス
0.066 0.070 0.020 39
オランダ
0.069 0.111 0.118 39
ノルウェー
0.067 0.137 0.178 39
ベルギ =ールクセンブルグ
0.070 0.086 0.048 39
日本
0.067 0.069 0.012 38
アイスランド
0.072 0.080 0.034 39
ベルギー=ルクセンブルグ
0.070 0.071 0.015 39
ニュージーランド
0.076 0.071 0.022 39
イギリス
0.071 0.072 0.018 39
イギリス
0.077 0.077 0.017 39
韓国
0.073 0.078 0.022 39
トルコ
0.093 0.103 0.050 39
ニュージーランド
0.074 0.077 0.014 39
ノルウェー
0.095 0.153 0.166 39
ギリシャ
0.079 0.103 0.077 39
アメリカ 0.095 0.092 0.016 39 アイルランド 0.084 0.091 0.026 39
アイルランド 0.113 0.123 0.032 39 アイスランド 0.100 0.129 0.100 39
オーストラリア 0.114 0.109 0.031 39 ドイツ 0.102 0.095 0.038 39
ギリシャ
0.118 0.124 0.051 39
メキシコ
0.105 0.156 0.138 39
ポーランド
0.120 0.584 0.953 24
トルコ
0.116 0.118 0.030 39
メキシコ
0.127 0.192 0.158 39
チェコ
0.169 0.208 0.154 34
チェコ
0.170 0.236 0.203 34
ポーランド
0.181 0.645 0.907 24
ハンガリー
0.261 0.660 0.748 39
ハンガリー
0.322 0.567 0.531 39
世界トータル
0.199 0.203 0.025 39
世界トータル




少なかった。これらの 3 カ国における修正量は輸出で 0.036、0.037、0.037、輸入で 0.048、








しており、ハンガリーでは輸入の平均が 0.660、輸出の平均が 0.567 となった。  
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(2) 財別の修正量  
前項と同じような指標を使って財ごとの修正量を評価する。以下の指標を用いる。  
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 ( 4.23) 
,
exp
i tAMEI : t 年の財 i における輸出報告からの修正量 (指標 ) 
,
imp
i tAMEI : t 年の財 i における輸入報告からの修正量 (指標 ) 
 
SITC rev1(1965-1985)と SITC rev2(1986-2003)それぞれの SITC 1 桁の修正量を示す。表  
 4.6 は、それぞれ輸入、輸出について平均と中央値を示したものである。また、図   4.7 に
中央値を示す。左側が SITC rev1、右側が rev2 を表す。  
まず、 rev1,2 ともに特徴的なのがその他財である 9 の値が突出して高いことである。こ
れは、財区分 93 が含まれており、  4.3.4 項で示したように特別が扱いをしたため、大規模
に修正されたと考えられる。SITC rev1 について見ると”3”の燃料等の資源が輸出では 0.45
と大きな値となっているのに対して輸入では 0.086 となり大きな差が見られる。それ以外
の財では、輸出入は同じような傾向を示していて 0.1 から 0.2 の範囲内にある。SITC rev2




表   4.6 SITC1 桁の財ごとの COMTRADE からの修正量  
中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値
0
食料品及び動物
0.138 0.154 0.061 0.115 0.168 0.171 0.038 0.123
1
飲料およびたばこ
0.130 0.132 0.197 0.128 0.169 0.181 0.216 0.154
2 食用に適しない原材料（鉱物性燃料を除く） 0.172 0.186 0.042 0.138 0.138 0.140 0.030 0.101
3 鉱物性燃料、潤滑油その他これらに類するもの 0.441 0.459 0.163 0.353 0.074 0.092 0.078 0.152
4 動物性または植物性の加工油脂およびろう 0.152 0.160 0.138 0.099 0.203 0.215 0.154 0.254
5
化学工業生産品
0.115 0.122 0.041 0.093 0.150 0.162 0.052 0.094
6
原料別製品
0.121 0.127 0.035 0.131 0.147 0.151 0.029 0.088
7
機械類および輸送用機器類
0.072 0.070 0.007 0.115 0.157 0.163 0.043 0.092
8
雑製品
0.123 0.121 0.035 0.267 0.112 0.119 0.044 0.080
9
特殊取扱品
1.976 1.805 1.530 1.908 6.117 7.850 10.709 2.015
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Y i,r,s, t: t 年における財 i の国 r から国 s への貿易量における推計値  
, , , ,
M
f i r s tε : 貿易統計種 f、t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告と調整値の乖離
率  
, , , ,
X






i r s tM : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告値 (C.I.F) 
, , ,
fob




'i tγ : t 年における財 i の輸入報告値 C.I.F から F.O.B への換算係数 (一度目の計算 ) 
, ,i s tRIM : t 年における財 i、国 s の輸入報告の信頼値  
, ,i r tREX : t 年における財 i、国 r の輸出報告の信頼値  
, , ,
fob
i r s tM : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告値 (F.O.B) 
, , ,i r s tAL : t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸出報告と輸入報告の一致度  
, ,
T
i s tMR : t 年における財 i の国 s の輸入量総量  
, ,
A




α : 信頼値の許容値 (本研究では 0.67 とした ) 
, , , ,
M
f i r s tw :貿易統計種 f、 t 年における財 i の国 r から国 s への貿易の輸入報告の乖離率に対す
る重み  
, , , ,
X





i I∈ : 財全体  
f F∈ : 統計種の集合  
r R∈ r S∈ : 国の集合  
t T∈ : 年の集合  
0i I∈ : 全財の集合  
1i I∈ : SITC の 1 桁の財分類の集合  
alli I∈ :集合 0 1I I+ をあわせたもの  
upperI
loweri I∈ :ある SITC 上位桁 Iupper に対応する SITC 下位桁 Ilower の集合  
2i I∈ : SITC2 桁の財の集合  
3i I∈ : SITC3 桁の財の集合  



























いて、上記の課題に対して定量的な評価を行ってきてきた (Fujino et al., 2006、Rao and Riahi, 
2006, Smith and Wigley, 2006 など )。そのうち多部門の応用一般均衡モデルを用いたモデリ
ングは貨幣フローやエネルギーフローの記述が包括的にでき、社会経済全体の整合性を持
った推計が可能である。そのため、部門横断的な緩和対策費用の算定にも用いられている
(Barker et al., 2007)。その反面、社会会計表、エネルギーバランス表などの詳細なデータを
必要とする。そのような世界をカバーする社会会計表、エネルギーバランス表に相当する




















(1) 貨幣勘定  























サービス1 中間投入 中間投入 中間投入 家計消費 政府消費 資本形成 輸出
財
サービス2
中間投入 中間投入 中間投入 家計消費 政府消費 資本形成 輸出
財
サービス3







労働 労働投入 労働投入 労働投入
資本 資本投入 資本投入 資本投入
土地 土地投入 土地投入 土地投入






































(2) エネルギー勘定  




含む ))の 5 種類のみを扱った。生産活動の区分は貨幣勘定と同一のものを用いる。貨幣フ
ローとは逆で、行項目から列項目へエネルギーフローが存在したときに数値が記述される。  
 




















































本勘定表では、表   5.3 に示されるような 46 の生産活動、民間家計、政府、資本形成、
国外という主体と 46 の財サービスを扱う。生産活動と財・サービスは一対一で対応してい
る。 Standard Industrial Classification)の revison3 の分類と中央生産物分類 CPC(Central 
Products Classification)を用いて表される。  
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表   5.3 産業分類、財分類  
Code 説明





GRO その他穀類 011, 0115, 0116, 0119
























OIL 原油 111, 112 (related to oil extraction), 103
GAS 天然ガス 111, 112 (related to gas extraction)
OMN 非化石燃料鉱業 12, 13, 14
OMT
精肉
2111, 2112, 2113, 2114, 2161, 2162
VOL
食用油





212, 213, 214, 215, 2311, 2312, 2313, 2314,











PPP 紙・パルプ 21, 2211, 2212, 2213, 2219, 222, 223
CRP 化学・プラスチック・ゴム 241, 242, 25











OME 機械 29, 31, 33














TRD 貿易・小売 50, 51, 52, 55
TRS 交通・通信 60, 61, 62, 63, 64
FIR
金融・保険
65, 66, 67, 70, 71, 72, 73, 74, dwelings
CSS
その他サービス










社会会計表、エネルギー IO 表を推計するのに使える情報は、大別して 3 つある (一覧は
表   5.4 に示す )。  
(1) 社会会計表  
(2) 産業連関表、生産額、付加価値額、輸出入額など社会会計表の一部を表す情報  
(3) エネルギーフローに関する情報  
 









貨幣、エネルギー勘定表の推計手法の概要を図   5.1 に示す。図   5.1 には 2000 年、1999
年の推計の概要が記述されている。  











とし、次に 1999 年、1998 年というように順番にさかのぼっていった。推計された勘定表
を次の年の基準マトリクスとして推計に使うことで、経年変化で異常な値とならないよう
に工夫した。  









図   5.1 推計手法概要図 
 













(1) 貨幣フローの定式化  
基準マトリクス
,i jξ を用いて貨幣勘定表 x i , jを推計するとする。基準マトリクスにおける








i I j Jξθ
ψ
= ∈ ∈  ( 5.1) 
,i jθ は列和に対する各要素 i の割合である。  
































= =∑y  ( 5.4) 
















d の関係は、誤差割合 e1s (k1)
を用いて以下のように表される。  
 
1 1 1( ) ( ) ( )
1 , 1 1 1 1,
,
k k k
i ji j s s
j J i I
g x d e k K s S
∈ ∈





















e を以下のように表す。  














Cross-entropy 法 (Golan et al., 1996)を用いて目的関数を以下のように設定する。目的関数の
第一項は、基準マトリクスとの乖離、第二項は統計情報との乖離を表す。  
 




( ) ( ) ( ) ( ) ( )
1 1 1 1 1
min ln
ln 1 ln 1
i j
i j
j J i I i j
k k k k k
s s s s s
k K s S
q
q





+ ⋅ + − −  
∑∑
∑∑






γ は重みを表す設定変数である。  
 






1) GDP に対するマクロ経済指標の割合  
まず、推計の対象となる地域の GDP を GDP とし、GDP の生産側の要素、賃金、資本減







= ∑  ( 5.8) 








= ∑  ( 5.9) 














 ( 5.10) 


























る GDP に対する各要素の割合は大きな変化がないと仮定する。  
 GDP に対する各要素と基準マトリクスとの乖離割合を 1( )fjeg とし、以下のように表す。  
  
1 1 1( ) ( ) ( )
1 1 ,
f f f
j j jqg eg f F j Jϕ= ⋅ ∈ ∈  ( 5.12) 
ここで、 1 1f F∈ を生産側の要素、賃金、資本減耗、土地、税金、補助金 (GDP の生産要素 )、
家計消費、政府消費、資本形成、輸出、輸入 (GDP の消費要素 )を持つ集合とする。  
次に、この乖離割合
1( )f


















 ( ) ( )
( ) ( )
1 1 1 1 1





( ) ( ) ( ) ( ) ( )
1 1 1 1 1
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2 2
min ln
ln 1 ln 1




j J i I i j
k k k k k
s s s s s
k K s S
f f f f f
j j j j j
f F j J
q
q
w w w w







+ ⋅ + − −











jγ は重みを表す係数である。JGDPは GDP の生産と消費の要素を表す集合であ
る。  
 
2) 輸出税率、輸入税率、輸送マージン率  
輸出、輸入に対する税金、補助金、国際輸送マージンは各財 i に対して決まる。従って、
輸出額に対する輸出税率、輸入額に対する輸入税率、輸入額に対する輸送マージン率を、
qti ,”xtax”、  qti ,”mtax”、qti ,”itp”とすると以下のように表される。  
 ( )
," " ," " ," " ," "i xtax i xtax i exp i xtax cx qt x x i I= ⋅ − ∈  ( 5.15) 
 
," " ," " ," "i mtax i mtax i imp cx qt x i I= ⋅ ∈  ( 5.16) 
 
," " ," " ," "i itp i itp i imp gdx qt x i I= ⋅ ∈  ( 5.17) 
ここで、 Icは財サービスの集合、 Igdは財の集合を表す。  
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次に、基準マトリクスにおける輸出税率、輸入税率、輸送マージン率をそれぞれ
," "i xtaxpi 、
," "i mtaxpi 、 ," "i itppi とする。基準マトリクスの輸出税率、輸入税率、輸送マージン率と推計値の
輸出税率、輸入税率、輸送マージン率との乖離割合を
,i jet とし、以下のように表す。  
  
, , ,
,i j i j i j c trdtaxqt et i I j Jϕ= ⋅ ∈ ∈  ( 5.18) 
ここで、
trdtaxJ は輸出税、輸入税、輸送マージンを要素に持つ集合である。  
次に、この乖離割合
,i jet を 0 から 1 までの値をとる確率密度 3 ,i jw を用いて以下のように表
す。  
 ( )
, 3 3 3 3, , , ,
1 ,i j c trdtaxi j i j i j i jet w v w v i I j J= ⋅ − − ⋅ ∈ ∈  ( 5.19) 
3 ,i jv は誤差 ,i jet の値の範囲となる。そして、目的関数にこれらの項を追加する。  
 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
1 1 1 1 1





( ) ( ) ( ) ( ) ( )
1 1 1 1 1
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2 2
3 3 3 3 3, , , , ,
min ln
ln 1 ln 1
ln 1 ln 1




j J i I i j
k k k k k
s s s s s
k K s S
f f f f f
j j j j j
f F j J
i j i j i j i j i j
i I j J
q
q
w w w w
w w w w









+ ⋅ + − −
+ ⋅ + − −








 ( 5.20) 
ここで、 3 ,i jγ は重みを表す係数である。  
 




























































 ( 5.23) 
ここで、集合 Jpは生産活動の集合、 Ivaは付加価値の要素の集合を表す。 2( )fjqs はフロー f2





















jqs との乖離を最小とするように Cross-entropy の関数を目的関数に加
える。  
 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
1 1 1 1 1





( ) ( ) ( ) ( ) ( )
1 1 1 1 1
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2 2
3 3 3 3 3, , , , ,
4
min ln
ln 1 ln 1
ln 1 ln 1




j J i I i j
k k k k k
s s s s s
k K s S
f f f f f
j j j j j
f F j J
i j i j i j i j i j
i I j J
q
q
w w w w
w w w w










+ ⋅ + − −
+ ⋅ + − −































jγ は重みを表す係数である。  
 
(3) エネルギーフローの追加  
エネルギーフロー







i j e e
i j
x
m i I or j J
pr
= ∈ ∈  ( 5.25) 
ここで、m i , jは財 i の部門 j へのエネルギー投入フロー、もしくは財 j、部門 i の産出フロ
ーをさす。pri , jはエネルギー価格でそれぞれの i ,j に応じた価格を表す。例えば、i が石炭、
j が”国外"だった場合、石炭の輸出価格を表し、i が石油、j が”紙パルプ”だった場合、紙パ
ルプ部門への石油の投入量を表す。集合 Ieはエネルギー財の集合、集合 Jeはエネルギー財
を生産する部門の集合を表す。  












d は誤差の割合 ems (k2)をもっているとすると、以下のように表される。   
 
2 2 2
( ) ( ) ( )
2 , 2 2 2,
,
k k k
i j si j s
j J i I
g m d em k K s S
∈ ∈








を 0から 1までの値をとる確率密度 2( )4
k
jw を用いて以下のように表す。 











( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
1 1 1 1 1





( ) ( ) ( ) ( ) ( )
1 1 1 1 1
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2 2
3 3 3 3 3, , , , ,
4
min ln
ln 1 ln 1
ln 1 ln 1




j J i I i j
k k k k k
s s s s s
k K s S
f f f f f
j j j j j
f F j J
i j i j i j i j i j
i I j J
q
q
w w w w
w w w w










+ ⋅ + − −
+ ⋅ + − −














2 2 2 2 2
2 2
( )
( ) ( )
( )
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
5 4 4 4 4
ln





f F j J j
k k k k k
s s s ss
s S k K
qs
qs






+ ⋅ + − −  
∑∑
∑∑






γ は重みを表す設定変数である。  
 
(4) 価格に関する制約  
さらに、ある地域内において、財別の生産、消費、輸出入の各フローの価格は大きな差
がないとして、目的関数に、価格の乖離度を表す項を追加する。財 i の生産価格、輸出価
格、輸入価格、国内消費平均価格、部門 j における消費価格をそれぞれ pav i”pro”、 pav i”exp”、  












































i j e dom
i j
x
paj i I j J
m
= ∀ ∈ ∈  ( 5.33) 
ここで、Jdom は国内部門、すなわち生産活動と消費活動を表す。次に、財 i の生産価格
と輸出価格、輸入価格と国内消費平均価格の乖離度をそれぞれ、ep1i”exp”、  ep1i”imp”とし、






i i pro ei
pav ep pav i I= ∀ ∈  ( 5.34) 
 










i i j e domi jpav ep paj i I j J= ∀ ∈ ∈  ( 5.36) 
 
そして、前述の価格の乖離度を以下のように表す。  
 ( )3 3 3 3 3( ) ( ) ( ) ( ) ( )1 1 1 1 1 3 3ln 1 ,
i i i i i
f f f f f
e
ep wp vp wp vp i I f F= ⋅ − − ⋅ ∀ ∈ ∈   ( 5.37) 
 ( )
, , , ,
2 2 2 2 2,
ln 1 ,
i j i j i j i j e domi j
ep wp vp wp vp i I j J= ⋅ − − ⋅ ∀ ∈ ∈   ( 5.38) 
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1 1 1 1 1





( ) ( ) ( ) ( ) ( )
1 1 1 1 1
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
2 2 2 2 2
3 3 3 3 3, , , , ,
4
min ln
ln 1 ln 1
ln 1 ln 1




j J i I i j
k k k k k
s s s s s
k K s S
f f f f f
j j j j j
f F j J
i j i j i j i j i j
i I j J
q
q
w w w w
w w w w
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( ) ( ) ( ) ( ) ( )
5 4 4 4 4
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6 1 1 1 1
7 2 2 2
ln
ln 1 ln 1
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f F j J j
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s s s ss
s S k K
f f f f f
f F i Ie
qs
qs
w w w w
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+ ⋅ + − −
+ ⋅ + − −










domj J i Ie∈ ∈
  ∑ ∑














まず、国 r の財・サービス i の輸出額を EX i ,r、輸入額を EMi ,r、輸出量を MX i ,r、輸入量を
MMi,rとすると、世界全体の輸出額と輸入額の総計、輸出量と輸入量の総計は一致する。そ
れらの条件を式 ( 5.40)、 ( 5.41)で表す。  
 
, ,
,i r i s
r s
EX EM i I r R= ∀ ∈ ∈∑ ∑  ( 5.40) 
 
, ,
,ei r i s
r s
MX MM i I r R= ∀ ∈ ∈∑ ∑  ( 5.41) 
輸出額、輸入額は、地域内調整計算の推計値の輸出額



























































mc i I r R∀= ∈ ∈  ( 5.45) 













i I r R
MX












i I r R
MM
∀= ∈ ∈  ( 5.47) 


















 ( 5.48) 



















i r i rWPPM pc i I r R⋅ ∀= ∈ ∈  ( 5.50) 





pc i,r(f3)をそれぞれ以下のように表す。  
 ( )3 3 3 3 3( ) ( ) ( ) ( ) ( )
, , , , , 3 3ln 1 , ,
f f f f f
i r i r i r i r i rc wc vc wc vc i I r R f F= ⋅ − − ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈  ( 5.51) 
 ( )3 3 3 3 3( ) ( ) ( ) ( ) ( )
, , , , , 3 3ln 1 , ,
f f f f f
i r i r i r i r i r emc wmc vmc wmc vmc i I r R f F= ⋅ − − ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈  ( 5.52) 
 ( )3 3 3 3 3( ) ( ) ( ) ( ) ( )
, , , , , 3 3ln 1 , ,
f f f f f
i r i r i r i r i r epc wpc vpc wpc vpc i I r R f F= ⋅ − − ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈  ( 5.53) 
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( ) ( ) ( ) ( ) ( )
, , , , ,
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
, , , , ,
( ) ( ) ( ) (
, , , ,
min ln 1 ln 1
ln 1 ln 1
ln 1
f f f f f
i r i r i r i r i r
i I r R f F
f f f f f
i r i r i r i r i r
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⋅ + − −
+ ⋅ + − −









ln 1f fi r






















1999 年の 1 回目の推計には 2000 年の調整されたマトリクスを用いる。また、1999 年の 2
回目の推計には 1999 年の 1 回目で調整されたマトリクスを用いる。ただし、推計を開始す
る 2000年の 1 回目の調整計算は、GTAP(Dimaranan, 2006)を基準マトリクスとして用いた。  
 
5.4.2 推計に用いた統計 
本研究の推計に用いた統計、もしくはデータべースの一覧を表   5.4 に示す。  
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表   5.4 統計一覧  
統計名 発行機関 発刊年





























General Industrial Statistics Database
国連
(UN) 2004
Industrial Demand-Supply Balance Database at the
4-digit level of ISIC code (Rev2) 国連工業開発機関(UNIDO) 2006
Industrial Demand-Supply Balance Database at the
4-digit level of ISIC code (Rev3) 国連工業開発機関(UNIDO) 2006
Industrial Statistics Database at the 4-digit level of
ISIC code (Rev2) 国連工業開発機関(UNIDO) 2005
Industrial Statistics Database at the 4-digit level of
ISIC code (Rev3) 国連工業開発機関(UNIDO) 2005






OECD Statistics on International Trade in Services
経済協力開発機構
(OECD) 2006b
Structural Statistics for Industry and Services
経済協力開発機構
(OECD) 2003







Energy balances of OECD countries
国際エネルギー機関(IEA) 2007
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世界全体の化石燃料の生産量を燃料種別 (石炭、原油、天然ガス )で図   5.2、図   5.3、図   5.4
に示す。凡例の IEA は IEA(2007a, 2007b)、enerdata は enerdata(2007)、UN は UN(2007)、EIA
は EIA(2007)、BP は BP(2007)を表す。  
石炭について見ると、本研究の推計値は IEA、enerdata、EIA と近い推移をしている。そ


















































































図   5.4 天然ガスの生産量推移  
 
5.5.2 国別エネルギー消費量  
国別の化石燃料由来の一次エネルギー供給量について示す。ここでいうエネルギー消費
量とは石炭、石油、天然ガスの生産量に輸入量を足したものから輸出量を減じた量である。








合の国別の年平均値、年中央値、最大を示した年の値 (最大値 )、最小を示した年の値 (最小
値 )を表   5.5 に示す。これらの値は 1 に近いほど統計値と近いことを意味する。また、表   5.5
には 2000 年の国内エネルギー消費量も併せて示す。  
IEA との比較の平均値を見ると、ロシアが最も大きく 1.04 であった。中央値で見てもロ
シアは最も大きい 1.04 であった。ロシアを除く国は平均値、中央値ともに 1.02 以内であ
った。また、最大値で見ると、最も大きかったのはロシアの 1.07、最小値で見ると最も小
さかったのは、イギリスの 0.93 であり、エネルギー消費量の多い国での修正量は小さい範
囲内 (±7%以内 )であったことがわかる。  
 
  72
表   5.5 国内エネルギー消費量の大きかった国における IEA と本研究推計値の比較  
2000年の国内エネル
ギー消費量(Mtoe) 平均値 中央値 最大値 最小値
アメリカ
1,989 1.00 1.00 1.03 0.98
中国
873 0.99 1.00 1.02 0.97
ロシア
568 1.04 1.04 1.07 1.02
日本
424 1.00 1.00 1.02 0.96
インド
298 1.00 1.00 1.03 0.97
ドイツ
284 1.00 1.00 1.03 0.98
イギリス
207 1.00 1.01 1.05 0.93
カナダ
192 1.02 1.02 1.06 0.99
韓国
173 1.01 1.02 1.06 0.94
イタリア
159 1.00 1.00 1.03 0.97
 
 
(2) 国内エネルギー消費量の IEA との乖離の要因  
次に IEA との乖離の大きかった国とその要因について示すが、まず IEA がカバーしてい




倍、0.65 倍程度の乖離であった。  
次に、本研究の推計値と IEA(2007a,b)の値がどのような要因によって異なったのかとい



































図   5.5 各国の国内エネルギー消費量の IEA との比較  
 
オマーン、ブルネイの 2 ヶ国は、 IEA 以外のエネルギー統計の情報 (ここでは
enerdata(2007) )が推計値に影響したと考えられた。図   5.6、図   5.7 は、オマーン、ブルネ
イの本研究推計値、 IEA と enerdata の国内エネルギー消費量を示したものである。オマー
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ンについて見ると、図   5.5 の本研究推計値は 1980 年代前半で IEA よりやや大きな値を示
していたが、図   5.6 より研究推計値は enerdata と IEA の中間に位置する値であることわか
る。また、ブルネイについて見ると、図   5.5 で本研究推計値は 1990 年代後半に IEA より
も小さな値をとったが、オマーンの事例と同様に、図   5.7 より本研究推計値は enerdata と




















































































































 原油  石油精製品  













































 原油  石油精製品  
図   5.9 カメルーンにおける原油と石油精製品の輸入量  
 
コンゴ民主共和国の場合は、 IEA の原油の統計不突合 (Statistical Difference) という項目
の値が大きいことが本研究推計値と IEA の乖離の主たる原因と考えられた。図   5.10 はコ
ンゴ民主共和国の国内エネルギー消費量 (左軸 )と IEA における原油の統計不突合の国内エ
ネルギー消費量に対する割合 (右軸 )を示したものである。  





























































































図   5.11 IEA Energy Balance(IEA, 2007a; 2007b)の欠測率  
 













5.5.4  CO2排出量 
次に、推計されたエネルギー消費量から各国の CO2排出量を推計した。各燃料の消費量
に排出係数と酸化される炭素割合  (IPCC, 2006) を乗じることで CO2排出量とした。また、
その各国別の CO2 排出量と EDGAR2000FT(Olivier et al., 2005)、 IEA(IEA, 2007c)、
CDIAC(Marland et al., 2006)、Enerdata(Enerdata, 2007)と比較する。表   5.6 に世界全体、CO2
排出量が大きかった国上位 10 ヶ国、本研究の推計値と他機関の推計値の乖離の大きかった
国における、それぞれの国の CO2排出量を示す。ここで、乖離が大きい国とは本研究推計
値と他機関推計値を比較して 2 倍以上、もしくは 1/2 以下となる国とし、全部で 15 ヶ国存
在した。  
表   5.6 2000 年における CO2排出量の比較  
乖離度(本研究推計値/他機関推計値)
本研究
EDGAR CDIAC IEA enerdata EDGAR CDIAC IEA enerdata
アメリカ
1605.9 1680.3 1612.6 1562.3 1533.7 0.96 1.00 1.03 1.05
中国
815.1 938.3 829.6 833.3 784.2 0.87 0.98 0.98 1.04
ロシア
426.3 488.2 394.4 413.5 404.7 0.87 1.08 1.03 1.05
日本
350.0 348.4 319.7 333.5 306.4 1.00 1.09 1.05 1.14
インド
270.1 292.9 301.3 266.7 251.3 0.92 0.90 1.01 1.07
ドイツ
232.3 258.8 212.8 230.1 220.0 0.90 1.09 1.01 1.06
イギリス
158.1 160.6 155.0 149.1 144.4 0.98 1.02 1.06 1.10
カナダ
150.3 156.1 156.8 138.3 143.1 0.96 0.96 1.09 1.05
韓国
141.7 122.9 110.5 119.0 118.7 1.15 1.28 1.19 1.19
イタリア
121.5 126.8 111.5 116.7 115.2 0.96 1.09 1.04 1.05
アルジェリア 20.9 21.6 49.2 19.3 18.3 0.97 0.42 1.08 1.14
アゼルバイジャン 8.3 28.3 8.2 8.0 7.8 0.29 1.01 1.04 1.06
オマーン
7.3 3.5 5.3 6.5 5.0 2.08 1.37 1.12 1.47
クロアチア
5.2 16.3 5.2 4.8 4.8 0.32 1.00 1.08 1.08
ボスニアヘルツェゴビナ
3.6 11.7 6.2 3.5 3.5 0.31 0.58 1.03 1.03
モンゴル
2.1 0.3 2.0 2.4 2.3 6.33 1.03 0.87 0.90
モーリシャス
1.0 0.4 0.8 0.8 2.25 1.31 1.18
コンゴ共和国
0.6 1.3 0.4 0.6 0.6 0.46 1.40 1.08 1.08
カンボジア
0.6 0.1 0.1 0.6 0.6 4.59 3.83 0.89 0.94
マカオ
0.5 0.2 0.4 0.4 2.72 1.20 1.42
ベリーズ
0.5 0.1 0.2 0.2 6.91 2.72 2.76
ラオス
0.3 0.1 0.3 0.3 4.87 1.22 0.95
エリトリア
0.2 0.1 0.2 0.2 0.2 2.41 1.16 1.13 1.18
モルジブ
0.2 0.0 0.1 0.2 4.89 1.13 0.96
ブータン

















ていたのは韓国における CDIAC の+28%、中国、ロシアの EDGAR の -13%であった。各種
機関によっても推計値はまちまちであるが、韓国の CDIAC を除けば、本研究推計値と他
研究推計値は±15%以内の範囲に収まっている。  
一方、乖離度が大きかった国 15 ヶ国について見ると、とりわけ EDGAR との乖離が目立
ち、14 ヶ国が 2 倍以上の乖離を示した。CDIAC との乖離が大きかったのは、3 つの国でア
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を除いたすべての推計は、 IPCC Guideline の方法に従ったと記載されているため、CDIAC
以外の推計と本研究の推計で用いた排出係数に大きな相違はない。また、CDIAC の排出係
数と本研究の排出係数を表   5.7 に示した。  
 








れない。したがって、  CO2 排出量の推計に用いるエネルギー消費量の差が主として CO2
排出量の差に寄与していると考えられる。EDGAR は基本的に IEA のエネルギーバランス
表を用い、 IEA で集約化されている地域については国連のエネルギー統計を用いている。
IEA は IEA のエネルギーバランス表を、CDIAC は国連のエネルギー統計  、enerdata は
enerdata を用いていおり、本研究は、 IEA、enerdata、EIA  の 3 つの統計を用いている。こ
のうち、CDIAC の乖離は国連のエネルギー統計と他の統計の不一致によるものと考えられ
た。国連のエネルギー統計が他の統計と異なる数値を示すものがあることは、本節  5.5.1 で
示したが、具体的に、CDIAC と本研究で乖離の見られたアルジェリアについてみてみる。












































































































































図   5.14 天然ガス価格の比較  
 
5.5.6 国別の価格の比較 
次に 2000 年における原油の輸入価格を国別に比較する。比較対象は、 IEA、enerdata、
UN と本研究推計値の原油の輸入価格である。ただし、IEA, enerdata, UN は金額データを保
有していないため、貿易統計 (UN, 2006)の金額データを各統計のエネルギー量で割った値
をそれぞれの価格とした。また、 IFS(IMF, 2007b)の原油平均価格を併せて示した。それぞ
れの平均価格、分散、最大値、最小値、レコード数 (国数 )、上側、下側 10%の範囲に入っ





UN が そ れ ぞ れ 0.10(mil$/ktoe)、 0.11(mil$/ktoe)、 0.12(mil$/ktoe)と な り 、 平 均 価 格
0.17(mil$/ktoe)付近から離れていることがわかる。また他の統計の最小値に見られるような
異常な値、例えば IEA の 3.62×10-8(mil$/ktoe)のような値も修正されていることがわかる。 
 以上より本研究推計値の価格のばらつきは既存の統計から小さくなったと考えられる。  
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表   5.8 2000 年の原油の輸入価格の比較  








0.173 0.184 0.044 0.14 0.21 0.43 0.02
IEA 0.178 0.190 0.068 0.10 0.22 0.56 3.62*10-8
enerdata 0.182 0.191 0.066 0.11 0.22 0.56 6.30*10-8









 10 , , , 10 , 10 , , , , ,ln ln lni o r t i t i o r i o r tP WP PI rsd= + +  ( 5.55) 
ここで、  
P i,o,r, t: 燃料 i、主体 o(輸出と輸入 )、国 r、年 t の価格  
WP i , t: 燃料 i、年 t の世界貿易価格 (fob) 
PIi.o.r: 燃料 i、主体 o(輸出と輸入 )、国 r の価格水準  
rsd
 i ,o,r, t: 残渣項  
式 ( 5.55)は以下のような意味を持つ。それは、各国の各財の価格 P i ,o,r, t は世界価格 WP i , t:
にある一定比率 PIi .o.r を乗じたものに当てはまるが、年によってその一定比率から離れて
ばらつくものが残渣項 rsd
 i ,o,r, t に吸収されるというものである。従って、残渣項が大きい
ほど世界価格の変動と異なる動きをしていることを意味する。  
また、同じ回帰モデルを貿易統計とエネルギー統計 (IEA)から計算したエネルギー価格に





に収まっているが、90%区間で大きな差が見られる。本研究は -0.15 から 0.1 程度の範囲で
あるのに対して、統計値は -2.5 から 1.5 程度の値の範囲となった。同様の傾向が石炭につ
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付録 A 社会会計表の例  













































































































































































































































































































































x i , j: 行の要素 i から列の要素 j への投入の推計値  
q i, j: 推計値の列計に対する各要素 i の投入割合  




jqg : GDP に対する生産要素の割合  
" "ge
jqg : GDP に対する消費の割合  
qti ,”xtax”: 輸出額に対する輸出税率  
qti ,”mtax”: 輸入額に対する輸入税率  
qti ,”itp”: 輸入額に対する輸送マージン率  
" "so
jqs : 各産業の生産額の国全体に占める各部門 j のシェア  
" "va
jqs : 各産業の付加価値額の国全体に占める各部門 j のシェア  
" "la
jqs : 各産業の賃金の国全体に占める各部門 j のシェア  
 
エネルギーフロー  
mi , j: 財 i の部門 j へのエネルギー投入フロー、もしくは財 j の部門 i への産出フロー  
 
価格  
pri, j: エネルギー価格でそれぞれの i ,j に応じた価格  
pav i”pro”: 財 i の生産価格  
pav i”exp”: 財 i の輸出価格  
pav i”imp”: 財 i の輸入価格  
pav i”dom”: 財 i の国内消費平均価格  







e : 統計 s、情報種 k1の推計値と統計情報の乖離割合  
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1( )f
jeg : GDP に対する各要素と基準マトリクスとの乖離割合  









d の誤差  
e4i
”exp”
: 財 i の生産価格と輸出価格の乖離  
e4i
”imp”
: 財 i の輸入価格と国内消費平均価格の乖離  









jw : GDP に対する各要素と基準マトリクスとの乖離割合
1( )f
jeg の確率密度  




















,i jξ :列の要素 j における行の要素 i の投入を表す基準マトリクス  
,i jθ : 基準マトリクスの列計に対する各要素 i の投入割合  
jψ : 基準マトリクスの列 j における列計  
" "go
jϕ : 基準マトリクスにおける GDP に対する生産要素の割合  
" "ge
jϕ :基準マトリクスにおける GDP に対する消費の割合  
," "i xtaxpi : 基準マトリクスにおける輸出額に対する輸出税率  
," "i mtaxpi : 基準マトリクスにおける輸入額に対する輸入税率  
," "i itppi : 基準マトリクスにおける輸入額に対する輸送マージン率  
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" "so
jσ :基準マトリクスにおける各産業の生産額の国全体に占める各部門 j のシェア  
" "va
jσ :基準マトリクスにおける各産業の付加価値額の国全体に占める各部門 j のシェア  
" "la









































jeg の値の範囲  





v : 誤差 2
( )k


















jγ :重みを表す係数  























EX i ,r: 国 r の財・サービス i の輸出額  
EMi ,r: 国 r の財・サービス i の輸入額  
 
エネルギーフロー  
MX i ,r: 国 r の財・サービス i の輸出量  
MMi,r: 国 r の財・サービス i の輸入量  
 
価格  
PX i ,r: 国 r、エネルギー財 i の輸出価格 (fob) 
PMi ,r: 国 r、エネルギー財 i の輸入価格 (fob) 

















: 国 r の財・サービス i の輸出量の地域内調整計算の推計値と貿易収支計算の推計
値の乖離割合  
pc i,r”exp”: 国 r のエネルギー財 i の輸出価格と世界平均価格との比  
pc i,r”imp”: 国 r のエネルギー財 i の輸入価格と世界平均価格との比  
wc i ,r
(f3)





: 乖離割合 mc i ,r 
(f3)
に対する確率密度  





,i rREX : 地域内調整計算の推計値の国 r の財・サービス i の輸出額  
,i rREM : 地域内調整計算の推計値の国 r の財・サービス i の輸入額  
,i rRMX : 地域内調整計算の推計値の国 r の財 i の輸出量  






i rvc : 乖離 c i ,r
(f3)






vmc : 乖離 mc i ,r
(f3)
























pcγ : 重みを表す設定変数  
 
(2) 集合一覧  
i I∈ : 行の集合  
j J∈ : 列の集合  
1 1f F∈ : 生産側の要素、賃金、資本減耗、土地、税金、補助金 (GDP の生産要素 )、家計消費、
政府消費、資本形成、輸出、輸入 (GDP の消費要素 )を持つ集合  
2 2f F∈ : 生産、付加価値、賃金を要素として集合  
1 1k K∈ : 貨幣フローの情報種 k1 
goj J∈ : GDP の生産要素の集合  
gej J∈ : GDP の消費要素の集合  
pj J∈ : 生産活動の集合  
cai I∈ : 付加価値の要素集合  
ci I∈ : 財・サービスの集合  
gdi I∈ : 財の集合  
ei I∈ : エネルギー財の集合  
ej J∈ : エネルギー財を生産する部門の集合  
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domj J∈ : 国内部門、すなわち生産活動と消費活動の集合  
trdtaxj J∈ : 輸出税、輸入税、輸送マージンを要素に持つ集合  
gdpj J∈ : GDP の生産と消費の要素を表す集合である。  
3 3f F∈ : 輸出、輸入を要素にもつ集合  





ネルギー統計の中でも IEA の Energy Balance(IEA, 2007a、2007b)は最も有用なものとして
多くの研究に用いられている。しかし、この Energy Balance には少なくとも 3 種類の問題
がある。すなわち (1)エネルギー転換効率が 1 を越えるものが含まれる、(2)時系列変化を見
たときに、不適切と思われるものが含まれる、(3)欠測がある。そこで本研究では、その問
題点を修正、調整する方法を提案し、実際にその方法を適用し、結果について検討する。























現在、世界全域をカバーしたエネルギー統計は、IEA の Energy Balance(IEA, 2007a、2007b)、
Enerdata の Globalstat(Enerdata, 2008)、EIA、BP のエネルギー統計 (EIA,2007; BP2007)など




は困難である。一方、 IEA と enerdata のエネルギー統計は、各エネルギー源の生産、輸出
入からエネルギー転換、部門別の最終エネルギー消費量が収録されているものの、少なく
とも以下の 3 つの問題を抱えている。  
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(1) エネルギー転換効率が 1 を越えるものが含まれる  
(2) 時系列変化を見たときに、不適切と思われるものが含まれる  
(3) 欠測がある  
そこで本研究は、エネルギーフローを記述する勘定表を提案し、その勘定体系に基づき
エネルギーデータの調整方法を示し、既存のエネルギー統計の抱える問題点を解消するこ














う (表   6.1)。  


































































ロスの 3 種類、最終消費は産業、交通、その他、非エネルギー利用の 4 種類に分かれる。
ここで、エネルギー転換部門の中部門は主体ベースではなくアクティビティベースの分類
とした。また、中部門のうち、エネルギー転換活動、自家消費活動、産業、交通、その他
は、小部門を持ち、エネルギー転換活動は 29 の活動、自家消費活動は 9 の活動、産業は
13、交通は 6、その他は 3 の部門に分かれる。これらの部門の一覧を表   6.2 に示す。  
 
表   6.2 部門一覧  
大分類 中分類 コード 小分類
Description(English)




E_SOL 石炭発電 Coal Electricity Power Plant 
E_LIQ
石油発電
Oil Electricity Power Plant 
E_GAS ガス発電 Gas Electricity Power Plant 
E_NUC 原子力発電 Nuclear Electricity Power Plant 
E_HYD
水力発電
Hydropower Electricity Power Plant 
E_GEO 地熱発電 Geothermal Electricity Power Plant 
E_SPV 太陽光発電 Solar Photovoltaics  Electricity Power Plant 
E_STH
太陽熱発電
Solar Thermal  Electricity Power Plant 
E_TID 波力発電 Tidal  Electricity Power Plant 
E_WIN
風力発電
Wind Electricity Power Plant 
E_ORN その他再生可能エネルギー発電 Other Renewable  Electricity Power Plant 
C_SOL 石炭CHP発電 Coal CHP Plant 
C_LIQ 石油CHP発電 Oil CHP Plant 
C_GAS ガスCHP発電 Gas CHP Plant 
C_NUC 原子力CHP発電 Nuclear CHP Plant 
C_GEO 地熱CHP発電 Geothermal CHP Plant 
C_STH 太陽熱CHP発電 Solar Thermal CHP Plant 
C_ORN その他再生可能エネルギーCHP発電 Other Renewable energy CHP Plant 
H_SOL 石炭熱供給プラント発熱 Coal Heat Plants




H_GEO 地熱供給プラント発熱 Geothermal Heat Plants
H_STH 太陽熱供給プラント発熱 Solar Thermal Heat Plants
H_ORN
その他再生可能エネルギー熱供給プラント発熱
Other Renewable energy Heat Plants




RFS 原料生成 Refinery feedstocks




UEH プラント自家消費 Own Use in Plants
UCK
コークス炉自家消費
Own Use in Coke Ovens
UBL 高炉自家消費 Own Use in Blast Furnace
UCT 石炭転換自家消費 Own Use in Coal Transformation
UPR
石油精製自家消費
Own Use in Refinery
UGW ガス供給自家消費 Own Use in Gas Work
UOT
その他エネルギー転換自家消費
Own Use in Other Transformation
CLM 石炭採掘 Coal Mining
OGE 石油・天然ガス採掘 Oil and Gas Extraction
エネルギー分配ロス










CRP 化学 Chemical and petrochemical
NFM 非鉄金属 Non-ferrous metals
NMM 非金属 Non-metallic and minerals
MCH 機械 Machinery
FPR 輸送機器 Transport equipment
PPP 紙パルプ Paper, pulp and print
OMN 鉱業 Mining and quarrying
TEX 繊維 Textile and leather
FPR 食料 Food and tobacco
LUM 木材 wood and wood products
CNS 建設 consutraction








NVDM 内航船舶 Domestic navigation
NVIT 国際船舶 International navigation
ARDM 国内航空 Domestic aviation
ARIT 国際航空 International aviation






























こでは、その概要を表した簡略版の勘定表を表   6.3 に示す。実際に用いる詳細は巻末の表
を参照されたい。  
 








































COL ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
天然ガス
NGS ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
原油
CRU ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
石油製品
OIL ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
電力
ELY ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
熱































本研究の対象を以下に示す。対象地域は全世界 (106 地域 (94 カ国＋12 地域 ))であり、対







 6.1 節で述べたように、既存の統計には、以下の 3 つの問題がある。  
(1) エネルギー転換効率が 1 を越えるものが含まれる  
(2) 時系列変化を見たときに、不適切と思われるものが含まれる  




[1] Cross-entropy 法を用いて推計する。  
[2] 前節で示した勘定表と同構造の基準となるべきマトリクス (以降この表を基準マト
リクスと呼ぶ )を決定する。  
[3] 推計値と基準マトリクスの乖離、統計などの各種の情報と推計値との乖離の 2 つの
乖離を同時に最小化して推計値を決定する。これにより時系列変化が滑らかになる。 









エネルギー投入産出勘定表の行の要素を i、列の要素を j とし、推計値を x i , jとする。あ




,i j j i jx y q i I j J= ⋅ ∀ ∈ ∈  ( 6.1) 
ここで、 I は行の集合、J は列の集合である。同様に、基準マトリクス
,i jξ が与えられた
として、基準マトリクスにおける列和 jψ が次の関係を満たすとする。  
 
, ,i j i j j j Jξ θ ψ= ∀ ∈  ( 6.2) 
 ここで、
,i jθ は基準マトリクスにおける j 列の列和 jψ に対する各要素 ,i jξ の割合を表す。  







min ln i ji j








1 0 1i j i j
i





, , ,i j i j i j
i j
x x j Jµ= ⋅ ∀ ∈∑ ∑  ( 6.5) 
ここで、
,i jµ は i と j が同じものに 1、それ以外にゼロを持つ行列である。  
 
6.3.3 観測値と推計値の関係  
次に、推計値 x i , j のある要素 ( , ) Ki j IJ∈ に対して、観測値 kb が得られたとする。総一次エ






i j ki j
k j i
k
















 ( 6.6) 
ここで、 0b は、マトリクス内で固定されるべき観測値 (今回適用する場合は全エネルギー
源の一次エネルギー供給量 )を表す。集合 K1 は、観測値の中でもエネルギーの投入量や産
出量などの絶対量に関する情報を意味する (エネルギー転換効率など割合に関する情報は
ここには含まれない )。また、
, ,i j kg は観測値 kb に対応する x i , jの和を作る行列である。例え
ば、k=”1”のとき、観測値 kb は x i , jの中の j=”j1”列の列和を表す観測値であったとする。す
ると、




0 0 1 0
0 0 1 0










M M M M
 ( 6.7) 
同様に、 0 ,i jg は観測値 0b に対応する x i , jの和を作る行列である。  
観測値の中には、エネルギー転換効率などの推計値 x i , j間の比を表す情報も存在する。






i j ki j
j i
k k
i j ki j
j i
x g











 ( 6.8) 
 ここで、集合 K2は推計値間の比に関する情報を持つ観測値の集合である。  
観測値と推計値の比 rk の対数は次の式 ( 6.9)を満たすある確率分布 wk,h とその重み
,k hv の
和で表されるとすると、rkは式 ( 6.10)のように表される。  
 
, ,
1 , 0k h k h
h
w w k K= > ∀ ∈∑  ( 6.9) 
 ,
,
ln k hk k h
h
r w v k K= ∀ ∈∑  ( 6.10) 
ここで、 ,k hv は、h=1 のとき
,"1" lnk kv u= 、h=2 のとき ,"2" lnk kv u= − の 2 つのみを設定した。 ku
の設定については後述する。集合 K は K1と K2の和集合である。そして、以下の目的関数












∑  ( 6.11) 
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 ( 6.12) 






," "i ELY i powx i I≤ Λ ∀ ∈  ( 6.13) 
ここで、集合 powI は発電プラントの発電活動を表す。  
 
6.3.5 目的関数 









i j k h
i j k k h










∑∑ ∑ ∑  ( 6.14) 




前節で示した問題を、各国、各年別に適用する。計算は各国 2005 年、2004 年、2003 年
というように順番にさかのぼっていく。また、基準マトリクスは計算実行の年の後の年
(2004 年の実行時には 2005 年 )とし、推計されたものが次の計算の基準マトリクスとなるよ
うにしていく。各国の計算の最初の年 (一部分裂統合のあった国は異なるが、大部分の国は




観測値には、 IEA の Energy Balance(IEA, 2007a、2007b)、Enerdata の Globalstat(Enerdata, 










(1) 全エネルギー源の一次エネルギー供給量  
(2) 石炭、原油、天然ガスの生産輸出入量  






6.4.4 変数 ku の決め方 
変数 ku は rkの動ける範囲、目的関数の勾配に寄与する。 ku が大きい場合、目的関数の勾





















 ( 6.15) 
ただし、ここでの基準マトリクス
,






' ,i ji j





ξ ξ ξ= ∀∑∑
 ( 6.16) 
ここで、 δ はすべての k に対してデフォルトで設定されている rkの動ける範囲である。  
式 ( 6.15)の設定は、固定される観測値によってスケーリングされた基準マトリクスと観測
値がかけ離れているほど、その観測値の信頼度は低下し、rkは動きやすくなり、推計値 x i , j
は観測値から離れやすくなる。一方、基準マトリクスと観測値が近ければ、推計値は観測
値から離れにくくなる。本手法の実際の適用時には δ は 10 とした。   
 
6.4.5 変数 kβ の決め方 
観測値がエネルギー転換効率、エネルギーロス率、自家消費率などの割合に関する情報
のほうが、エネルギー量を直接観測した情報より重要視するとし、 kβ を定めた。  
(1) 観測値がエネルギー転換効率、エネルギーロス率、自家消費率のとき 10 
(2) それ以外のエネルギー量の観測値を 1 から 5 の間の値とし、観測値の大きさに依存
するようにする。  
そこで、 (2)のときは観測値の対数が一次関数になるようにした。  
 lnk kc b dβ = ⋅ +  ( 6.17) 
この一次関数が、各重みの最大値と最小値のときにそれぞれの重みの上限と下限を通る
ようにし、c、d を決める。ここで、重みの上限と下限が av、iv であったとすると、以下の
ようになる。  
 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )
ln max ln min
ln max ln min
















 ( 6.18) 
 
ここでは、上限を 5、下限を 1 として、上記の式を適用した。  
 
6.4.6 変数ωの決め方 
ωは、基準マトリクスと推計値の乖離 (式 ( 6.14)の第一項 )に対して、観測値と推計値の乖
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( ) ( )



























 ( 6.19) 
ここで、σ kは、本来情報 k の持っている確率分布に基づく標準偏差であるが、ここでは
観測値、基準マトリクス、推計値の標準偏差で代用する。  
次に ωを幾通りか設定し、d12 と d13 の比 ( 13 12d d )を国別に比較したときにどのような分
布となるかを調べてみる。まず、ωが 1、0.1、0.01 の時の国別の ( 13 12d d )を示す。図   6.1
はその国別の ( 13 12d d )のヒストグラムを表したものである。また、それぞれの平均値、中央

















図   6.1 ωが 1、0.1、0.01 の時の ( 13 12d d )の分布  














の平均値を見ると、ωが 1、0.1、0.01 のときにそれぞれ 1.20、0.93、0.65 となり、ωが 0.1
のときに推計値は観測値と基準マトリクスの中間的な位置に存在していることがわかる。
中央値で見た場合も同じような傾向で、それぞれ 1.21、0.96、0.65 となった。  
これらの情報のみから、ωが 0.1 のときが最適であるということは言えないが、ωが 0.1
のときにおよそ推計値は観測値と基準マトリクスの中間的な位置にあると判断し、本研究











IEA の Energy Balance(IEA, 2007a; 2007b)に対する本研究推計値の最終エネルギー消費量
の割合を地域別に計算し、その平均値、最大値、最小値、標準偏差を表   6.5、図   6.2 に示
す。まず、世界全体で見ると、平均値が 0.982、最大値が 0.994、最小値が 0.972 となった。
全体として推計値は IEA の報告値より小さくなった。地域別で見ても、24 地域中 16 地域
で平均値が 1 を下回った。平均値で見たときに最も乖離が大きかったのは、カナダの 0.940、
その他アフリカの 1.044 であった。最大値はすべての地域で 1.1 を下回ったが、最小値は




表   6.5 統計値 (IEA)の最終エネルギー消費量に対する推計値の国別統計量  
平均値 最大値 最小値 標準偏差
　世界全体 0.982 0.994 0.972 0.006
　オーストラリア 0.929 0.973 0.876 0.022
　ニュージーランド 0.996 1.047 0.944 0.026
　日本 0.977 1.002 0.950 0.015
　韓国 0.965 1.002 0.896 0.026
　中国 1.003 1.050 0.935 0.029
　インド 0.983 0.999 0.952 0.011
　インドネシア 1.018 1.073 0.978 0.022
　タイ 0.991 1.068 0.949 0.023
　その他アジア 1.023 1.044 1.001 0.012
　その他東南アジア 1.019 1.041 0.986 0.013
　アメリカ 0.965 1.005 0.930 0.015
　カナダ 0.940 0.972 0.900 0.018
　メキシコ 0.965 1.015 0.888 0.026
　EU15 0.989 1.032 0.955 0.021
　EU10 0.978 0.998 0.953 0.010
　CIS 1.001 1.048 0.972 0.020
　アルゼンチン 0.992 1.017 0.961 0.013
　ブラジル 0.980 1.003 0.959 0.013
　その他ラテンアメリカ 1.001 1.048 0.932 0.026
　中東 0.892 0.959 0.855 0.029
　南アフリカ 0.989 1.042 0.907 0.034
　その他アフリカ 1.044 1.091 0.998 0.026






















































































































































































でも天然ガスの発電を除き 4%以上の国、年が上限を越えていた。  
 


















本研究推計値ではこれらの問題は解消されている。例えば、下の図   6.3 は石炭の発電の
エネルギー転換効率を国別にプロットしたものである。同じ項目について IEA の値を図  
























































図   6.4 石炭発電のエネルギー転換効率 (IEA, 2007a; 2007b) 
 
6.5.3 統計値と推計値の部門別比較 




, , , , 1 2
, , , , , , ,
, , , ,
log log logi j m r t j m i r t i j m r t




= + +  ( 6.20) 
ここで、x i , j ,m,r, tは、 t 年、r 地域における i 行、 j 列における、フローの種類 m の推計値
を表す。ここで、フローの種類 m は、表   6.3 で示した勘定表の左下部分の投入フロー、右
上部分の産出フローの 2 種類を表すサフィックスである。
, , , ,i j m r tx は、推計値に対応する観
測値であり、ここでは IEA のエネルギーバランス表 (IEA, 2007a; 2007b)を観測値として用
いる。a
1
j,m は、部門 j、フローm の観測値と推計値の乖離を表し、a2i,r, t はエネルギー源 i、
地域 r、 t 年における観測値と推計値の乖離を表し、rsd i , j ,m,r, tは誤差項である。  







石油精製  (0.064)、熱供給  (-0.042)、産出フローでは、CHP(0.056)、石油精製 (-0.023)とな
った。特に石油精製に注目すると、産出、投入フローともに大きな値を示したが、その乖
離の方向 (符号 )は逆であった。つまり、推計値は IEA の報告値と比べて、投入フローが大
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i, j ,m,tはエネルギー源 i、部門 j、
フローm、 t 年における観測値と推計値の乖離を表す。ここでは、  6.5.1 項と同様に地域を
24 に集約して分析した結果を示す。  
図   6.7 は基準化した係数 loga3rを、地域別で示したものである。正負の方向に乖離が大
きかった 2 地域はそれぞれ、その他アフリカ (0.087)、その他地域 (0.085)、カナダ (-0.052)、
オーストラリア (-0.046)であった。OECD 諸国の中でも日本や韓国は比較的乖離が小さくそ
れぞれ -0.007、-0.013 であったが、OECD 諸国 EU15 やアメリカなどの国では比較的乖離が
大きいことがわかる。これらの結果から、調整は non-OECD 諸国のような地域で大きく行






















































































































図   6.7 基準化された loga3r 
 
6.6 おわりに 
本研究では、IEA の Energy Balance の問題点を指摘し、それを修正する手法を提案した。
また、実際にその手法を適用し、データの修正を試みた。その結果、IEA の Energy Balance
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付録 
A. 用語の定義  
ここでは、推計の説明で用いる各種用語の定義を行う。  




















(5) 最終消費部門  
最終消費部門はある国において国内供給されたエネルギー源またはエネルギー転換を
経て製造されたエネルギー源を消費する活動主体である。最終消費部門は、産業、交
通、その他、非エネルギー利用の 4 つ中分類部門に分類される。  
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B. 地域区分  
 
【原則】  
1．  エネバラ表の整備のための国・地域については、次ページの分類を用いる  
94 カ国＋集約 12 地域であり、単一国として扱う国は以下のような基準で決定した。
すなわち、2000 年における GDP が大きな国から順番に GDP を足していき、その合計
量が世界全体の GDP の 99%以上となる国までを単一国とした。  
 
2．  国の統一・分裂については、以下のルールに則って、データを整備する  












































(1) Yemen は 1990 年以前についても統合された状態で取り扱う。  
(2) Vietnam は 1976 年以前についても統合された状態で取り扱う。  
(3) Panama は 1973 年以前もパナマ運河を含む  
(4) South Africa は 1990 年以前も Namibia を分離した状態で取り扱う。ただし、Namibia は
その他南アフリカ関税同盟 (XSD)を構成する国の一つとして扱う。  
(5) Belgium と Luxemburg については全年にわたり統合して取り扱う。  










Algeria DZA Singapore SGP
Argentina ARG Slovakia SVK
Australia AUS Slovenia SVN
Austria AUT South Africa ZAF
Bangladesh BGD Spain ESP
Belarus BLR Sri Lanka LKA
Belgium-Luxembourg 58 Sudan SDN
Brazil BRA Sweden SWE
Brunei Darussalam BRN Switzerland CHE
Bulgaria BGR Syria SYR
Canada CAN Thailand THA
Chile CHL Tunisia TUN
China CHN Turkey TUR
China, Hong Kong SAR HKG USA USA
Colombia COL Ukraine UKR
Costa Rica CRI United Arab Emirates ARE
Croatia HRV United Kingdom GBR
Cuba CUB Uruguay URY
Czech Rep. CZE Uzbekistan UZB
Czechoslovakia CSHH Venezuela VEN
Cote d'Ivoire CIV Viet Nam VNM
Dem. People's Rep. of Korea PRK Yemen YEM
Denmark DNK Chinese Taipei TWN
Dominican Rep. DOM Rest of Oceania XOC
Ecuador ECU Rest of South Asia XSA
Egypt EGY Rest of Southeast Asia XSE
El Salvador SLV Baltic countries XBT
Finland FIN Rest of EU10 XE10
Fmr Dem. Rep. of Germany DDDE Rest of Europe XER
Fmr Fed. Rep. of Germany 280 Rest of CIS countries XCI
Fmr USSR SUHH Rest of central America XCA
Fmr Yugoslavia 890 Rest of South America XSM
France FRA Rest of East Middle XME
Germany DEU Rest of Africa XSS




India IND Others Europe(non-EU 27 ornon-CEMBUREAU) XEU27
Indonesia IDN Total America Z_AME
Iran IRN Arabia Z_ARB
Iraq IRQ TOTAL ASIA Z_ASA
Ireland IRL Central America Z_CA
Israel ISR Total CEMBUREAU Z_CEM
Italy ITA EAST ASIA Z_EA
Japan JPN East Africa Z_EAF
Kazakhstan KAZ East Coast South America Z_ECSA
Kenya KEN European Union 27 Z_EU27
Kuwait KWT North Africa Z_NAF
Lebanon LBN Europe Non-CEMBUREAU Z_NCEM
Libya LBY Southern Africa Z_SAF
Malaysia MYS South East Asia Z_SEA
Mexico MEX SOUTH WEST ASIA Z_SWA
Mongolia MNG WEST ASIA Z_WA
Morocco MAR West Coast South America Z_WCSA
Netherlands NLD EU-25 Z_EU25
New Zealand NZL EU-15 ＸE15














Serbia and Montenegro CSXX
 






XOC American Samoa ASM XCA Trinidad and Tobago TTO
Br. Antarctic Terr. BQAQ Jamaica JAM
Br. Indian Ocean Terr. IOT Anguilla AIA
Christmas Isds CXR Aruba ABW
Cocos Isds CCK Br. Virgin Isds VGB
Cook Isds COK British Virgin Islands & Montserrat VGMS
FS Micronesia FSM Cayman Isds CYM
Fiji FJI Guadeloupe GLP
Fr. South Antarctic Terr. FQHH Martinique MTQ
French Polynesia PYF Montserrat MSR
Guam GUM Neth. Antilles ANT
Kiribati KIR Neth. Antilles and Aruba 532
Marshall Isds MHL Turks and Caicos Isds TCA
N. Mariana Isds MNP US Virgin Isds VIR
Nauru NRU Puerto Rico PRI
New Caledonia NCL Saint Martin 669
Niue NIU Honduras HND
Norfolk Isds NFK Nicaragua NIC
Palau PLW Bermuda BMU
Papua New Guinea PNG Greenland GRL
Pitcairn PCN Saint Pierre and Miquelon SPM
Samoa WSM Belize BLZ
Solomon Isds SLB Antigua and Barbuda ATG
Tokelau TKL Bahamas BHS
Tonga TON Barbados BRB
Tuvalu TUV Dominica DMA
US Misc. Pacific Isds PUUM Grenada GRD
United States Minor Outlying Islands UMI Haiti HTI
Vanuatu VUT Saint Kitts and Nevis KNA
Wallis and Futuna Isds WLF Saint Kitts, Nevis and Anguilla 658
New Zealand Oceania NZOC Saint Lucia LCA
Rest of Australasia XAUS Saint Vincent and the Grenadines VCT
British West Pacific Islands BWPI British West Indies BWIN
French Ind. Ocean Territory FOPT Curaçao & Aruba CUAR
Fr South Ter ATF Grenada, Bermuda, Antigua, Babuda,& Others GBAb
Canton Island CTKI Martinique Guadeloupe Dependencies MGUA
Gilbert and Ellice Islands GEHH Other Netherlands Antilles XANT
Johnston Island JTUM French West Indies FWI
Midway Islands MIUM Leeward-Windward Islands 423
Trust Territory of the Pacific PCHH XSM Bolivia BOL
Wake Island WKUM Paraguay PRY
XSA Nepal NPL Falkland Isds (Malvinas) FLK
Afghanistan AFG French Guiana GUF
Maldives MDV Guyana GUY
Bhutan BTN South Georgia and the South Sandwich Islands SGS
XSE Myanmar MMR Suriname SUR
Cambodia KHM XME Jordan JOR
Lao People's Dem. Rep. LAO Bahrain BHR
Burma BUMM Palestinian Territory, Occupied PSE
Ryukyu Islands/Nansei Islands 647 West Bank ISR-GAZ_e












Svalbard and Jan Mayen SJM
Vatican City State VAT
Monaco MCO
Channel Islands 830






































































Guinea Bissau & Sao Thome GBST
Mali, Maruritania and Senegal MMAS
Somalia, North Republic NSOM
Rwanda & Burundi RWBU





French Equatorial Africa 263
Fr.Ter.Africa-Issas AIDJ
XYU Bosnia Herzegovina BIH
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C. エネルギー転換効率の設定方法  
エネルギー転換効率の設定については以下の方針を採る。  
(1) エネルギー統計 (IEA の Energy Balance)から計算したエネルギー転換効率が妥当かど
うか判断する  
(2) 妥当と判断された場合はそれを用いる  










附表 C.1 転換効率上限値  
発電
CHP
発熱 コークス炉 高炉 石炭変換 石油精製
固体




























子力は 0.33、地熱発電は 0.5、地熱の熱供給は 0.1 であり、それ以外は 1 とする。  
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C.2. エネルギー転換効率の推定  
前項のエネルギー転換効率が妥当でないと判断されたもの、または欠測があるものにつ
いては推定を行う。それら適切でないデータのパターンは以下の 3 パターンある。  
(1) 対象期間すべて欠測  
(2) 対象期間の一部が欠測しているが、その欠測の年よりも前か後の年を見たらデータが
存在する (ここでいう前か後何年離れていてもよい ) 
(3) 対象期間の一部が欠測しているが、前後どちらかはデータが存在しない  
 
このうち、 (2)の場合は、前後のデータが存在するところから線形補間する (下の図はそ
のイメージ )。  
 










, , , , , ,i j r t i j r i jE tα α= + ⋅  (1) 
ここで、E i , j,r, tを燃料 i、プラントタイプ j、国 r、 t 年における転換効率、α 1i, j ,r、α 2i, jは
係数である。この式は、各効率が年の一次関数として表されるとしている。  
 










i, jを上記の欠測パターン (3)に適用する。  
 
C.3. 結果  
C.3.1. 適合度  
まずは、これらが上記の線形回帰にどの程度適合したかを示すために、上記の 9 パター
ンの R2 を示す。  
附表 C.3 各式の R2 
発電
CHP
発熱 コークス炉 高炉 石炭変換 石油精製
固体




0.96 0.88 0.85 0.98
  
 




C.3.2. 回帰係数  
回帰係数のうちタイムトレンドの a
2
i, jについて示す。  
 
附表 C.4 回帰係数α 2i, j 
発電
CHP
発熱 コークス炉 高炉 石炭変換 石油精製
固体









について見ると、CHP で高めの値となっていて、気体、液体で 0.004%(＝30 年で 10%強の
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附表 C.5 α 1i, j ,rの平均と中央値  
発電
CHP
発熱 コークス炉 高炉 石炭変換 石油精製
固体
0.25 0.55 0.77 0.71 0.41 0.81
平均値 液体




0.26 0.56 0.78 0.73 0.40 0.82
中央値 液体










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































x i , j: 行の要素 i から列の要素 j への投入の推計値  
y j: 推計値の列 j における列計  
 
フロー間の割合  
q i, j: 推計値の列計に対する各要素 i の投入割合  
 
観測値との乖離など表す変数  
rk: 観測値と推計値の比  




,i jξ :列の要素 j における行の要素 i の投入を表す基準マトリクス  
,i jθ : 基準マトリクスの列計に対する各要素 i の投入割合  
jψ : 基準マトリクスの列 j における列計  
 
エネルギーフロー観測値に関連する変数  
kb : 統計情報種 k の観測情報  
0b : マトリクス内で固定されるべき観測値 (今回適用する場合は全エネルギー源の一次エ
ネルギー供給量 ) 
, ,i j kg : 観測値 kb に対応する x i , jの和を作る行列  
0 ,i jg : 観測値 0b に対応する x i , jの和を作る行列  
 
設定変数  
,i jµ : i と j が同じものに 1、それ以外にゼロを持つ行列である。  
,k hv : 確率分布 wk,hに対する重み  
ku : ,k hv の対数  
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jτ : エネルギー転換活動 j におけるエネルギー転換効率の物理的上限  
kγ : 観測値 kb に対する重み  
 
(2) 集合 
i I∈ : 行の集合  
j J∈ : 列の集合  
1 1k K∈ : 観測値の中でもエネルギーの投入量や産出量などの絶対量に関する情報 (エネルギ
ー転換効率など割合に関する情報はここには含まれない )。  
2 2k K∈ : 推計値間の比に関する情報を持つ観測値の集合  
k K∈ : K1と K2の和集合  





















少などは、気候変動やその他の地球環境問題に大きな影響を与えている。   
窒素について注目してみると、人間活動は化学肥料の過剰な施肥や、農業・畜産システ
ムの大規模化、燃料の燃焼量増加などは自然界の窒素循環に大きな影響を与えている
(Galloway et al., 1995)。窒素酸化物やアンモニアの大気沈着量は、産業革命以前と比べて 3
～10 倍に増加した (Galloway et al., 1995)。大気中の窒素酸化物は、対流圏のオゾン生成に














































(1) U 表、V 表、T 表  
全世界炭素・窒素・リン物質勘定表は、主体別物質投入表 (以降 U 表と呼ぶ )、主体別物
質産出表 (以降 V 表と呼ぶ )、地域間物質移動表 (以降 T 表と呼ぶ )の 3 種類の表で構成され
る。U 表、V 表は地域内の投入産出構造を記述する表であり、行が産物、列が部門で構成
され、地域ごとに作成される。T 表は各地域間での貿易量を記述する表であり、行が輸出
地域、列が輸入地域で構成され、貿易される産物ごとに作成される。各表の雛形を表   7.8、
表   7.9、表   7.10 に示す。  













図   7.1 フローと U 表、V 表、T 表の関係  
 
(2) U 表、V 表、T 表間の関係  
U 表、V 表、T 表間の関係を図   7.2 に示す。財、廃棄物、及び生産活動、家計、政府に
おいては投入と産出の物質収支が成り立つ。そのため、U 表、V 表の行の要素である財、
廃棄物においては行計が同じ値をとり、同様に列の要素である生産活動、家計、政府にお




+ + + +
廃棄物等














+ + + +
廃棄物等





















図   7.2 U 表、V 表、T 表間の関係  
 
また、T 表で示される、ある地域 r におけるある財の世界全域への輸出量合計は、地域
r における U 表の財の国外への投入量と一致し、同様に T 表の世界全域からの輸入量合計




物、副生物 (以降廃棄物と呼ぶ )、 [3]環境からの投入物 (以降環境投入物と呼ぶ )、 [4]環境へ










[4] 環境投入物とは、環境から部門に投入される産物である。  
[5] 蓄積物は一年以上部門に残存する産物である。  
 





(1) 産物分類  
1) 財  
本研究で取り扱う 32 の財分類を表   7.1 に示す。表   7.1 で示した財分類のうち、化
学・ゴム製品 (CRP)、繊維製品 (TEX)、肥料 (FER) 以外は、Hertel(2005)の 57 経済部門
の生産財 57 財のうちの 31 財に対応する。TEX は、Hertel(2005)の布製品 (TEX)、革製
品 (LEA)、着物 (WAP)の 3 財を一つの区分 TEX にまとめた。また、Hertel(2005)では CRP
に肥料財 (窒素肥料、リン肥料 )が含まれるが、本研究ではこれに含めない。  
 
表   7.1 財分類  



































































2) 廃棄物  












表   7.2 廃棄物分類  

































3) 環境排出物  




(CO2)、メタン (CH4)、窒素酸化物 (NOX)、亜酸化窒素 (N2O)については、表   7.4 に示す
ように燃焼する産物や工業プロセスなど排出源ごとに区分を設けた。  
表   7.3 環境排出物の分類  


































表   7.4 大気排出物環境排出物の分類  















































































































4) 環境投入物  
環境投入物は表   7.5 に示す 5 種類を設定した。  
 



















を設けた。蓄積物は表   7.6 に示す 12 種類を設定した。木製品 (WPDST)は木材 (LUM)
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財、繊維製品 (FBRST)は繊維製品  (TEX) 財、建築物 (CNSST)は LUM 財、紙製品 (PPRST)
は紙・パルプ (PPP)、プラスチック類 (PFFST)は石油・石炭製品 (P_C)の蓄積である。収
穫時木材残渣蓄積 (WREST)は林地に投入、蓄積される産物であり、種苗蓄積 (SEDST)、
農業廃棄物蓄積 (CREST)、肥料蓄積 (FERST)、コンポスト蓄積 (CMTST)、家畜糞尿蓄積
(LDGST)は農地、牧草地に投入、蓄積される産物である。  
 
表   7.6 蓄積物の分類  



























(2) 部門分類  
生産活動は Hertel(2005)の 57 経済部門に肥料部門を加えた 58 部門、最終需要は政府、家
計、固定資本形成、在庫増減に分類する。生産活動の分類を表   7.7 に示す。  
表   7.7 生産活動の分類  



























































































































7.2.5  U、V、T 表の具体的な構造 




































農業 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
畜産業・漁業 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
林業 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
化石燃料採掘 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
食料 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
木材 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
肥料 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
化石燃料精製 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
農業廃棄物 (+) (+) (+) (+)
糞尿 (+) (+) (+) (+)
木材廃棄物 (+) (+)
その他ゴミ (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)




































農業 (+) (+) (+) (+)
畜産業・漁業 (+) (+) (+) (+)
林業 (+) (+) (+) (+)
化石燃料採掘 (+) (+) (+) (+)
食料 (+) (+) (+) (+)
木材 (+) (+) (+) (+)
肥料 (+) (+) (+) (+)
化石燃料精製 (+) (+) (+) (+)
農業廃棄物 (+) (+) (+) (+)
糞尿 (+) (+) (+) (+)
木材廃棄物 (+) (+)
その他ゴミ (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
処理汚泥 (+) (+) (+)
埋立廃棄物 (+) (+) (+)
下水排水 (+) (+)
二酸化炭素 (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
燃焼灰 (+) (+) (+)














表   7.10 T 表の構造  
 
輸出量計
オセアニア アジア 北米 中南米 欧州 旧ソ連 中東 アフリカ
(E)
オセアニア
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
アジア
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
北米
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
中南米
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
欧州
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
旧ソ連
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
中東
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)
アフリカ
(+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+) (+)















物質勘定の推計に用いることができる情報は以下の 3 種類に分類できる。  
(1) 物量フローに関する情報  
(2) 貨幣フローに関する情報  
(3) それ以外の廃棄物や環境排出物の発生係数などの情報  








ーについては財のフローと (3)の情報を基に推定する。  
 
7.3.2 推計方法の概要 
推計方法の概要を図   7.3 に示す。まず、国際機関が公表している各種統計データから物
量に関するデータを得て、炭素、窒素、リンに元素換算する。次に、それらの元素換算し
たデータと金額の情報や各種文献などのデータを用いて、U 表、V 表、T 表の推計を行う。




物の T 表も作成される。ただし、肥料、リン鉱石、エネルギー財の T 表は物質収支調整計



























(1) 物質収支調整計算の概要  
物質収支調整作業とは、物質のフローを考慮し金銭の収支と物量の収支を調整する作業
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である。この作業の中心となる概念は「物質密度」であり、1 単位額の財 i に含まれる物
質の重量と定義される。前節で示した産物、部門の各項目で物質収支を考慮し各情報に最
























図   7.5 産物収支  
 
(2) 物質収支調整計算の定式化  
1) 式中の変数とサフィックス  
まず、本項中で用いた文字変数とサフィックスについて説明する。使用した文字変数に
は 5 種類ある。第一に、"q"で始まる変数は U 表、V 表中に記述される物量フロー未知変数





フィックスを表   7.13 に示す。  
 



















































































i j rqj ：地域 r、財 i の部門 j への投入量  
qein , j,r：地域 r、環境投入物 n の部門 j への投入量  




i j rqj ： t 年、地域 r、部門 j における財 i の産出量  
qwgk, j ,r：地域 r、部門 j における廃棄物 k の産出量  
qeo l , j ,r：地域 r、部門 j における環境排出物 l の産出量  
qq












i rq ： t 年、地域 r、財 i の在庫増減量  
 
2) 定式化  
物質収支調整計算では、以降で示される式群を線形計画問題として記述し未知変数を求
解する。以下では各式について説明する。  
 式 ( 7.1)は部門の収支式を表し、右辺は部門 j への投入量、左辺は部門 j からの産出量を
表す。式 (4.2)は財の収支を表し、左辺が財 i の投入量、右辺が財 i の産出量を表す。  
 
" " " "
, , , , , , , , , , , , , ,
,
out in
i j r k j r l j r p i r i j r k j r n j r
i I k K l L p P i I k K n N
qj qw qeo qq qj qwi qei j J r R
∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈
+ + + = + + ∀ ∈ ∈∑ ∑ ∑ ∑ ∑ ∑ ∑  ( 7.1) 
 
" " " " " " " " " "
, , , , ,
,
out imp stc dom exp
i r i r i r i r i rq q q q q i I r R+ + = + ∀ ∈ ∈  ( 7.2) 
ここで、R は地域の集合を、I は財の集合を、J は部門の集合を表す。K は廃棄物の集合、




ある。そこで、その物質密度、物質フローと貨幣フローの関係を示す。式 ( 7.3)は部門 j に








フローに物質密度を乗じることで、式 ( 7.4)は財 i の輸入量、式 ( 7.5)は財 i の輸出量、式 ( 7.6)
は在庫増減、式 ( 7.7)は財 i の部門 j への投入量を表す。ここで、Q(x)をある変数 x が存在す
るという述語と定義する。  
 ( )" " " " " " " ", , , ,,out out out outi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 7.3) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,exp exp exp expi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 7.4) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,imp imp imp impi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 7.5) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,dom dom dom domi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 7.6) 



















i rv 、部門 j への投入を " ", ,ini j rvj とする。それぞれの金額は、税金を含めた額であると
し、輸出は fob、輸入は cif 価格とする。  
















部門 j における財 i の投入の物質密度を " "
, ,
in
i j rdj とする。  
 
また、地域 r から地域 s への財 i の輸出の物質密度を " "
, ,
exp













i r svt とすると以下の式が成り立つ。  
 ( )" " " " " ", , , , , , , ,, ,exp exp expi r s i r s i r s i r sqt vt dt i I s S r R Q vt= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∧  ( 7.8) 
 ( )" " " " " ", , , , , , , ,, ,imp imp impi r s i r s i r s i r sqt vt dt i I s S r R Q vt= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∧  ( 7.9) 
ここで、S は地域の集合を表し、R と等しい。  
 
次に廃棄物について定式化する。式 ( 7.10)は部門 j における廃棄物 k の産出量を表す式で




i j rqj に係数 , , ,i j k rcwgi を乗じる。右辺第二項は、廃棄物 k’の投入量に比例して産出する廃棄








k j r i j r i j k r k j r k k j r k j r
i k
qwg qj cwgi qwi cwgk cwgo k K j J r R= ⋅ + ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∈∑ ∑  ( 7.10) 
ここで、  
, , ,i j k rcwgi ： t 年、地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
', , ,k k j rcwgk ：地域 r、廃棄物 k’の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
, ,k j rcwgo ： t 年、地域 r、部門 j における統計から別途推計する廃棄物 k の産出量  
 
次に、環境排出物について定式化する。式 ( 7.11)は部門 j における環境排出物 l の産出量





i j rqj に係数 , , ,i l j rceoi を乗じる。右辺第二項は、財 i の産出に比例して産出
する環境排出物 l の産出量であり、財 i の産出量 " "
, ,
out




" " " "
, , , , , , , , , , , , , ,
, ,
in out
l j r i j r i l j r i j r i l j r l j r
i i
qeo qj ceoi qj ceoo ceos l L j J r R= ⋅ + ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∈∑ ∑  ( 7.11) 
ここで、  
, , ,i l j rceoi ：地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
, , ,i l j rceoo ：  地域 r、部門 j における財 i の産出に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
, ,l j rceos ：地域 r、部門 j における統計から別途推計する排出物 l の産出量  
 
次に廃棄物の投入について定式化する。式 ( 7.12)は廃棄物 k の部門 j への投入量を推計す
る式で、廃棄物 k の産出量 qwgk, j,r に係数 ', , ,j k j rcwgw を乗じる。  
 
, , , ', ', , ,
'
, ,k j r k j r j k j r
j
qwi qwg cwgw k K j J r R= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈∑  ( 7.12) 
ここで、  
', , ,j k j rcwgw ：地域 r、部門 j'から産出された廃棄物 k の部門 j への投入割合 (-) 
 
 次に蓄積物について定式化する。式 ( 7.13)は部門 j における蓄積物 p の産出量を表す式で、
財 i の投入量 " "
, ,
in




, , , , , ,
, ,
in
p j r i j r i p j
i
qq qj cqq p P j J r R= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈∑  ( 7.13) 









































 ( ) ( )" " " " " " " ", , , ,1 ,out out out outi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧  ( 7.14) 
 ( ) ( )" " " " " " " ", , , ,1 ,exp exp exp expi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧  ( 7.15) 
 ( ) ( )" " " " " " " ", , , ,1 ,imp imp imp impi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧  ( 7.16) 





















i rε とする。  
 式 ( 7.18)は誤差に関する制約式である。  




i rcα ：誤差 ε
f
i ,r に関する許容限界 (-) 
集合 F は生産”out”、輸出”exp”、輸入”imp”、地域内消費”dom”、在庫増減”stc”を表し、
その要素を f とする。  







i rwε を乗じたものと、地域 r、財 i の地域内投入の部門間の物質密度の誤差に重み , ,i j rwj
を乗じたものを足して目的関数とした。  
 ( ) ( )" " " ", , , , , , , minf f in domi r i r i j r i r i j r
f i r i j r
w d d wjε ε⋅ + − ⋅ →∑∑∑ ∑∑∑  ( 7.19) 
 
(3) 変数設定  
農林水産関連フローの推計には  7.3.3 項で示した物質収支調整計算を用いた。本項では、
























FAOSTAT の (1)Agricultural Production、(2)Commodity Balance、(3)Fish Production、(4)Forestry 
data、(5)Agriculture and Food Trade から得られる生産量データを元素換算し、さらに本研究
の部門・財分類へ統合して、その値を適用した。以下では、農林水産関連財をさらに食料
財、家畜財、木材財の 3 種類に分けてそれぞれのデータの加工方法を示す。ただし、家畜
財とは (畜産 (CTL), その他畜産 (OAP))、木材財とは (林業 (FRS), 木材 (LUM), 紙・パルプ
(PPP))、食料財とは家畜財、木材財以外の農林水産関連財のことを指す。  
 
i) 食料財の産出量報告値、輸出入量報告値  
食料財の産出量報告値、輸出入量報告値は、FAOSTAT から得られる物量 (t)データを
元素換算し、本研究の財区分に統合した値を設定する。  
元素換算については、まず FAOSTAT の食料品目分類と貿易品目分類 c を一度元素換









0.425 0.765 0.53c o o o ocont carb lip prot= ⋅ + ⋅ + ⋅  ( 7.20) 
ここで、  
o
carb ：換算用分類 o 中の炭水化物含有率 (%) 
o
lip ：換算用分類 o 中の脂質含有率 (%) 
o
prot ：換算用分類 o 中の蛋白質含有率 (%) 
,e ocont ：元素換算用財分類 o 中の元素 e 含有率 (-) 
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1 米類 37.0 1.24 0.300 48 エンドウ 38.9 3.47 0.360
2 穀類(米除く) 38.0 1.97 0.350 49 キナコ 49.9 5.68 0.520
3 根菜類 10.8 0.32 0.055 50 しょうゆ 4.3 0.91 0.160
4 果物類 5.3 0.14 0.185 51 味噌 27.4 1.10 0.130
5 野菜類 3.5 0.24 0.050 52 豆腐 7.5 0.94 0.110
6 繊維類 39.2 0.21 0.117 53 バターピーナッツ 60.5 4.08 0.380
7 茶類 34.0 3.46 0.260 54 トマトジュース 2.2 0.10 0.011
8 種類 60.8 3.70 0.540 55 トマトペースト 5.0 0.30 0.037
9 豆類 41.0 3.47 0.360 56 ブロッコリー 4.9 0.69 0.089
10 スパイス類 39.2 1.69 0.150 57 酢 0.1 0.02 0.008
11 油類 76.5 0.00 0.000 58 柑橘 5.6 0.14 0.022
12 油類絞り粕 33.0 7.36 0.640 59 フルーツジュース 5.0 0.11 0.018
13 砂糖 43.8 0.03 0.003 60 ドライフルーツ 35.9 0.43 0.090
14 ゴム 87.0 0.29 0.132 61 残渣 41.6 0.62 0.080
15 肉 15.7 2.90 0.150 62 ココア 44.4 2.96 0.660
16 バター 62.5 0.01 0.015 63 飼料 40.0 3.00 0.500
17 チーズ 35.7 3.56 0.730 64 アルファルファ 1.8 0.26 0.037
18 紛乳 50.6 4.00 0.730 65 脂身 63.5 0.59 0.035
19 牛乳 39.2 0.45 0.090 66 肉製品 30.0 2.11 0.190
20 クリーム 36.8 0.32 0.300 67 かに 7.2 2.08 0.220
21 蜂蜜 35.5 0.03 0.004 68 蒸留酒 25.0 0.00 0.000
22 脂身 63.5 0.03 0.005 69 保存魚 26.0 3.68 0.380
23 魚類 18.6 6.00 0.820 70 缶詰 9.1 2.56 0.160
24 軟体類 10.0 2.72 0.170 71 ジャム 22.6 0.03 0.004
25 海域哺乳類 13.2 3.86 0.500 72 ケーキ 34.7 1.18 0.120
26 海藻類 3.5 0.30 0.350 73 ビスケット 44.7 1.22 0.096
27 米（籾なし） 37.0 1.02 0.094 74 チョコレート 53.5 1.18 0.240
28 小麦 38.0 1.97 0.350 75 インスタントコーヒー 32.0 2.35 0.350
29 木の実類 61.3 3.00 0.245 76 羊毛 47.7 14.40 2.000
30 油糧作物 51.0 4.00 0.500 77 皮革 38.0 7.67 2.000
31 砂糖きび 17.2 0.30 0.300 78 服 52.1 2.30 0.117
32 卵 14.5 1.97 0.200 79 布 51.6 3.80 0.117
33 皮 15.7 2.90 0.150 80 食料財平均 31.8 1.96 0.274
34 臓物 14.8 3.14 0.300 81 石炭 65.0 0.00 0.000
35 タバコ 21.7 2.60 0.200 82 石油 84.0 0.00 0.000
36 飲み物 5.7 0.04 0.010 83 木材 41.0 0.07 0.011
37 粉 38.0 1.44 0.074 84 紙 41.0 0.07 0.011
38 マカロニ 39.2 2.08 0.130 85 石油精製 88.0 0.00 0.000
39 胚芽 46.4 5.12 1.100 86 木炭 41.0 0.00 0.000
40 パン 28.0 1.49 0.083 87 バイオエタノール 88.0 0.00 0.000
41 ペストリー 38.8 1.15 0.075 88 化学製品 52.8 2.30 0.000
42 とうもろこし 38.3 1.37 0.270 89 窒素肥料 0.0 100 0.000
43 ポップコーン 48.2 1.63 0.290 90 リン肥料 0.0 0.00 44.000
44 ウエハース 46.4 1.22 0.063 91 プラスチック 65.0 0.00 0.000
45 タピオカ 37.0 0.02 0.008 92 窒素化学製品 52.5 4.30 0.030
46 サツマイモ 13.0 0.21 0.046 93 石鹸 40.0 4.30 1.000
47 バガス 48.3 0.30 0.300 94 動物 19.3 5.02 0.520
 
 






する総合人間学的考察 (ホームページ )より家畜種に関係なく炭素 19.3%、窒素 0.5%、リ
ン 0.052%とした。家畜１頭あたりの体重については Houghton et al.(1997)を基にして表  
 7.15 のように設定した。  



























iii) 木材財の産出量報告値と輸出入量報告値  
木材財の産出量報告値と輸出入量報告値も食料財と同様に、式 ( 7.20)を用いて元素換
算した。ただし、FAOSTAT から得られる木材財のデータは体積で表されている。その
ため、conte,o は密度 den  o に元素含有率を乗じた値を使用した。炭素含有率については
日本エネルギー学会 (2002)より高位発熱量を得て、式 ( 7.21)を用いて計算した。木材・
木材製品種ごとの密度については、山地ら (2000)を基にして表   7.16 のように設定した。
窒素・リン含有率については農産物貿易の持続性に関する総合人間学的考察 (ホームペ
ージ )を基にして表   7.17 のように設定した。  
 ( )
" ",
2.70 0.4571c o ocont HHV= + ÷  ( 7.21) 
ここで、  
oHHV ：木材・木材製品種 o の高位発熱量 (MJ/dry-kg) 
 











































((C)は針葉樹、 (NC)は広葉樹を意味する )    
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2) 貨幣のフロー"v"で始まる既知変数  
貨幣のフロー"v"で始まる既知変数は GTAP(Hertel, 2005)を用いた。  
 





i rcα を設定しなかった。  
 
4) 
, , ,i j k rcwgi  (財 i の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 ) 
, , ,i j k rcwgi は廃棄物 k のうち食料廃棄物 (FDW)、木材加工廃棄物 (WPW)、木材消費廃棄物
(WCW)、紙廃棄物 (PCW)、 繊維廃棄物 (BCW)、 天然ゴム廃棄物 (NRB)、黒液 (BLQ)、人糞
(HDG)について設定した。  
 
i) 食料廃棄物 (FDW) 
食料廃棄物 (FDW)については、以下の財の消費から発生するとした。すなわち、米
(PDR)、小麦 (WHT)、その他穀類 (GRO)、野菜、果実、木の実 (V_F)、油糧作物 (OSD)、 
さとうきび (C_B)、繊維作物 (PFB)、その他作物 (OCR)、漁業 (FSH)、加工肉 (CMT)、そ
の他の肉類 (OMT)、油脂類 (VOL)、酪農産物 (MIL)、精米 (PCR)、砂糖 (SGR)、酪農 (RMK)、  





, , ,i j k rcwgi ＝1 とした。  
また、畜産 (CTL)、その他畜産 (OAP)、食料加工 (OFD)、酒、タバコ (B_T)、繊維製品
(TEX)財については、式 ( 7.22)と式 ( 7.23)を用いて設定した。式 ( 7.22)は、地域ごとに食
料を消費する時に発生する廃棄物が GDP に比例すると仮定して、地域ごとの重み付け
係数を計算する式である。式 ( 7.23)で食料の供給量に、食用部の割合、食料の廃棄率、
地域ごとの重みを乗じて食料廃棄率とする式である。食料の非可食部割合 _ if nfd 、食
料の消費廃棄率 _ if cons については、農林水産省総合食料局 (2000)、農林水産省統計情








(7.0 10 0.0961) 0.263 ( 12000)
r t
r t






× ⋅ + ÷ <
　　
　　
 ( 7.22) 
  ( ){ }, ," ", ,_ _ 1 _ _i j FDW r i i i r tcwgi f nfd f cons f nfd f adp= + ⋅ − ⋅  ( 7.23) 
ただし、  
_ if nfd ：財 i の非可食部割合 (-) 
,
_ r tf adp ：地域 r における食料廃棄重みづけ係数 (-) 
GDPr, t：地域 r における国民一人あたりの GDP($) 
_ if cons ：財 i の可食部に対する食料消費廃棄率 (-) 
 
ii) 木材加工廃棄物  (WPW) 
林業 (FRS)財の投入に伴う廃棄物の発生割合は、山地ら (2000)より先進国で 0.49、途
上国で 0.34 とした。 木材 (LUM)財の投入に伴う廃棄物の発生割合は、投入先部門がそ




iii) 木材消費廃棄物 (WCW) 
木材 (LUM)財のその他製造 (OMF)部門への投入に伴う廃棄物発生率は、ストックとな
らずにその年に廃棄される割合として橋本ら (2004)より 0.1 とした。また、木材  (LUM)
財の家計 (HOU)部門への投入に伴う廃棄物発生率は 1 とした。これらの値は、全年、
全元素、全地域に適用した。  
 
iv) 紙廃棄物 (PCW)、繊維廃棄物 (BCW)、天然ゴム廃棄物 (NRB) 
紙廃棄物 (PCW)の発生割合は橋本ら (2004)より 0.8 とした。また、繊維廃棄物 (BCW)
の発生割合は三菱総合研究所 (2001)より 0.795 とした。天然ゴム廃棄物 (NRB)の発生割
合については 1 とし (全量が廃棄されると仮定し )、全年、全元素、全地域に適用した。 
 
v) 黒液 (BLQ) 
林業 (FRS)財、木材 (LUM)財の投入に伴う黒液 (BLQ)の発生割合は山地ら (2000)より先
進国は 0.43、途上国については 0.5 とした。紙・パルプ (PPP)財の投入に伴う BLQ の発
生割合は 0.01 とした。この値は、全年、全元素に適用した。  
 




単位食料摂取量に対する人糞の発生率 f_hd は、藤森 (2004)より 3.51%とした。この値
は、日本国民 1 人１日あたりの食物摂取量で人糞量を割った値である。食物摂取量は
  143
厚生労働省の栄養摂取データから、人糞量は下水中の BOD 値から算出した。  
①  炭素の場合  
  
, ," ", , ," ",
(1 ) _i j HDG r i j FDW rcwgi cwgi f hd= − ⋅  ( 7.24) 
②  窒素・リンの場合  
  
, ," ", , ," ",
(1 )i j HDG r i j FDW rcwgi cwgi= −  ( 7.25) 




', , ,k k j rcwgk  (廃棄物 k’の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 ) 
', , ,k k j rcwgk は投入する廃棄物 k’として紙消費廃棄物 (PCW)、木材加工廃棄物 (WPW)である
場合について設定される。  
紙消費廃棄物 (PCW)と紙消費廃棄物 (WPW)は、紙・パルプ (PPP)部門に投入され、リサイ
クルを行った時に黒液 (BLQ)を発生する。そこで、PCW の投入に伴う BLQ 発生率を 0.035




, ,k j rcwgo  (部門 j における統計から推計する廃棄物 k の産出量 ) 
, ,k j rcwgo は廃棄物 k が家畜糞尿 (LDG)、農業廃棄物 (CRE)、収穫時木材廃棄物 (WRE)であ
る場合について設定した。  
i) 家畜糞尿 (LDG) 
家畜糞尿 (LDG)は、家畜頭数に、家畜 1 頭あたりの糞尿発生原単位と各元素の含有率
を乗じて推計した。表   7.18 に糞発生原単位と元素含有率を示す。糞発生原単位は
Johansson et al.(1997)から、元素含有率は諏訪 (2005)、Bouwman et al.(1997)から得た。  
 







1.10 35.1 5.7 0.087
水牛
1.46 35.1 3.1 0.218
羊
0.18 35.1 5.0 0.218
山羊
0.18 35.1 5.6 0.610
豚
0.22 35.1 5.0 0.087
家禽
0.04 35.1 5.5 0.872
馬・ロバ・ラクダ
0.55 35.1 0.7 0.087
げっし類
0.10 35.1 5.6 0.610
その他






ii) 農業廃棄物 (CRE) 
農業廃棄物 (CRE)は、農業生産量に農業廃棄物産出率 (農業廃棄物産出量 (t)/農業生産
量 (t))と各元素の含有率を乗じて推計した。農業廃棄物発生率と炭素含有率については、
Yevich et al.(2002)、Ryan et al.(1991)、Koopmans et al.(1997)などを参考に設定した。農
業廃棄物中の窒素含有率は、Houghton et al.(1997)より炭素含有率の 1.5%とした。リン
含有率については、Byproducts and Unusual Feeds-Feedstuffs 1995 Reference Issue (ホー
ムページ )より値を得た。農業廃棄物産出率とその元素含有率を表   7.19 に示す。  
 
表   7.19 農業廃棄物産出率と元素含有率  
 収穫物 収穫物
炭素 窒素 リン 炭素 窒素 リン
米
1.50 41.57 0.62 0.08
菜種
2.53 57.36 0.86 0.10
小麦
1.30 44.19 0.66 0.05
コットン
2.10 60.60 0.91 0.09
大麦
1.60 43.10 0.65 0.07
ココナッツ
1.90 50.89 0.76 0.10
とうもろこし
2.30 44.52 0.67 0.10
ごま
4.00 57.36 0.86 0.10
ライ麦
1.65 40.44 0.61 0.10
豆類
1.90 33.91 0.51 0.14
オート麦
1.30 36.32 0.54 0.06
さとうきび
0.49 43.82 0.66 0.29
キビ
1.20 40.44 0.61 0.10
ジュート
2.00 45.85 0.69 0.10
ソルガム
1.25 34.35 0.52 0.13
麻
1.20 45.85 0.69 0.10
その他穀物
1.51 40.67 0.61 0.10
アバカ
1.99 45.85 0.69 0.10
フルーツ類
2.00 34.57 0.52 0.05
コーヒー
0.92 44.85 0.67 0.10
根菜類
0.50 19.03 0.29 0.06
ココア
55.10 44.85 0.67 0.10
落花生
2.50 40.91 0.61 0.15
お茶
1.20 34.35 0.52 0.10
野菜類
0.40 34.35 0.52 0.04
タバコ
1.20 34.35 0.52 0.10
ひまわり











iii) 収穫時木材廃棄物 (WRE) 
収穫時木材廃棄物 (WRE)は木材生産量に収穫時木材廃棄物発生率と元素含有率を乗
じて推計した。山地ら (2000)より、生産量あたりの廃棄物発生率 64%を得た。元素含
有率については、  7.3.3 項  (3)  1)iii)で示した木材のものと同じ値を用いた。  
 
7) 
, , ,i l j rceoi  (財 i の部門 j への投入に伴い産出される排出物 l の発生率 ) 
, , ,i l j rceoi は、食料財 i の投入に伴う人間の呼吸 (HRCO2)、木材燃焼由来のガスと燃焼灰
(WDCO2, WDCH4、WDNOX, WDN2O, WDASH)、バイオエタノール燃焼由来のガス (BLCO2, 
BLCH4、BLNOX, BLN2O)、について設定した。  
 






," 2", , , ," ",(1 ) (1 _ )i HRCO j r i j FDW rceoi cwgi f hdg= − ⋅ −  ( 7.26) 
ii) 木材燃焼に伴うガスと燃焼灰 (WDCO2、WDCH4、WDN2O、WDNOX、WDASH) 
木材燃焼由来のガスと焼却灰のうち炭素について示す。木材燃焼に伴う二酸化炭素
(WDCO2)、メタン (WDCH4)、燃焼灰 (WDASH) (炭素 )の産出割合は、式 ( 7.27)、 ( 7.28)、
( 7.29)で計算した。FC_CO2、FC_CH4、FC_ASH を表   7.20 に示す。FC_CO2、FC_CH4
については、Houghton et al.(1997)の値を用いた。FC_ASH については、木材の含有エ
ネルギー量が 12.5TG/t(山地ら , 2000)、木材の炭素含有率 0.45 であることを用いて、全




_ 2 _ 4 _i WDCO j r
FC CO
ceoi
FC CO FC CH FC ASH
=
+ +




_ 2 _ 4 _i WDCH j r
FC CH
ceoi
FC CO FC CH FC ASH
=
+ +




_ 2 _ 4 _i WDASH j r
FC ASH
ceoi
FC CO FC CH FC ASH
=
+ +









, , ,i l j rceoi を 1 とした。また、リンの燃焼の灰発生率も 1 とした。窒素酸化
物、亜酸化窒素の排出割合は式 ( 7.30)、式 ( 7.31)で推計した。FN_NOX、FN_N2O は、Houghton 











= ⋅  ( 7.30) 
 




i WDN O j r
F EC
ceoi FN N O
F NC




 F_EC：燃料のエネルギー含有率 (TJ/t) 
 F_NC：燃料の窒素含有率 (kgN/kg) 
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表   7.20 ガス排出原単位  
 
FC_CO2 FC_CH4 FC_ASH FN_NOX FN_N2O
木材燃焼
29.9 0.225 5.875 30.4 2.54
バイオエタノール
・黒液燃焼





, ,l j rceos  (部門 j における統計から推計する排出物 l の産出量 ) 
, ,l j rceos は水田メタン (RLCH4)、家畜反芻メタン (LVCH4)、家畜呼吸二酸化炭素 (LDCO2)に
ついて設定した。  
i) 水田メタン (RCCH4) 
水田から発生するメタンは、FAOSTAT の (7)Land データから得られる米の作付面積に、
地域ごとの耕作割合と耕作種ごとのメタン排出原単位を乗じて推計した。Houghton et 
al.(1997)より得た米の作付面積あたりの灌漑、天水、陸稲米の耕作割合を表   7.21 に示す。
また、Olivier et al.(2001)から得たメタン排出原単位を表   7.22 に示す。  
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表   7.21 水田の耕作方法の割合 (%) 
 














































































































































表   7.22 水田におけるメタン排出原単位 (kg-CH4/ha/yr) 
 地域 地域




















ii) 家畜反芻メタン (LVCH4) 





均値を使用した。メタン排出原単位は表   7.23 に示す Houghton et al.(1997)の値を用いた。 
 





































iii) 家畜呼吸二酸化炭素 (LDCO2) 




, , ,i l j rceoo  (部門 j における財 i の産出に伴い産出される排出物 l の発生率 ) 
, , ,i l j rceoo は、木炭製造メタン (CHCH4)に対して設定した。木炭の生産量あたりのメタン排
出原単位は、Houghton et al.(1997)より得た 1000(kgC/TJ)を使用した。  
 
10) 
', , ,j k j rcwgw  (部門 j'で発生した廃棄物 k の部門 j への投入割合 ) 
', , ,j k j rcwgw は紙消費廃棄物 (PCW)の紙・パルプ (PPP)部門への投入、木材加工廃棄物 (WPW)
の木材 (LUM)部門、PPP 部門への投入について設定した。PCW の PPP 部門への投入は、
FAOSTAT から得られる古紙の生産量を紙の消費量で除した値を使用した。WPW の LUM
部門への投入は、先進国のみ 0.04 とした。WPW の PPP 部門への投入は、先進国は 0.3、
途上国は 0.01 とした (山本ら , 1999)。  
 
11) 
, ,i p jcqq  (財 i の部門 j への投入に伴い蓄積される蓄積物 p の割合 ) 
, ,i p jcqq は、木製品 (WPDST)、繊維製品 (FBRST)、建築物 (CNSST)、紙製品 (PPRST)につい
て設定した。木材 (LUM)財のその他製造 (OMF)部門への投入時の木製品 (WPDST)の産出割
合を 0.81 とした。LUM 財の建設 (CNS)部門への投入時の CNSST の産出割合を 0.857 とし
た。紙・パルプ (PPP)財の家計 (HOU)部門への投入時の PPPST の産出割合を 0.2 とした。ま
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(1) 財の投入産出  
化石燃料の投入と産出は、第 5 章で推計したエネルギー産出投入表を用いた。エネルギ
ー量を炭素換算するときには、第 5 章で示した係数を用いた。  
 
(2) 化石燃料の燃焼由来の環境排出物  
1) 化石燃料燃焼メタン (FFCH4) 
化石燃料の投入量当たりのメタンの産出割合は、表   7.24 に示す Houghton et al.(1997)か
ら得られるメタン排出原単位を使用した。この排出原単位は、全年、全地域に適用した。  
 
表   7.24 化石燃料燃焼によるメタン発生源単位 (kg-CH4/TJ) 
 
工業 エネルギー産業 その他産業 交通
石炭
10 1 300 10
石油及び石油製品
2 3 10 10
天然ガス










3) 化石燃料燃焼窒素酸化物 (FBNOX)、化石燃料燃焼亜酸化窒素 (FBN2O) 
化石燃料の投入量に原単位を乗じることで窒素酸化物、亜酸化窒素の排出量を計算した。
化石燃料の投入量当たりの窒素酸化物と亜酸化窒素の排出原単位は、表   7.25 に示す
Houghton et al.(1997)から得られるものを使用した。ただし、亜酸化窒素に関しては、
Houghton et al.(1997)に加えて、Olivier et al.(1996)より得られる特殊な扱いをした原単位を
使用した (表   7.26)。これらの排出原単位は、全年にわたって適用した。  
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表   7.25 化石燃料燃焼時の窒素酸化物、亜酸化窒素排出原単位  
 
工業 エネルギー産業 その他産業 交通 全部門
石炭
300 300 100 300 1.4
石油及び石油製品
200 200 100 700 0.6
天然ガス
150 150 50 600 0.1
その他バイオマス









表   7.26 特殊な扱いをした亜酸化窒素の排出原単位  













4) 化石燃料分配ロスメタン (DLCH4)、化石燃料非燃料使用二酸化炭素 (NECO2) 









7.3.5 肥料関連フローの推計  




理に関連するフローとして、(1) 農業廃棄物 (CRE)、(2) 収穫時木材廃棄物 (WRE)、  (3) 家
畜糞尿 (LDG)、(4) 人糞 (HDG)、黒液 (BLQ)、(5) 一般・産業廃棄物 (定義は (5)で行う )の処理、
(6)その他のフローについてそれぞれ説明する。  
 
(1) 農業廃棄物 (CRE)に関するフロー  
 農業廃棄物 (CRE)の処理フローを図   7.6 に示す。CRE は、農業部門に投入され農地へ還
元されるものと畜産部門に投入され、家畜の飼料となるものに分かれる。Smil(1999)によ
ると、CRE の畜産部門への投入量は、先進国では CRE の発生量の 20％、途上国では 33％
である。本研究では、この値を設定した。農業部門へ再び投入された CRE は、農業廃棄物
蓄積 (CREST)と、燃焼されるものにわかれる。燃焼された CRE は、農業廃棄物燃焼ガス
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(CRCO2、CRCH4、CRN2O、CRNOX )と農業廃棄物燃焼灰 (CRASH)となる。  
CRE の農業部門への投入量あたりの燃焼される量の割合は、Olivier et al.(2001)を基に各
年、各地域別に設定した (表   7.27 に示す )。  
 
表   7.27 各地域、各年における農業廃棄物燃焼割合 (%) 
年 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981
北米
5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
西欧
40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 38.0
日本
5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
オセアニア
30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0
東欧 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
旧ソ連 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
中南米1 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.4 17.8 18.2 18.6 19.0 19.4
中南米2 21.8 21.6 21.4 21.2 21.0 20.4 19.8 19.2 18.6 18.0 17.6
アフリカ1 24.0 23.0 22.0 21.0 20.0 20.4 20.8 21.2 21.6 22.0 21.8
アフリカ2 23.2 23.4 23.6 23.8 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 23.8
アフリカ3 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 23.2 22.4 21.6 20.8 20.0 20.2
アフリカ
4 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.6 22.2 22.8 23.4 24.0 23.6
アフリカ
5 23.1 22.9 22.7 22.5 22.3 22.3 22.4 22.4 22.5 22.5 22.4
中東
31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.2 31.4 31.6 31.8 32.0 31.8
南アジア
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.8 1.2 1.6 2.0 2.2
東アジア
5.4 5.8 6.2 6.6 7.0 6.6 6.2 5.8 5.4 5.0 4.6
東南アジア 22.8 22.6 22.4 22.2 22.0 22.2 22.4 22.6 22.8 23.0 22.8
その他アジア 9.4 9.5 9.5 9.6 9.7 9.7 9.8 9.9 9.9 10.0 9.9
年
1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992
北米
5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
西欧 36.0 34.0 32.0 30.0 28.0 26.0 24.0 22.0 20.0 15.0 10.0
日本 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
オセアニア
30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0
東欧
20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
旧ソ連 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
中南米1 19.8 20.2 20.6 21.0 19.0 20.0 19.0 19.0 21.0 21.0 21.0
中南米
2 17.2 16.8 16.4 16.0 16.0 15.0 16.0 16.0 15.0 16.0 16.0
アフリカ1 21.6 21.4 21.2 21.0 23.0 17.0 24.0 24.0 19.0 20.0 14.0
アフリカ2 23.6 23.4 23.2 23.0 22.0 22.0 22.0 23.0 22.0 23.0 23.0
アフリカ3 20.4 20.6 20.8 21.0 20.0 21.0 20.0 21.0 22.0 21.0 20.0
アフリカ
4 23.2 22.8 22.4 22.0 22.0 21.0 22.0 24.0 22.0 21.0 23.0
アフリカ5 22.2 22.1 21.9 21.8 21.8 20.3 22.0 23.0 21.3 21.3 20.0
中東 31.6 31.4 31.2 31.0 31.0 31.0 32.0 31.0 31.0 31.0 30.0
南アジア 2.4 2.6 2.8 3.0 3.0 1.0 3.0 4.0 3.0 2.0 3.0
東アジア
4.2 3.8 3.4 3.0 3.0 2.0 3.0 3.0 2.0 2.0 2.0
東南アジア 22.6 22.4 22.2 22.0 23.0 23.0 23.0 22.0 22.0 21.0 21.0
その他アジア 9.7 9.6 9.5 9.3 9.7 8.7 9.7 9.7 9.0 8.3 8.7
年
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
北米
5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
西欧 8.0 7.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
日本 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
オセアニア
30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0
東欧
20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
旧ソ連 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0
中南米1 20.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0
中南米
2 18.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0
アフリカ
1 14.0 22.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0 13.0
アフリカ2 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0 23.0
アフリカ3 27.0 26.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0 27.0
アフリカ
4 26.0 24.0 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0
アフリカ
5 22.5 23.8 21.3 21.3 21.3 21.3 21.3 21.3 21.3 21.3
中東 30.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0
南アジア 4.0 5.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0
東アジア
2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
東南アジア 20.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0





の値を用いて、CRASH の発生割合は燃焼する CRE の 10%とした。農業廃棄物燃焼のメタ
ン (CRCH4)の排出量は、 7.3.4 項  (2) 1)で示した排出原単位を使用して推計した。また、農業
廃棄物燃焼由来の二酸化炭素 (CRCO2)は、CRE の燃焼される量から燃焼灰とメタンで排出
される量を引いた値とした。農業廃棄物燃焼の窒素酸化物 (CRNOX)、農業廃棄物燃焼由来











図   7.6 農業廃棄物の処理フロー  
 
(2) 収穫時木材廃棄物 (WRE)に関するフロー  
 収穫時木材廃棄物 (WRE)については産出量全量が林業に再び投入され、収穫時木材廃棄
物蓄積 (WREST)になるとした。  
 
(3) 家畜糞尿 (LDG)に関するフロー  





 燃焼ガス、燃焼灰の推計方法は  7.3.6 項  (1)で示した農業廃棄物 (CRE)と同様の方法をとっ
た。家計と畜産部門への投入割合、処理の方法の割合については表   7.32 に示す (Houghton et 
al., 1997)。  
家畜の糞尿処理過程からのメタン (MMCH4)排出量については、家畜頭数にメタン排出原
単位を乗じて推計した。牛、水牛、豚については、Houghton et al.(1997)の式 ( 7.32)を用い
てメタン排出原単位を推計した。Houghton et al.(1997)から得た原単位、変換効率とパラメ
ータをそれぞれ表   7.28、表   7.29、  
表   7.30 に示す。  家畜の糞尿処理過程からの亜酸化窒素 (MMN2O)については、表   7.31
の排出割合を乗じて推計した。Van Drecht et al.(2001)によると、処理残渣の投入先と投入





4 365 0.67o o o ms clm o ms
ms clm
MMCH VS B MCF MS= ⋅ ⋅ ⋅ ⋅ ⋅∑∑  ( 7.32) 
ここで、  
4MMCH ：家畜種 o の家畜 1 頭あたりの糞尿処理過程からのメタン排出原単位 (kg/hd) 
oVS ：1 日あたりの家畜種 o の糞尿排出量 (kg/day) 
oB ：最大メタン発生係数 (m3/kg) 
,ms clmMCF ：糞尿処理 ms、気候 clmにおけるメタン変換効率 (-) 
















図   7.7 家畜糞尿の処理フロー  
 
表   7.28 家畜種ごとの糞尿処理過程からのメタン排出原単位 (kg-CH4/hd/yr) 
 先進国 家畜種 途上国 家畜種






































90 10 0.1 1 1 0 5
温暖
90 35 0.5 1.5 1.5 0 5
熱帯





表   7.30 牛、豚、水牛に関するパラメータ  
 家畜種 地域 家畜種 地域













































































北アメリカ 牛 5 12 18.5 18.5 42 0 4
家禽 5 4 0 0 1 0 90
羊
0 0 0 2 88 0 10
豚
25 50 0 18 0 0 7
その他
0 0 0 0 92 0 8
西ヨーロッパ 牛
0 50.5 12 11.5 20.5 0 5.5
家禽
0 13 0 1 2 0 84
羊
0 0 0 2 87 0 11
豚
0 77 0 23 0 0 0
その他
0 0 0 0 96 0 4
東ヨーロッパ 牛
4 28.5 0.5 59.5 6.5 0 1
家禽
0 28 0 0 1 0 71
羊
0 0 0 0 73 0 27
豚
0 29 0 0 27 0 44
その他 0 0 0 0 92 0 8
オセアニア 牛 0 0 0 0 100 0 0
家禽 0 0 0 0 3 0 97
羊
0 0 0 0 100 0 0
豚
55 0 0 17 0 0 28
その他
0 0 0 0 100 0 0
ラテンアメリカ 牛
0 0.5 31 0.5 67.5 0 0.5
家禽
0 9 0 0 42 0 49
羊
0 0 0 0 100 0 0
豚
0 8 2 51 0 0 39
その他
0 0 0 0 99 0 1
アフリカ 牛
0 0 6.5 1.5 89.5 0 2.5
家禽
0 0 0 0 81 0 19
羊
0 0 0 1 99 0 0
豚
0 7 0 93 0 0 0
その他
1 0 0 0 99 0 0
近東及び地中海 牛 0 0 2.5 1 77 18 1.5
家禽 0 1 0 0 71 0 28
羊
0 0 0 0 100 0 0
豚
0 32 0 68 0 0 0
その他
0 0 0 0 100 0 0
アジア及び極東 牛
3 2 18 7 27 43 0
家禽
1 2 0 0 44 1 52
羊
0 0 0 0 83 0 17
豚
1 38 1 53 0 7 0
その他




(4) 人糞 (HDG)、黒液 (BLQ)に関するフロー  
黒液 (HDG)と黒液 (BLQ)の処理フローを図   7.8 に示す。  
BLQ は、一部がエネルギー利用され、残りが下水処理されるとした。エネルギー利用量













局 (ホームページ )を参考にして表   7.33 のように設定した。  
 























図   7.8 人糞と黒液の処理フロー  
 
(5) 一般・産業廃棄物に関するフロー  
一般・産業廃棄物として、食料廃棄物 (FDW)、木材加工廃棄物 (WPW)、木材消費廃棄物
(WCW)、紙廃棄物 (PCW)、繊維廃棄物 (BCW)、化石燃料起源廃棄物 (FFS)、天然ゴム廃棄物


































図   7.9 一般・産業廃棄物処理フロー  
 








燃焼量は、Olivier et al.(2001)の値を使用した。一般・産業廃棄物燃焼ガス (WTCO2、WTCH4、
WTNOX、WTN2O)、一般・産業廃棄物燃焼灰 (WTASH)の産出量の推計方法は、  7.3.6 項 (1)
で示した農業廃棄物の燃焼と同様の方法をとった。  




ポスト )については、先進国に限り 10% が堆肥化されるものとした。埋め立て率について
は、Houghton et al.(1997)の値を参考にし、表   7.34 に示すように設定した。焼却処分量に
ついては、総量からその他の処分量を差し引いた残りが全量焼却されると仮定した。それ
ぞれの燃焼ガス、燃焼灰の産出量の推計方法は、  7.3.6 項 (1)で示した農業廃棄物の燃焼と
同様の方法をとった。  
  158
表   7.34 各地域の廃棄物埋立率  










































































































































一方、公共部門から産出された DSP の一部は廃棄物埋立地メタン (LFCH4)となる。埋立
地から発生するメタンは Houghton et al.(1997)に示される式 ( 7.33)を用いて推計した。DSP
に、廃棄物管理に関する係数 MCF、ガス化変換係数 DOCF、ガス中のメタン率 F を乗じる
ことで推計される。MCF は 0.6、DOCF は 0.56、F は 0.5 とした。  
 4 FLFCH LDF MCF DOC F= ⋅ ⋅ ⋅  ( 7.33) 
ここで、  
LFCH4: 廃棄物埋立地から発生するメタン (tC) 
LDF: 埋め立て廃棄物量 (tC) 
MCF: 廃棄物管理に関する係数 (-) 
DOCF: ガス化変換係数 (-) 
F: 埋立地から発生するガス中に占めるメタンの割合 (-) 
 
(6) その他のフロー  
 その他のフローとして、農業過程のガス (AGN2O、NH3)について示す。農業過程からの
ガス産出量は、化学肥料の投入量と家畜の糞尿の投入量に、Houghton et al.(1997)より得ら
れるガス変換率を乗じて推計した。その変換率を表   7.35 に示す。  
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本研究で作成した、炭素、窒素、リンに U 表、V 表をそれぞれ表   7.36-表   7.41 に示す。 
 
表   7.36 炭素 U 表 (TgC/年 ) 
部門 国外 計
産物 農業 畜産・漁業 林業 鉱業 食料 木材 肥料
化石燃料精
製
廃棄物処理 その他 消費 在庫
農業 117 249 1 1 716 8 71 0 9 59 340 0 189 1,760
畜産・漁業 13 26 0 0 164 1 4 0 2 18 99 0 16 343
林業 24 14 81 5 74 433 48 7 140 302 0 54 1,182
鉱業 4 8 1 137 46 28 177 3,329 23 2,737 165 2,367 9,023
食料 3 33 0 0 168 2 10 0 10 58 424 3 158 871
木材 2 1 0 2 20 200 11 0 20 173 98 0 200 726
肥料 10 2 0 6 20 9 76 1 17 71 55 11 85 362
化石燃料精製 52 37 6 24 41 24 335 525 59 1,614 763 524
廃棄物処理 1 1 0 2 3 1 1 0 4 29 111 2 14 169
農業廃棄物 1,833 746 2,580
糞尿 400 561 25 71 1,057
木材廃棄物 453 453




















表   7.37 炭素 V 表 (TgC/年 ) 
部門 国外 計
産物





農業 1,594 167 1,760
畜産・漁業 334 9 343
林業 1,141 41 1,182
鉱業 6,664 8 2,367 9,039
食料 718 147 865
木材 567 159 726
肥料 255 85 340
化石燃料精製 3,480 0 524
廃棄物処理 155 11 166
農業廃棄物 2,580 2,580
糞尿 1 1,022 0 0 2 0 1 0 1 3 26 1,057
木材廃棄物 453 453
その他ゴミ 20 17 110 8 302 183 100 1 42 250 262 1,295
処理汚泥 20 20
埋立廃棄物 622 57 679
下水排水 5 5
CO2 344 972 9 169 228 60 376 375 357 4,481 1,966 9,336
CH4 27 78 1 70 1 0 0 0 187 1 4 371
燃焼灰 58 58
環境投入物 0
製品蓄積 0 0 0 0 1 0 0 0 2 9 173 186
農地蓄積 1,693 1,693
林地蓄積 453 453
廃棄物蓄積 400 161 0 0 0 0 0 0 19 0 11 590









表   7.38 窒素 U 表 (TgN/年 ) 
部門 国外 計
産物
農業 畜産・漁業 林業 鉱業 食料 木材 肥料 化石燃料精製 廃棄物処理
その他 消費 在庫
農業
4.8 12.4 0.0 0.0 25.6 0.3 0.9 0.0 0.3 2.4 13.6 9.9 70.3
畜産・漁業 0.7 0.7 0.0 0.0 6.9 0.1 0.3 0.0 0.1 1.2 4.3 3.2 17.5
林業 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.7 0.1 0.0 0.2 0.5 0.1 2.0
鉱業
0.0
食料 0.1 1.5 0.0 0.0 5.9 0.1 0.4 0.0 0.4 2.2 14.9 7.0 32.4
木材
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.2 0.3 1.2
肥料 75.8 3.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 5.8 30.3 116.1
化石燃料精製
廃棄物処理
0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.5 1.0 0.1 1.9
農業廃棄物
27.5 11.2 38.7
































表   7.39 窒素 V 表 (TgN/年 ) 
部門 国外 計
産物 農業 畜産・漁業 林業 鉱業 食料 木材 肥料 化石燃料精製 廃棄物処理 その他 消費 在庫
農業 61.5 0.0 8.8 70.3




食料 25.8 0.0 6.5 32.3
木材
1.0 0.3 1.2






1.3 148.6 0.1 0.1 2.7 0.4 1.1 0.0 0.7 3.2 29.0 187.3
木材廃棄物 0.8 0.8
その他ゴミ 0.2 0.5 0.2 0.0 10.0 0.4 0.3 0.0 0.2 1.6 4.6 17.9
処理汚泥
4.2 4.2
埋立廃棄物 14.8 1.4 16.2
下水排水 24.1 24.1
N2O 1.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.2 0.1 2.5
NH3 13.2 8.6 0.0 21.8
NOX 1.0 0.3 0.0 0.4 0.2 0.1 0.6 9.6 0.7 20.7 1.5 35.1
N2 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 4.2 0.0 8.2 15.3
環境投入物
0.0




廃棄物蓄積 39.6 43.2 0.0 0.0 0.7 11.8 95.3
計









表   7.40 リン U 表 (TgP/年 ) 
部門 国外 計
産物 農業 畜産・漁業 林業 鉱業 食料 木材 肥料
化石燃料精
製
廃棄物処理 その他 消費 在庫
農業 0.9 2.3 0.0 0.0 4.7 0.1 0.2 0.0 0.1 0.4 2.7 1.7 13.2
畜産・漁業 0.0 0.1 0.0 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.6 0.4 2.3
林業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0 0.5
鉱業 15.0 3.9 19.0
食料 0.0 0.3 0.0 0.0 1.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.4 2.7 1.2 5.8
木材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.2
肥料 13.6 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 2.8 17.8
化石燃料精製
廃棄物処理 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 0.3
農業廃棄物 3.2 1.3 4.5
糞尿 3.2 12.4 4.8 2.6 23.1
木材廃棄物 0.1 0.1




















表   7.41 リン V 表 (TgP/年 ) 
部門 国外 計
産物 農業 畜産・漁業 林業 鉱業 食料 木材 肥料
化石燃料精
製
廃棄物処理 その他 消費 在庫
農業 11.5 0.0 1.5 13.0
畜産・漁業 1.9 0.0 0.2 2.1
林業 0.5 0.0 0.5
鉱業 15.0 0.0 3.9 19.0
食料 4.6 0.0 1.1 5.7
木材 0.2 0.0 0.3
肥料 15.0 2.7 17.8
化石燃料精製
廃棄物処理 0.3 0.0 0.3
農業廃棄物 4.5 4.5
糞尿 0.1 16.3 0.0 0.0 0.4 0.1 0.2 0.0 0.1 0.5 5.3 23.1
木材廃棄物 0.1 0.1
その他ゴミ 0.0 0.1 0.0 0.0 1.7 0.1 0.1 0.0 0.0 0.3 0.8 3.2
処理汚泥 1.1 1.1
埋立廃棄物 2.9 0.3 3.2
下水排水 3.7 3.7
燃焼灰 0.0
環境投入物 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1
製品蓄積 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1
農地蓄積 4.0 0.2 4.2
牧草蓄積 0.1 0.1
林地蓄積 7.3 5.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 2.2 15.3
廃棄物蓄積 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.9 0.0 0.1 1.1


















































































環境投入物 13,392TgC ある。財の市場への投入と産出はそれぞれ合計で 14,908TgC、
12,461TgC であった。そして最終消費の消費量は 2357TgC であった。生産活動、消費活動























わかる。生産活動は環境から 248TgN を投入し、環境への排出物が 104TgN、財の産出が
193TgN、財の投入が 150TgN であった。廃棄物は 215TgN 発生し、227TgN が投入されてい
る。窒素フローと炭素フローを比較したときに大きく異なるのは、生産活動における廃棄
物の発生と投入フローが大きいことである。環境投入物の量に対する廃棄物の発生量の割
合は 0.92(=227/248)であり、炭素フローは 0.38 であった。これは、家畜糞尿の量が窒素で
は多いが炭素では多くないことがその原因と考えられた。一方、生産された財のうち消費
へ回るのは 40.4TgN であり、消費活動は 33.6TgN の廃棄物を発生し、21.4TgN が再び消費
活動で使われている。このうち、大部分はインドなどの家畜糞尿の燃料使用などによるも
のであった｡ 
次に、表   7.39 を見てみる。財の産出は化学部門からの産出、すなわち化学肥料の生産が







環境投入物について見ると、化学部門が 86.2TgN と最も大きく全体の 35％を占めていた。
次いで大きかったのが畜産部門の 76.8TgN であり、31%を占めていた。三番目に大きかっ








きなフローとなっている。また、生産活動は廃棄物を 25.8TgP 発生し、29.0TgP を投入し、
環境排出物を 212.8TgP 産出している。一方、消費についてみると、7.2TgP が財として投
入され、6.2TgP の廃棄物を発生し、2.9TgP が再び投入されている。この廃棄物の投入は窒
素同様に糞尿の燃料使用によるものである。環境への直接排出は 0.4TgP と小さかった。  






ている。次いで、畜産が環境投入物全体の 24％である 7.0TgP、3 番目が農業が 22%となる
6.5TgP を環境投入物として投入していた。  
 
































表   7.43 は炭素の貿易マトリクスを表している。ここでは食料、木材、化石燃料の合計
値が Tg で書かれている。また、ここでは地域を 12 に集約している。西欧圏内の貿易で、
501TgC であった。これは世界全体の 12%を占める。さらに、西欧の輸入総量は世界全体
の貿易総量の 31%を占める 1,291TgC であった。輸出総量を見ると中東が大きく 910TgC で
あり、世界全体の 22%を占めた。純輸入 (輸入―輸出 )に着目すると大きな西欧で純輸入量
が大きく、中東で純輸出が大きかった。純輸入の値の絶対の大きさで見ると日本は単一国
ながら 310TgC となり比較的大きな値を示した。  
次に窒素の貿易マトリクス (表   7.44)について見てみる。表中の値は食料、木材、肥料の
合計値であり GgN で表されている。炭素の貿易マトリクスと同様に地域を 12 に集約して
表示している。窒素は北米圏内の貿易、西欧、東欧から西欧への貿易量が大きかった。ま
た、輸入総量でも北米、西欧が大きいことがわかる。輸出について見ると、西欧、東欧、
CIS が大きな値を示した。順輸入についてみた場合、CIS の純輸出が大きく 6,862GgN であ
った。純輸入量が大きかったのは西欧、中南米であり、それぞれ 3,219GgN、3,223GgN で
あった。  
最後にリンの貿易マトリクス (表   7.45)について見てみる。表中の値は食料、木材、リン
鉱石、リン肥料の合計値であり、GgP で表されている。リンの貿易マトリクスは炭素や窒






表   7.43 炭素の貿易マトリクス  
(unit: TgC)
オセアニア 東アジア 日本 東南アジア 南アジア 北米 中東 中南米 西欧 東欧 CIS アフリカ 輸出
オセアニア 5 45 91 13 12 4 4 7 28 1 0 3 212
東アジア 2 66 40 17 5 16 2 4 11 1 1 2 168
日本 1 7 0 1 0 3 0 0 1 0 0 0 15
東南アジア 12 71 70 53 26 14 5 3 18 2 1 4 278
南アジア 0 1 1 3 3 4 3 3 4 0 1 2 25
北米 2 29 34 11 3 197 10 60 47 2 2 10 407
中東 7 190 222 89 32 161 32 10 143 4 1 19 910
中南米 0 13 4 3 47 221 7 88 59 2 5 7 458
西欧 2 11 5 5 4 84 13 7 501 22 6 20 679
東欧 0 1 0 0 0 2 2 1 46 17 4 1 74
CIS 0 16 7 1 1 9 25 9 212 92 98 3 473
アフリカ 0 28 6 5 12 106 13 20 221 3 1 29 443
輸入 32 479 480 201 145 821 115 211 1,291 146 119 101 4,142
純輸入 -180 310 465 -77 120 414 -795 -247 612 72 -353 -342
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表   7.44 窒素の貿易マトリクス  
(unit: GgN)
オセアニア 東アジア 日本 東南アジア 南アジア 北米 中東 中南米 西欧 東欧 CIS アフリカ 輸出
オセアニア 64 181 184 242 49 66 57 44 77 3 3 81 1,051
東アジア 58 407 297 584 97 211 12 102 92 7 13 56 1,936
日本 13 73 0 390 9 8 1 1 6 0 0 5 505
東南アジア 256 335 215 944 195 437 43 18 144 12 19 87 2,704
南アジア 52 37 10 205 85 112 72 7 102 4 12 62 760
北米 156 738 714 410 150 3,318 226 2,384 491 23 49 393 9,052
中東 475 104 80 939 388 1,265 147 76 106 13 20 331 3,944
中南米 38 465 82 92 22 569 149 1,200 749 29 27 190 3,611
西欧 40 154 138 201 61 723 264 486 7,315 306 120 595 10,402
東欧 1 28 5 16 40 478 240 418 2,393 561 37 92 4,311
CIS 3 175 10 397 106 831 973 2,019 1,368 905 498 386 7,671
アフリカ 25 28 47 38 17 407 43 79 779 12 9 398 1,882
輸入
1,179 2,725 1,783 4,457 1,219 8,425 2,227 6,834 13,620 1,876 809 2,676 47,831
純輸入
129 789 1,278 1,753 459 -628 -1,717 3,223 3,219 -2,436 -6,862 794
 
表   7.45 リンの貿易マトリクス  
(unit: GgP)
オセアニア 東アジア 日本 東南アジア 南アジア 北米 中東 中南米 西欧 東欧 CIS アフリカ 輸出
オセアニア 35 31 29 119 11 8 10 6 13 1 1 13 277
東アジア 103 207 163 154 312 9 2 3 15 1 2 5 976
日本 0 8 0 4 0 2 0 0 1 3 0 0 19
東南アジア 4 51 20 57 17 19 9 4 24 2 4 19 228
南アジア 1 5 1 21 17 7 16 1 14 3 1 9 96
北米 137 113 161 46 75 123 42 446 78 3 5 71 1,301
中東 46 2 25 107 297 8 132 165 274 37 3 12 1,107
中南米 12 70 12 16 3 112 26 212 121 24 5 34 647
西欧 2 23 17 11 5 31 26 57 856 59 18 72 1,178
東欧 0 1 1 1 1 3 10 13 125 30 6 8 199
CIS 0 6 1 0 1 6 13 0 377 129 73 7 615
アフリカ 264 20 43 147 216 322 186 499 985 221 31 59 2,994
輸入 605 538 472 685 955 650 472 1,406 2,881 514 148 310 9,637




 7.3 で示した物質収支調整計算における推計結果の誤差値を示す。図   7.13 に各地域の財



































































































































た結果を表   7.46 に示す。他研究は、本研究ほど細かい産業活動、産物区分での計算を行
っていないため、比較する値は集約化された値となる。また、対象年が異なることにも留
意する必要がある。本研究と比べ本研究の推計値は、食料消費量でやや乖離が見られるも
のの全体として大きな差は見られなかった。   
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i j rqj ：地域 r、財 i の部門 j への投入量  
qein , j,r：地域 r、環境投入物 n の部門 j への投入量  




i j rqj ： t 年、地域 r、部門 j における財 i の産出量  
qwgk, j ,r：地域 r、部門 j における廃棄物 k の産出量  
qeo l , j ,r：地域 r、部門 j における環境排出物 l の産出量  
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i rs : 地域 r、財 i の在庫増減量の観測値  
 
設定変数  
, , ,i j k rcwgi ： t 年、地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
', , ,k k j rcwgk ：地域 r、廃棄物 k’の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
, ,k j rcwgo ： t 年、地域 r、部門 j における統計から別途推計する廃棄物 k の産出量  
, , ,i l j rceoi ：地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
, , ,i l j rceoo ：  地域 r、部門 j における財 i の産出に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
, ,l j rceos ：地域 r、部門 j における統計から別途推計する排出物 l の産出量  
', , ,j k j rcwgw ：地域 r、部門 j'から産出された廃棄物 k の部門 j への投入割合 (-) 
, ,i p jcqq ：財 i の部門 j への投入に伴い蓄積される蓄積物 p の割合 (-) 
,
f
i rcα ：観測値と推計値の乖離 ε
f




i rwε : 観測値と推計値の乖離 ε
f
i ,r に対する重み  
, ,i j rwj : 地域 r、財 i の地域内投入の部門間の物質密度の誤差の重み  
 
(2) 物質収支調整計算で用いる集合  
r R∈ : 地域の集合  
s S∈ : 地域の集合  
i I∈ : 財の集合  
j J∈ : 部門の集合  
k K∈ : 廃棄物の集合  
n N∈ : 環境投入物の集合  
l L∈ : 環境排出物の集合  
p P∈ : 蓄積物の集合  


























えば、Hidalgo et al.(2003)によると、2000 年における EU の全工業部門で使用する 272.7Mtoe
のエネルギーのうち、約 19%にあたる 51.5Mtoe を鉄鋼業が消費している。また、二酸化炭
素の排出量で見ると、世界全体で排出している二酸化炭素排出量の 7%が鉄鋼業由来の排
出となっており  (Kim and Worrell, 2002)、鉄鋼業は地球温暖化問題を考える上で重要な産
業のひとつといえる。  
これまで、世界全体で見ると鉄鋼の生産量は増加の一途をたどってきた。世界の粗鋼生























しては Malenbaum(1978)が示した Intensity of Use 曲線がよく知られており、これは実際に



































本研究の物質勘定表は、主体別物質投入表 (以降 U 表と呼ぶ )、主体別物質産出表 (以降 V
表と呼ぶ )、地域間物質移動表 (以降 T 表と呼ぶ )の 3 種類の表で構成される。U 表、V 表は
地域内の投入産出構造を記述する表であり、行が産物、列が部門で構成され、地域ごとに
作成した。産物が部門へ投入されるフローを U 表に記述し、部門から産物が産出されるフ
ローを V 表に記述する。T 表は各地域間での貿易量を記述する表であり、行は輸出地域、
列は輸入地域で構成され、貿易される産物ごとに作成した。本研究で作成した勘定表であ
る主体間物質投入表、主体間物質産出表、地域間物質移動表の一部を付録 A に示す。  
財、廃棄物、及び生産活動、最終需要 (家計、政府 )においては産物の投入量と産出量の
物質収支が成り立つ。そのため、行の要素である財、廃棄物においては U 表と V 表の行計
が同じ値をとる。同様に列の要素である生産活動、家計、政府においては U 表、V 表の列
計が同じ値をとる。また、T 表で示される、ある地域におけるある財の世界全域への輸出
量合計は、その地域における U 表の財の国外への投入量と一致し、同様に T 表の世界全域
からの輸入量合計は、地域における V 表の財の国外からの産出量と一致する。  
本研究の対象地域は世界全域であり、GTAP(Dimaranan, 2006) の 87 地域分類を基とし、
類似地域を集約化して 41 地域に分類した。具体的な地域区分は表   8.1 に示す。  
 
表   8.1 本研究地域区分  
オーストラリア インドネシア カナダ その他アメリカ ドイツ スペイン
CIS
ニュージーランド マレーシア アメリカ オーストリア イギリス スウェーデン トルコ
その他オセアニア フィリピン メキシコ ベルギー ギリシャ
その他EFTA
中東
中国 タイ アルゼンチン デンマーク イタリア チェコ 南アフリカ
日本 インド ブラジル フィンランド オランダ ポーランド その他アフリカ





本研究では  8.2.2 節で示した産物をフローとストックの 2 種類に分類した。ストックとは
1 年以上部門内で保持される産物を指し、フローはストック以外の産物を指す。産物の分






は藤森ら (2006) に準ずる。  
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推計方法の概要を図   8.1 に示す。まず、各種統計データから鉄関連の産物量に関するデ
ータを得て、財の生産や貿易量を鉄量換算する。次に、それらの鉄換算したデータと経済
統計や各種文献などのデータを用いて、U 表、V 表、T 表の推計を物質収支調整計算を用
いて行った。  
物質収支調整計算とは、物質のフローを考慮し金銭の収支と物量の収支を調整する作業

















図   8.1 推計手法概要図  
 
8.3.3 物質収支調整計算 
物質収支調整計算は第 7 章で示したものであり、ここではその方法を簡単に示す。  
物質収支は財と部門について成り立つ (式 ( 8.1)、式 ( 8.2))。  
 
" " " " " " " " " "
, , , , ,
,
out imp stc dom exp
i r i r i r i r i rq q q q q i I r R+ + = + ∀ ∈ ∈  ( 8.1) 
 
" " " "
, , , , , , , , , , , , , ,
,
out in
i j r k j r l j r p i r i j r k j r n j r
i I k K l L p P i I k K n N
qj qw qeo qq qj qwi qei j J r R
∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈





i j rqj ：地域 r、財 i の部門 j への投入量  
qein , j,r：地域 r、環境投入物 n の部門 j への投入量  




i j rqj ： t 年、地域 r、部門 j における財 i の産出量  
qwgk, j ,r：地域 r、部門 j における廃棄物 k の産出量  
qeo l , j ,r：地域 r、部門 j における環境排出物 l の産出量  
qq












i rq ： t 年、地域 r、財 i の在庫増減量  
 
ここで、R は地域の集合を、I は財の集合を、J は部門の集合を表す。K は廃棄物の集合、
N は環境投入物の集合、L は環境排出物の集合、P は蓄積物の集合を表す。  
次に、物質密度を定義する。物質密度とは一単位当たりの物質量であり、価格の逆数で
ある。そこで、その物質密度、物質フローと貨幣フローの関係を示す。式 ( 8.3)は部門 j に








フローに物質密度を乗じることで、式 ( 8.4)は財 i の輸入量、式 ( 8.5)は財 i の輸出量、式 ( 8.6)
は在庫増減、式 ( 8.7)は財 i の部門 j への投入量を表す。ここで、Q(x)をある変数 x が存在す
るという述語と定義する。  
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 ( )" " " " " " " ", , , ,,out out out outi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 8.3) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,exp exp exp expi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 8.4) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,imp imp imp impi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 8.5) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,dom dom dom domi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 8.6) 



















i rv 、部門 j への投入を " ", ,ini j rvj とする。それぞれの金額は、税金を含めた額であるとし、
輸出は fob、輸入は cif 価格とする。  
















部門 j における財 i の投入の物質密度を " "
, ,
in
i j rdj とする。  
 
また、地域 r から地域 s への財 i の輸出の物質密度を " "
, ,
exp













i r svt とすると以下の式が成り立つ。  
 ( )" " " " " ", , , , , , , ,, ,exp exp expi r s i r s i r s i r sqt vt dt i I s S r R Q vt= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∧  ( 8.8) 
 ( )" " " " " ", , , , , , , ,, ,imp imp impi r s i r s i r s i r sqt vt dt i I s S r R Q vt= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∧  ( 8.9) 
ここで、S は地域の集合を表し、R と等しい。  
 
次に廃棄物について定式化する。式 ( 8.10)は部門 j における廃棄物 k の産出量を表す式で
ある。右辺は財 i の投入に比例して産出する廃棄物 k の産出量であり、財の投入量 " "
, ,
in
i j rqj に
係数
, , ,i j k rcwgi を乗じる。  
 
" "
, , , , , , ,
, ,
in
k j r i j r i j k r
i
qwg qj cwgi k K j J r R= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈∑  ( 8.10) 
ここで、  
, , ,i j k rcwgi ： t 年、地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
 
次に、環境排出物について定式化する。式 ( 8.11)は部門 j における環境排出物 l の産出量









, , , , , , ,
, ,
in
l j r i j r i l j r
i
qeo qj ceoi l L j J r R= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈∑  ( 8.11) 
ここで、  
, , ,i l j rceoi ：地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
 





i rq に係数 , ,j k rcwgw を乗じたものに誤差 1 , ,k j rε を足す。  
 
" "
, , , , , 1 _, , , ,
out
k j r j r k j r I Sk j rqwi q cwgw k K j J r Rε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∈  ( 8.12) 
ここで、  
, ,j k rcwgw ：地域 r、部門 j から産出された財のうちの廃棄物 k の投入割合 (-) 
JI_S は鉄鋼部門の集合を表す。廃棄物の投入は鉄鋼部門は行わないこととした。  
 次に蓄積物について定式化する。式 ( 8.13)は部門 j における蓄積物 p の産出量を表す式で、
財 i の投入量 " "
, ,
in
i j rqj に係数 , ,i p jcqq を乗じる。  
 
" "
, , , , , ,
, ,
in
p j r i j r i p j
i
qq qj cqq p P j J r R= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈∑  ( 8.13) 































i r ss が存在する場合がある。式
 ( 8.14)から式 ( 8.19)はそれぞれ財 i の産出量、輸入量、輸出量、在庫増減量の報告値と
推計値との関係を表す式である。  
 ( ) ( )" " " " " "" ", 1 2 1, , ,1 ,out out outouti r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧   ( 8.14) 
 ( ) ( )" " " " " "" ", 1 2 1, , ,1 ,exp exp expexpi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧   ( 8.15) 
 ( ) ( )" " " " " "" ", 1 2 1, , ,1 ,imp imp impimpi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧   ( 8.16) 
 ( ) ( )" " " " " "" ", 1 2 1, , ,1 ,stc stc stcstci r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧  ( 8.17) 
 ( ) ( )" " " " " ", , 2 3 2, , , ,, ,1 , ,imp imp impi r s i r s i r si r sqt s i I r R s S Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∈ ∧  ( 8.18) 










































s がある。  
 ( ) ( )" " " " " ", 3 4 3,, ,1 ,imp imp impr s r sr s r sqts s r R s S Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧  ( 8.20) 
 ( ) ( )" " " " " ", 3 4 3,, ,1 ,exp exp expr s r sr s r sqts s r R s S Q sε= ⋅ + ∀ ∈ ∈ ∧  ( 8.21) 
 
集合 F を生産”out”、輸出”exp”、輸入”imp”、国内消費”dom”、在庫増減”stc”を表し、
その要素を f とする。  
 最後に目的関数を設定する。式 ( 8.22)は目的関数であり、左辺を最小化する。誤差量に
重みを乗じたものと、地域 r、財 i の国内投入の部門間の物質密度の誤差に重み
, ,i j rwj を乗
じたものを足して目的関数とした。  
 
( ) ( )
( ) ( ) ( )
1 1 2 2, , , , , ,
" " " "
3 3 4 4 , , , , ,, ,, , , , min
f f
j k r j k r i r i r
k j r f i r
f f f f in dom
i j r i r i j rr s r si r s i r s
i r s r s i j r
w w
w w d d wj
ε ε ε ε
ε ε ε ε
⋅ + ⋅
+ ⋅ + ⋅ + − ⋅ →
∑∑∑ ∑∑∑
∑∑∑ ∑∑ ∑∑∑
 ( 8.22) 
 
8.3.4 使用したデータと設定  
(1) 統計データ  
鉄鉱石、銑鉄、粗鋼の生産量、鉄スクラップの投入量については IISI(2005) 、鉄鉱石、
鉄スクラップの貿易量については COMTRADE(UN, 2006b) を用いた。また、金額単位の産




ある。貿易に関する物量データは、COMTRADE(国連貿易統計 )を用いた。  
 
(2) 設定係数  

































次に推計値の解析を行う。また、付録に世界全体の U 表、V 表及び T 表を示す。  
 







, , ,f r f r f rA E S= −  ( 8.23) 
ここで、  
E
 f ,  r: 地域 r におけるフロー f の推計値  
S f,  r: 地域 r におけるフロー f の統計値  
A
 f ,  r: 地域 r におけるフロー f の統計値と推計値の差  
 





き Tg/y である。  
鉄鉱石、粗鋼、スクラップの統計値と推計値の差はそれぞれ平均が 0.05Tg/y、0.71 Tg/y、
0.30 Tg/y、標準偏差が 0.15 Tg/y、2.97 Tg/y、1.89 Tg/y であった。平均は 1 Tg/y 以下であり
統計値と推計値を比べるとそこまで大きな調整が行われなったことがわかる。また、調整
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された数も鉄鉱石、粗鋼でそれぞれ 6 地域、スクラップで 4 地域であり、対象地域が 41









標準偏差 0.15 2.97 1.89













次に、鉄鉱石とスクラップの貿易の統計値と推計値の比較を表   8.5 に示す。平均、標準
偏差、最大値ともに大きな値を示していない。例えば、平均について見ると、鉄鉱石の輸
出入で 1.29 Tg/y、1.25 Tg/y、スクラップは輸出入ともに 0.01 Tg/y 以下であった。表   8.5
の生産量や投入量と大きな違いが見られたのは、鉄鉱石の貿易で調整された地域数である。




表   8.5 貿易量における統計値と推計値  
輸入量 輸出量 輸入量 輸出量
平均
1.29 1.25 0.00 0.00
標準偏差
1.99 2.99 0.01 0.01
最大値
8.91 13.29 0.04 0.04
調整された数
39 32 9 5
平均
7.67 7.67 1.67 1.67
統計値 標準偏差
15.31 20.69 2.35 2.90
最大値







本節では他の研究の推計値と本研究の推計値を比較のうち日本鉄源協会 (2006)  との比
較を行った。比較した項目は、日本における鉄鋼の生産量、輸出入量、間接輸出入量であ
る。表   8.6 はそれぞれの項目について推計値と日本鉄源協会 (2006)  を示したものである。 
鉄鋼の生産量・輸出入量については、両推計値間での差は小さい。これは、本研究と鉄
源協会 (2006)  で同じデータ源を使っていることがその主たる要因であると考えられる。次
に最終製品について見ると輸出量は同じような値を示しているが、輸入量にはやや差が見
られる。ただし、この部分は観測値が存在せず、一概にどちらが正しいかを論じることは
困難である。   
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を用いて 830Tg/y の鉄鋼製品を産出する。鉄鋼製品は 309Tg/y が貿易されている。鉄鋼製
品はさらに加工されて、761Tg/y が自動車、機械、建設物等の財 (以降、最終製品と呼ぶ )



















r r r r
r r r
SP SI SI






= − < →
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 ( 8.24) 
SNTr: 地域 r における鉄鋼の純貿易を判定する係数  
SPr: 地域 r における鉄鋼の生産量  









r r r r
r r r
CP CI CI






= − < →





 ( 8.25) 
CNTr: 地域 r における最終製品の純貿易を判定する係数  
CPr: 地域 r における最終製品の純生産量  




を図   8.3 にまとめた。例えば、日本は鉄鋼製品、最終製品ともに純輸出しているため、一
番右下のセルに記入される。ここでは経済状況、地理的分布等を総合的に評価し、各地域
を 6 つの型に分類し、それぞれの特徴を以下で示す。  
 















④  類型Ⅳ  (資源国・供給地域 )  
鉄鉱石を産出する資源国は鉄鋼製品の生産し、輸出している。図中では下段真ん中から
左側に位置し、代表的な国としてはオーストラリア、CIS、ブラジルなどである。国に
よっては最終製品を輸入するところも見られる。   












その他アジア フィリピン マレーシア インドネシア タイ ポーランド




























図   8.3 貿易構造による地域分類  
 
(2) 鉄スクラップの貿易と国内供給  
スクラップの純輸出入量が大きかった上位 10 地域とその量、またそれらの地域における
国内供給量あたりの純貿易量の割合を表   8.7、表   8.8 に示す。  
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8.4.5 長期的蓄積への追加量  
(1) 長期的蓄積への追加量総量  
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本節では各国別の長期的蓄積への追加量について示す。ここで言う長期的蓄積への追加
には、長期的蓄積から排出される鉄スクラップのやりとりは考慮されていない。図   8.4 は






























































(2) 長期的蓄積への追加量と GDP、人口の関係  
前項では長期的蓄積への追加量の絶対量を比較したが、本項では GDP、人口、資本スト
ックというマクロ指標を用いて長期的蓄積への追加量を比較したときに各地域別でどのよ
うな傾向が見られるか分析する。既往の研究 (Malenbaum, 1978 など )で述べられてきた
Intensity of Use 曲線は、GDP あたりの物質消費量を縦軸に、一人当たり GDP を横軸にとっ
たときに逆 U 字型の曲線を描くというものであった。鉄のフローに関しては消費量として
鉄鋼の見かけ消費量を適用した事例がある (Berdardini, 1993) 。これが、長期的蓄積への追
加量においても当てはまるのか、当てはまらないとするならばどのような傾向が見られる
か検討する。  
1) GDP あたりの長期的蓄積への追加量  
GDP あたりの長期的蓄積への追加量を縦軸に、一人当たり GDP を横軸にとり、地域別



























図   8.5 GDP あたりの長期的蓄積への追加量と、一人あたり GDP の関係  
 
プロットは非常にまばらであることがわかる。van Vuuren et al.(1999) で用いられている
需要曲線関数 (式 ( 8.26))を最小二乗法で当てはめたものが図中の曲線であるが、決定係数が





















   ( 8.26) 
GDPST : GDP あたりの長期的蓄積への追加量  
この Intensity of Use 曲線が当てはまらなかった理由は 2 点考えられる。第一に、Intensity 
of Use 曲線は、各国別での時系列変化を見たときに観測されたものであり、地域別の単年
のデータをプロットしても Intensity of Use 曲線の傾向は見えない可能性があることである。
Bernardini(1993)  は国や経済成長を遂げた年によってカーブのピークやカーブの勾配が異
なる可能性があることを示している。第二に、 Intensity of Use 曲線を議論するときには複
数の物質をまとめた指標などを用いているケースがあるが、今回のような鉄という個別の
物質に限ってみた場合には Intensity of Use 曲線が当てはまらない可能性があることである
(de Bruyn and Opschoor, 1997) 。  
 
2) 一人あたりの長期的蓄積への追加量  
次に、一人あたりの長期的蓄積への追加量をプロットしたものを図   8.6 に示す。図中の































POP GDPST a a b
POP
 
= ⋅ = = 
 
 ( 8.27) 
POPST : 一人あたりの長期的蓄積への追加量  
決定係数は 0.762 となり、一人あたりの長期的蓄積への追加量と一人あたりの GDP の間
にはある一定の関係を見ることができる。式 ( 8.27)は単調増加関数であり、一人当たりの
長期的蓄積への追加量で見ると一人当たり GDP の増加とともに増大する傾向である。式










a GDP POP −
= ⋅
 
= ⋅ ⋅ 
 
= ⋅ ⋅
 ( 8.28) 
TOTALST : 長期的蓄積への追加量  
式 ( 8.28)中の b は 1 に非常に近いため、蓄積量は人口よりも GDP に直接依存する関数と




3) 資本ストックと長期的蓄積への追加量の関係  
前項までで示した散布図は横軸に一人当たりの GDP をとったが、本項では横軸に資本ス
トックをとったものについて考察する。資本ストックは GTAP(Dimaranan, 2006) に収録さ
れているデータを用いた。図   8.7 は、各地域について一人当たりの長期的蓄積への追加量
をプロットしたものであり、縦軸に一人当たりの長期的蓄積への追加量をとり、横軸に一
人当たりの資本ストックをとった。前項と同様に累乗関数との適合度がよく、決定係数は


















































かったのは CIS、日本、ドイツでそれぞれ 12.3Tg/y、5.7Tg/y、4.9Tg/y であった。また、鉄
スクラップの国内供給量の 41%、23％、32%を輸出している。純輸入量が大きかったのは、
中国、韓国、トルコそれぞれ 10.2Tg/y、6.3Tg/y、6.0Tg/y であった。国内供給量あたりの
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付録 A 
附図   8.1 世界全体の U 表 (Tg/y) 
部門 国外 行計
産物 鉱物 鉄鋼 金属 自動車 輸送 電子 機械
その他
製造




436 244 87 34 30 220 22 183 1 0 9 311 1,577
金属製品 24 17 6 9 29 5 64 55 18 1 24 34 286
自動車 31 0 18 41 1 46 43 180
輸送機器 3 8 15 7 2 17 15 66
電子機器
2 1 14 3 0 2 9 9 1 16 23 80
機械
8 6 8 40 1 20 47 24 6 114 99 374
その他製品 0 0 1 1 2 2 6 11 1 4 7 36
建設物 6 2 6 230 245












附図   8.2 世界全体の V 表 (Tg/y) 
部門 国外 行計
産物 鉱物 鉄鋼 金属 自動車 輸送 電子 機械
その他
製造
建設 その他 家計 政府 資本
鉱物
580 319 899
鉄鋼製品 1,266 311 1,577
金属製品
252 34 286
自動車 138 43 180
輸送機器 52 15 66
電子機器 57 23 80
機械 275 99 374
その他製品 28 7 36
建設物 245 245
鉄スクラップ






その他蓄積物 18 143 108 16 460 746
列計












10 37 47 2 2 10 111
日本
3 18 10 7 6 7 1 3 2 56
東アジア
2 9 20 8 15 3 12 2 1 3 2 77
その他アジア
1 12 16 7 3 6 1 2 49
北米
1 4 10 3 36 4 15 4 75
中南米
2 22 20 4 15 20 37 4 3 4 3 135
西欧州
2 2 7 6 21 5 132 21 8 5 5 213
東欧州
2 21 8 2 2 1 36
CIS 20 3 4 21 20 28 9 5 111
中東
6 2 2 4 14
アフリカ
3 7 2 2 14 2 30
輸入量計














i j rqj ：地域 r、財 i の部門 j への投入量  
qein , j,r：地域 r、環境投入物 n の部門 j への投入量  




i j rqj ： t 年、地域 r、部門 j における財 i の産出量  
qwgk, j ,r：地域 r、部門 j における廃棄物 k の産出量  
qeo l , j ,r：地域 r、部門 j における環境排出物 l の産出量  
qq












i rq ： t 年、地域 r、財 i の在庫増減量  






























i r sdt : 地域 r から地域 s への財 i の輸出の物質密度  
 
観測値との乖離や物質密度の乖離など表す変数  















































































































s :地域 r から地域 s へのスクラップの輸出量の観測値  
 
設定変数  
, , ,i j k rcwgi ： t 年、地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
', , ,k k j rcwgk ：地域 r、廃棄物 k’の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
, ,k j rcwgo ： t 年、地域 r、部門 j における統計から別途推計する廃棄物 k の産出量  
, , ,i l j rceoi ：地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
, , ,i l j rceoo ：  地域 r、部門 j における財 i の産出に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
, ,l j rceos ：地域 r、部門 j における統計から別途推計する排出物 l の産出量  
', , ,j k j rcwgw ：地域 r、部門 j'から産出された廃棄物 k の部門 j への投入割合 (-) 
, ,i p jcqq ：財 i の部門 j への投入に伴い蓄積される蓄積物 p の割合 (-) 
1 , ,j k rwε : 廃棄物の投入量誤差 1 , ,j k rε に対する重み  
2 ,
f
i rwε : 観測値と推計値の乖離 ε
f
i ,r に対する重み  
3 , ,
f
i r swε : 観測値と推計値の乖離 3 , ,
f




wε : 観測値と推計値の乖離 4 ,
f
r s
ε に対する重み  
, ,i j rwj : 地域 r、財 i の地域内投入の部門間の物質密度の誤差の重み  
 
(2) 物質収支調整計算で用いる集合一覧 
r R∈ : 地域の集合  
s S∈ : 地域の集合  
i I∈ : 財の集合  
j J∈ : 部門の集合  
k K∈ : 廃棄物の集合  
n N∈ : 環境投入物の集合  
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l L∈ : 環境排出物の集合  
p P∈ : 蓄積物の集合  
f F∈ : 生産”out”、輸出”exp”、輸入”imp”、地域内消費”dom”、在庫増減”stc”の集合  
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第9章 過去 30 年における世界全域の物質フロー 
 
第 7 章、第 8 章では、線形計画法を用いた物質フローの推計手法を示し、その手法を 2001
年に適用した。しかし、その推計手法には改善の余地があることがわかった。そこで、本
章では、その問題点を示し、その解決法を示す。  
また、その改善した物質フローの推計手法を過去 30 年間 1971-2000 年に適用し、物質フ
ローの時系列的な変化を分析した。その主たる結果は以下のとおりである。  
(1) 世界全体では対象期間の 30 年間において、物質フローの投入量は増加してきて、
炭素、窒素、リン、鉄はその投入量が 1.5-1.8 倍となった。対象期間の 30 年間にお
いて GDP は 2.5 倍、人口は 1.6 倍となったため、人口と物質フローの増加率は同程
度であったが、GDP と比べるとその増加率は低かった。  
(2) 先進国、新興国、途上国という区分で見ると、先進国は GDP に対する物質投入量 (直
接物質投入強度 )の減少割合が大きく、新興国、途上国地域ではその減少割合が小
さかった。  
(3) 直接物質投入強度と一人当たり GDP の関係に注目すると、炭素、窒素、リンは同
じような傾向を示し、一人当たり GDP が上がっていくにつれて、直接物質投入強
度が減少する。  
(4) 鉄の直接物質投入強度は上記の 3 種の物質とは異なる傾向を示し、以下の 2 つの経
路をたどる地域がある。その一つ目は、経済発展が初期の段階では急激に直接物質












の物質の生産を qo、国内消費を qd とする。財の収支条件より以下の式が成り立つ。  
 , 0, 0qo qd qo qd= ≥ ≥  ( 9.1) 
次に、物質フローの生産、国内消費についてそれぞれ観測値 so、 sdが存在するとする。
物質フローの生産、国内消費の観測値と推計値の乖離度を oε 、 dε とし、以下のように表す。  
 ( )1 , 1qo so o oε ε= ⋅ + ≥ −  ( 9.2) 
 ( )1 , 1qd sd d dε ε= ⋅ + ≥ −  ( 9.3) 
それぞれの観測値に対する重み wo、 wd を用いて、最小化関数は以下のようになる。  
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 minL wo o wd dε ε= ⋅ + ⋅ →  ( 9.4) 
この問題の解はいかなるものかを示す。そのために、 so sd≥ という仮定をおく。ここま
での式群で生産と国内消費は置換可能な変数となっているため、この仮定は解の検討に影
響を与えない。式 ( 9.1)から式 ( 9.4)から qo、qd を消去すると、 oε 、 dε は以下のように表さ
れる。  
 










⋅ + = ⋅ +
⇒ = ⋅ + −
 ( 9.5) 







L wo o wd d
sd
wo d sd d
so
sd so wo sd wd so so
wo d d d
so so sd
sd so wo sd wd so so
wo d d d
so so sd
sd so wo sd wd so so
wo d d d
so so sd
sd so wo sd wd so so








= ⋅ + ⋅
= ⋅ ⋅ + − + ⋅
− ⋅ + ⋅
⋅ + ⋅ ≥ ≥ −
− − ⋅ + ⋅
− ⋅ + ⋅ ≥ ≤ −
=
− ⋅ − ⋅
⋅ + ⋅ ≤ ≥ −
− ⋅ + ⋅















 ( 9.6) 
 






















図   9.1 dε と目的関数 L の関係  
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最小となる点は、wo sd wd so⋅ − ⋅ の符号による。wo sd wd so⋅ − ⋅ の符号は観測値と重みの設
定に依存する。その重みのつけ方で、 dε がゼロとなるかもしくは、 1 0sod o
sd
ε ε= − → = と











解能力に制約がかかるため、本手法の適用時には対象地域を集約して、24 地域とした。  
また、物質フローの勘定体系、廃棄物処理の推計方法は第 7 章、第 8 章の方法を用いた。  
 

























i j rqj 、部門 j における財 i の投入量を " ", ,ini j rqj とする。財の生産量と投入量には以
下の関係が成り立つ。  
 




i r i j r
j J
q qj i I r R
∈
= ∀ ∈ ∈∑  ( 9.7) 
 




i r i j r
j J
q qj i I r R
∈
= ∀ ∈ ∈∑  ( 9.8) 
ここで、R は地域の集合を、 I は財の集合を、J は部門の集合を表す。また、地域 r から






i r i r s
s






i s i r s
r R
q qt i I s S
∈
= ∀ ∈ ∈∑  ( 9.10) 
ここで、S は地域の集合を表し、R と等しい。地域内の財 i の収支条件より、以下の式が
成り立つ。  
 
" " " " " " " " " "
, , , , ,
,
out imp stc dom exp
i r i r i r i r i rq q q q q i I r R+ + = + ∀ ∈ ∈  ( 9.11) 
 
次に、財以外の物質について定式化する。ある地域 r における、部門 j から発生する廃
棄物を qwgk, j,r、廃棄物の部門 j への投入を qwik, j,r、環境からの投入 n を qein,j,r、環境への
排出 l を qeo l , j,r、ストック p の追加を qqp, j , rとする。部門 j について収支条件が成り立つ。 
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" " " "
, , , , , , , , , , , , , ,
,
out in
i j r k j r l j r p i r i j r k j r n j r
i I k K l L p P i I k K n N
qj qw qeo qq qj qwi qei j J r R
∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈
+ + + = + + ∀ ∈ ∈∑ ∑ ∑ ∑ ∑ ∑ ∑  ( 9.12) 
ここで、K は廃棄物の集合、N は環境投入物の集合、L は環境排出物の集合、P は蓄積物
の集合を表す。廃棄物、環境投入物、環境排出物、蓄積物のフローの推計式は第 7 章、第











































i rε とする。さらに、Q(x)をある変数 x が存在するという述語と定義すると、
以下のように記述される。  
 ( )" " " " " " " ", , , ,,out out out outi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.13) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,exp exp exp expi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.14) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,imp imp imp impi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.15) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,dom dom dom domi r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.16) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,stc stc stc stci r i r i r i rq s i I r R Q sε= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.17) 
 
次に、物質密度を定義する。物質密度とは一単位当たりの物質量であり、価格の逆数で





































i j rvj とする。それぞれの金額は、税金を含めた額であるとし、輸出は fob、輸入
は cif 価格とする。  
 ( )" " " " " " " ", , , ,,out out out outi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.18)  
 ( )" " " " " " " ", , , ,,exp exp exp expi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.19) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,imp imp imp impi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.20) 
 ( )" " " " " " " ", , , ,,dom dom dom domi r i r i r i rq v d i I r R Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧  ( 9.21) 
 ( )" " " " " " " ", , , , , , , ,, ,in in in ini j r i j r i j r i j rqj vj dj i I j J r R Q vj= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∧  ( 9.22) 
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i re 、とし、地域内消費の物質密度と各部門 j における投入との比を edd i , j ,r とする。  
 ( ) ( )" " " " " " " " " ", , , , ,,out exp exp out expi r i r i r i r i rd e d i I r R Q v Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧ ∧  ( 9.23) 
 ( ) ( )" " " " " " " " " ", , , , ,,dom imp imp dom impi r i r i r i r i rd e d i I r R Q v Q v= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∧ ∧  ( 9.24) 
 ( ) ( )" " " " " " " ", , , , , , , ,, ,in dom dom ini j r i j r i r i r i j rd edd d i I j J r R Q v Q vj= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∧ ∧  ( 9.25) 
また、地域 r から地域 s への財 i の輸出の物質密度を " "
, ,
exp




i r svt とすると
以下の式が成り立つ。  
 ( )" " " " " ", , , , , , , ,, ,exp exp expi r s i r s i r s i r sqt vt dt i I s S r R Q vt= ⋅ ∀ ∈ ∈ ∈ ∧  ( 9.26) 
地域 r から地域 s への財 i の輸出の物質密度と世界の貿易の平均的な輸出物質密度 dw i
の比を
, ,i r set とすると以下のように表される。  





















 ( 9.28) 
以上の観測値と推計値の比、物質密度の比を用いて最小化する目的関数を以下のように
する。ここで、集合 F は生産”out”、輸出”exp”、輸入”imp”、地域内消費”dom”、在庫増減”stc”
を表し、その要素を f とする。また、輸出、輸入のみを要素として持つ F の部分集合を Ft
とする。  
 
( ) ( )
( ) ( )
2 2
, , , ,
2 2
, , , , , , , ,
1 1
1 1
f f f f
i r i r i r i r
f F r R i I f Ft r R i I
f
i j r i j r i r s i r s
r R j J i I r R s S i I
L w we e
wj edd wt et
ε ε
∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈
∈ ∈ ∈ ∈ ∈ ∈
= ⋅ − + ⋅ −
+ ⋅ − + ⋅ −
∑∑∑ ∑∑∑
∑∑∑ ∑∑∑




i rwε 、 ,
f








 表   9.1 地域分割  
オーストラリア インドネシア メキシコ その他欧州
ニュージーランド タイ 中米 CIS
その他オセアニア インド アルゼンチン 中東
中国 その他アジア ブラジル 北アフリカ
日本 カナダ その他南米 南アフリカ







物量フローの観測値と推計値の平方平均誤差、 [3]平方平均誤差率の 3 つの指標を用いる。
重みのつけ方を変化させて、各モデルを実行することで、上記の比較指標がどのように変
化するかを見てみる。対象としたのは 2000 年で、比較するのは、米、小麦の二つの財とし






i rwe 、 , ,i j rwj 、 , ,fi r swt に 0.1 倍、0.2 倍と順番に 0.1 倍刻みで増
加させ 2 倍までの 20 通りの設定を行った。これら 3 つの重みは物質密度の差にかかる重み
であり、この重みが大きいほど、物質フローの生産量などの統計情報よりも物質密度の差
が小さくするようになる。価格の標準偏差は、米、小麦それぞれについてすべての地域の
生産、輸出、輸入、地域内消費の 4 種類の価格から計算した。平方平均誤差 (RMSE i)、平方
平均誤差率 (RMSE_rate i)は、以下の式で求める。  











i r i r
i f





= ∑∑∑  ( 9.31) 
図   9.2、図   9.3、図   9.4 には、それぞれ米、小麦の価格の標準偏差、推計値と観測値の
平方平均誤差、平方平均誤差率を示す。これらの図の右軸は米、左軸は小麦を表している。  
まずは、図   9.2 の価格の標準偏差から見てみる。全体として重みがあがるほど、価格の
標準偏差は小さくなる。非線形モデルでは米、小麦とも重みによって大きく変化する年は
なかったが、線形モデルでは重みによって大きく変化する年があることがわかる。特に小
麦は重みの倍率が 0.9 となったところで急激に変化した。米も重みの倍率が 0.8 で急激に
変化する。これらから、重みの設定により価格のばらつきが大きく変わる可能性があるこ
とがわかる。  




















































































































































































 本節では前節の手法で得られた結果を示す。  
 
9.4.1 過去 30 年間における炭素フロー 
(1) 環境投入物の投入量  
環境投入物の投入量について見てみる。世界全体で見ると、環境投入物の投入総量は、
1971 年から 2000 年の 30 年間で約 1.5 倍となった (9390TgC→14479TgC)。図   9.5 からもわ
かるように、化石燃料の占める割合が最も大きく、次いで農業、畜産業・漁業、林業とい
う順番で割合が大きかった。  
内訳を 1971 年と 2000 年で比較してみる。図   9.6 は 1971 年と 2000 年における投入量の
内訳を表している。1971 年、2000 年を比べるとその内訳の割合はほとんど変化していない
ことがわかる。化石燃料が 46%から 48%へ、農業が 24%から 27%へと増加したが、林業が




















































図   9.6 炭素の環境投入物の内訳の変化  
 
次に地域別で見てみる。2000 年における環境投入物の総投入量の内訳を地域別上位 10
地域で示したものが、図   9.7 である。アメリカ、中国、CIS、中東、インド、EU15 という
順番となった。農業、化石燃料の生産が盛んな地域が上位となる。それに対して日本は世












































































































































図   9.8 炭素の環境投入物の部門別内訳  
 






(2) 直接物質投入量  
次に、各地域の直接物質投入量（DMC; Direct Material Consumption）について見てみる。
ここで DMC とは、一次産品 (農産物、畜産物、化石燃料 )の生産量から、すべての財の輸出
量を減じ、輸入量を足した量である。2000 年における DMC の内訳を地域別上位 10 地域で






























次に、DMC を時系列的に見てみる。1971 年の DMC を 1 としたときの、各地域の変化率





メリカ、EU15 といった先進地域の増加率は大きくなく、それぞれこの 30 年間で 1.5 倍、

















































































図   9.10 1971 年を 1 とした地域別の炭素の直接物質投入量の推移  
 
次に、GDP(US$ppp 価格 )あたりの直接物質投入量を見てみる。図   9.11 は、1971 年の GDP
あたりの直接物質投入量 (IDMC; Intensity of Direct Material Consumption)を 1 としたときの
各地域の経年変化を表している。  





地域の IDMC の減少が世界全体の IDMC 減少に大きく寄与してきたと考えられる。  
一方、IDMC が増加したのは、中東、CIS、ニュージーランド、メキシコであった。この
うち CIS は旧ソ連の崩壊とともに IDMC が急激に上昇している様子がわかる。DMC では、
これほどの大きな変化が見られなかったため、GDP の減少が寄与してこのような変化とな
ったと考えられる。 IDMC が減少傾向にあるということは、GDP と炭素の消費量のデカッ
プリングを意味する。つまり、この 30 年間で世界全体、もしくは多くの地域で、GDP と
炭素の消費量の間のデカップリングが観測された。  

















































































図   9.11 1971 年を 1 とした地域別の GDP あたりの炭素直接物質投入量の推移  
 
9.4.2 過去 30 年間における窒素フロー 
(1) 環境投入物  



































図   9.12 窒素の環境投入物の投入量推移 (TgN/年 ) 
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投入物の内訳を 1971 年と 2000 年で比較してみる。図   9.13 は 1971 年と 2000 年におけ
る投入量の内訳を表している。炭素の環境投入物の内訳の変化はほとんど観測されなかっ
たが、窒素の環境物の内訳は 1971 年から 2000 年で変化していることがわかる。特に変化
が大きかったのは化学肥料用の窒素固定と畜産における牧草である。化学肥料用の窒素固
定量が大きく増加し、1971 年の 29.4%から 40.6%となったのに対して、畜産では、36.5%






























図   9.13 窒素の環境投入物の内訳の変化  
 
次に地域別で環境投入物の投入量を見てみる。2000 年における環境投入物の総投入量の





















































































































































図   9.15 窒素の環境投入物の投入物別内訳  
 








(2) 直接物質投入量  
次に、各地域の直接物質投入量について見てみる。2000 年における DMC の内訳を地域
別上位 10 地域で示したものが、図   9.16 である。上位地域に注目すると、中国、アメリカ、
インドの割合は環境投入物とシェアがそこまで変わらないが、EU15、CIS はやや異なり、


























図   9.16 2000 年における窒素の直接物質投入量の上位 10 地域の内訳  
 
次に、DMC を時系列的に見てみる。1971 年の DMC を 1 としたときの、各地域の変化率
を図   9.17 に示す。炭素の DMC と同様に、この 30 年間ほとんどの地域で DMC は増加して
おり、例外となったのは炭素と同様に CIS のみであった。とりわけ増加率が大きかったの
は、中国、中東、タイ、ブラジル、インドネシアであった。これらの国は 30 年間で 3.5-4
倍程度の増加となった。一方、炭素で大きな増加率を示した韓国は世界の平均の増加率程
度の 2.1 倍に留まった。日本、アメリカ、EU15 に注目してみると、やはり炭素と同様の傾
















































































図   9.17 1971 年を 1 とした地域別の炭素の直接物質投入量の推移  
 
次に、GDP(US$ppp 価格 )あたりの直接物質投入量を見てみる。図   9.18 は、1971 年の GDP
あたりの直接物質投入量を 1 としたときの各地域の経年変化を表している。世界全体で見
ると IDMC は炭素と同様に減少傾向にあるが、その減少割合は炭素フローの減少割合であ



























































































図   9.18 1971 年を 1 とした地域別の GDP あたりの窒素直接物質投入量の推移  
 
 
次に、この Intensity を第一次産業付加価値あたりの直接物質投入量として見てみる。図  
 9.19 は第一次産業付加価値あたりの直接物質投入量を 1971 年を 1 としたときの指標で表
している。世界全体で見たときにはこの 30 年間でほぼ横ばいであったことがわかる。多く
の地域、国で 1.0-2.0 程度の増加が観測されているが、物質投入量の大きな、中国、アメリ
カ、EU15、CIS はそれぞれ 2000 年で、1.0、0.84、0.97、0.95 となり、ほぼ変化がないかも




























































図   9.19 1971 年を 1 とした地域別の第一次産業付加価値あたりの窒素直接物質
投入量の推移  
 
9.4.3 過去 30 年間におけるリンフロー 
(1) 環境投入物の投入量  


































図   9.20 リンの環境投入物の投入量推移 (TgP/年 ) 
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世界全体で見ると、環境投入物の投入総量は、1971 年から 2000 年の 30 年間で約 1.8 倍
となった (21.0TgP→37.6TgP)。図からもわかるようにリン鉱石の採取である鉱業の割合が
高く、ついで農業、畜産業と続いている。窒素、炭素フローは比較的なだらかな推移をし
ていたが、リンは 1992 年付近でやや大きな減少を示すなど、やや年変動が大きい。  


























図   9.21 リンの環境投入物の内訳の変化  
 
1971 年、2000 年を比べるとその内訳の割合はほとんど変化していないことがわかる。


































図   9.22 2000 年におけるリンの環境投入物の投入量の上位 10 地域の内訳  
 





























































































































(2) 直接物質投入量  
次に、各地域の直接物質投入量について見てみる。2000 年における DMC の内訳を地域



























図   9.24 2000 年におけるリンの直接物質投入量の上位 10 地域の内訳  
 
次に、DMC を時系列的に見てみる。1971 年の DMC を 1 としたときの、各地域の変化率
を図   9.25 に示す。北アフリカ、中東が大きな増加率を示し、2000 年の値は 1971 年比でそ
れぞれ 12.6、5.3 倍であった。世界全体の増加が 1.8 倍であったことを考えると北アフリカ
の増加割合が非常に大きな値であることがわかる。それらの地域に次いだのは、インドネ
シア、ブラジル、中国であり、3-4 倍の増加となった。直接投入量上位地域であるアメリ
カ、EU15 は、世界全体よりも増加割合が小さく、それぞれ 1.4、1.1 倍であった。CIS はか
なり特徴的な動きをしていて、1990 年ころまで増加していたがそれ以降急激に減少に転じ、

















































































図   9.25 1971 年を 1 とした地域別のリンの直接物質投入量の推移  
 
次に、GDP(US$ppp 価格 )あたりの直接物質投入量を見てみる。図   9.26 は、1971 年の GDP
あたりの直接物質投入量を 1 としたときの各地域の経年変化を表している。世界全体では、




様に、リンでも GDP の増加以上に物質投入量の増加が見られた。CIS は前述のように 1990
年付近までは増加してきたものの、それ以降旧ソ連の崩壊に伴い急激に減少した。一方、
減少幅が大きかった地域は、韓国、その他オセアニア、中国、アメリカ、日本、タイ、そ
の他欧州、EU15 といった地域であった。炭素、窒素フローと同様にこの 30 年間で急速に
経済発展したアジア地域の減少割合が大きいことがわかる。また、それだけでなく欧州、
アメリカなどでも減少傾向が見られ、一部の特殊な地域を除いて世界全体としてリンフロ





















































































図   9.26 1971 年を 1 とした地域別の GDP あたりのリン直接物質投入量の推移  
 
9.4.4 鉄フロー 
(1) 環境投入物の投入量  
鉄の環境投入物の投入量について見る。鉄は鉱業 (鉄鉱石、砂鉄 )のみの投入であるため、
ここでは地域別の投入量を示す (図   9.27)。世界全体で見ると、環境投入物の投入量は、1971
年から 2000 年の 30 年間で約 1.6 倍となった (338TgFe→539TgFe)。対象期間において一貫
して増加してきたわけではなく、減少している期間も存在した (1974 年、1981 年、1989-1992

















































図   9.27 鉄の環境投入物の投入量推移 (TgFe/年 ) 
 
 
(2) 鉄鋼の生産量  
次に鉄鋼の生産量について見てみる (図   9.28)。また、1971 年と 2000 年における粗鋼生
産上位 10 地域をそれぞれ図   9.29、図   9.30 に示す。鉄鋼の生産量は、1971 年から 2000 年
の 30 年間で約 1.5 倍となった (565TgFe→825TgFe)。地域別で見ると、1971 年では、EU15、
CIS、アメリカ、日本が主要な生産地域であったが、2000 年ではその様子が一変する。ま
ず、中国が一貫して生産量を増加させてきて、2000 年では中国が日本 (101TgFe)、アメリ
カ (98TgFe)、CIS(95TgFe)を抜いて 143TgFe の生産となった。また、EU15、CIS、アメリカ
はそれぞれ 7-8%程度シェアを減少させている。一方。韓国、インド、ブラジルは 1971 年
で 1%かもしくはそれ以下のシェアであったが、2000 年ではそれぞれ 3-5%程度のシェアを
占めるようになった。1971 年に対する 2000 年の生産量の増加割合で比較すると、韓国、
インドネシアがそれぞれ 85 倍、54 倍と大幅な増加となり、最も増加割合が大きかった。
































































































図   9.30 2000 年における鉄鋼生産上位 10 地域の内訳  
 
(3) 直接物質投入量  
次に、各地域の直接物質投入量について見てみる。(ただし、ここでは直接物質投入量に
リサイクルされて鉄鋼となる財の量も含むこととした )。1971 年の DMC を 1 としたときの、
各地域の変化率を図   9.31 に示す。世界全体では、1.5 倍の増加であったが、韓国、タイ、
インドネシア、北アフリカ、中国などで増加率が大きかった。これらの国は鉄鋼の生産量
でも増加が目立った地域であったが、直接物質投入量でも大きく増加を示した。日本、ア
メリカ、EU15 などの先進国ではこの 30 年間でほとんど変化がなかった。一方、減少が目
立ったのは、旧ソ連、その他欧州などの旧共産圏を中心とした地域であり、1990 年以降減
少している。  
次に、GDP(US$ppp 価格 )あたりの直接物質投入量を見てみる。図   9.32 は、1971 年の GDP
あたりの直接物質投入量を 1 としたときの各地域の経年変化を表している。世界全体では、







































































































































































図   9.33 は世界全体の GDP、人口、炭素、窒素、リン、鉄の環境投入量、エネルギー供
給量を 1971 年を 1 として表している。これらのうち最も増加したのは GDP であり 2000





































































次に、途上国について見る (図   9.36)。途上国は、先進国と新興国と比べると人口の増加
率が大きく、GDP と人口の増加のギャップが小さい、窒素、リン、エネルギーの投入量は
ほぼ同じような推移をして、GDP と人口の中間あたりの増加となった。1990 年頃までは
GDP とほぼ同じような増加をたどっていたが、1990 年代前半でやや GDP の動きから離れ、
1995 年以降はまた同じような増加となっている。炭素の投入量は人口と同じような推移で
あった。鉄の投入量は他の物質や人口、GDP と比べると変動が激しい。1980 年代後半から
減少し、1990 年代前半からやや増加してきたが、再び 1990 年代後半に減少し、その後や









































































































































図   9.36 1971 年を 1 とした各種指標の推移 (途上国 ) 
 
以上の結果を地域横断的に比較しまとめる。  
・ GDP に対する物質の投入量は先進国で最も減少している。  
・ 他の物質と比べると、窒素はいずれの地域でも増加割合が大きい。  








加よりも大きく、GDP 増加にかなり近い増加を示していた。  
 
9.4.6 炭素、窒素、リン、鉄の直接物質投入量と経済発展の関係 
国横断的に IDMC と一人当たり GDP の関係を見てみる。図   9.37、図   9.38、図   9.39 は、
それぞれ横軸に一人当たり GDP(2000 年 US$ ppp price)をとり、縦軸に炭素、窒素、リンの
IDMC をとったものである。図からは、やや例外的な地域も見られるものの、一人当たり
GDP の増加とともに IDMC の減少が明瞭に表れている。特にその減少が顕著なのは、一人
























































































































































































図   9.39 経済発展とリンの直接投入強度の関係  
 
次に、GDP あたりの鉄の DMC と一人当たり GDP の関係を見てみる。図   9.40 は横軸が
一人当たり GDP、縦軸が GDP 当たりの鉄直接投入量である。この図からは、経済発展と
GDP あたりの鉄投入量に 2 つの経路が見られる。一つは、経済発展が初期の段階では急激
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河川や海洋の富栄養化、水質悪化へ寄与する。図   9.41 は、地域別の農地の面積あたりの
窒素溶脱量を表している。対象期間を通じて大きな値を示したのは、韓国、日本、中国と
いった東アジア地域であった。韓国は 1990 年代後半にかけて上昇してきて、200kgN/ha を
越える年も見られたが、それ以降は低下傾向にある。日本は 1980 年以降減少傾向にあり、
2000 年では世界全体の平均に近い 48kgN/ha であった。  
一方、中国は年によってやや差はあるものの増加傾向のトレンドが見てとれる。欧米地
域はアジア地域と比べると、大きな値を示さなかった。次に各地域の農地における投入と
産出の内訳を見てみる。図   9.42 は、2000 年における各地域の農地における投入 (プラス )






























































































































































































図   9.42 地域別の農地における窒素の投入量と産出量  
 
9.5 おわりに 
本章では、第 7 章、第 8 章で用いてきた物質収支調整計算には改善の余地があることを
示し、その修正を行った。また、それを実際の問題に適用し、より妥当と考えられる解を
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得られることを示した。そして、その手法を過去 30 年間 (1971 年から 2000 年 9 の炭素、
窒素、リン、鉄の物質フローについて適用し、その解析を行った。  
主たる結果は以下のとおりである。  
(1) 世界全体では対象期間の 30 年間において、物質フローの投入量は増加してきて、
炭素、窒素、リン、鉄はその投入量が 1.5-1.8 倍となった。対象期間の 30 年間にお
いて GDP は 2.5 倍、人口は 1.6 倍となったため、人口と物質フローの増加率は同程
度であったが、GDP と比べるとその増加率は低かった。  
(2) 先進国、新興国、途上国という区分で見ると、先進国は GDP に対する物質投入量 (直
接物質投入強度 )の減少割合が大きく、新興国、途上国地域ではその減少割合が小
さかった。  
(3) 直接物質投入強度と一人当たり GDP の関係に注目すると、炭素、窒素、リンは同
じような傾向を示し、一人当たり GDP があがっていくにつれて、直接物質投入強
度が減少する。  
(4) 一方、鉄の直接物質投入強度は上記の 3 種の物質とは異なる傾向を示し、以下の二
つの経路をたどる地域がある。その一つ目は、経済発展が初期の段階では急激に直

















i j rqj ：地域 r、財 i の部門 j の生産量  
qein , j,r：地域 r、環境投入物 n の部門 j への投入量  




i j rqj ： t 年、地域 r、部門 j における財 i の産出量  
qwgk, j ,r：地域 r、部門 j における廃棄物 k の産出量  
qeo l , j ,r：地域 r、部門 j における環境排出物 l の産出量  
qq










































i r sdt : 地域 r から地域 s への財 i の輸出の物質密度  






























i re : 地域 r、財 i における地域内消費と輸入の物質密度の比  
edd i , j ,r: 地域 r、財 i における地域内消費の物質密度と各部門 j における投入との比を  
, ,i r set : 地域 r から地域 s への財 i の輸出の物質密度と世界の貿易の平均的な輸出物質密度






















































i rs : 地域 r、財 i の在庫増減量の観測値  
 
設定変数  
, , ,i j k rcwgi ： t 年、地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
', , ,k k j rcwgk ：地域 r、廃棄物 k’の部門 j への投入に伴い産出される廃棄物 k の発生割合 (-) 
, ,k j rcwgo ： t 年、地域 r、部門 j における統計から別途推計する廃棄物 k の産出量  
, , ,i l j rceoi ：地域 r、財 i の部門 j への投入に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
, , ,i l j rceoo ：  地域 r、部門 j における財 i の産出に伴い産出される排出物 l の産出割合 (-) 
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, ,l j rceos ：地域 r、部門 j における統計から別途推計する排出物 l の産出量  
', , ,j k j rcwgw ：地域 r、部門 j'から産出された廃棄物 k の部門 j への投入割合 (-) 
, ,i p jcqq ：財 i の部門 j への投入に伴い蓄積される蓄積物 p の割合 (-) 
,
f
i rwε : 観測値と推計値の乖離 ε
f
i ,r に対する重み  
, ,i j rwj : 地域 r、財 i の地域内投入の部門間の物質密度の誤差の重み  
,
f
i rwe : 地域 r、財 i における地域内の物質密度の比に対する重み  
, ,
f




r R∈ : 地域の集合  
s S∈ : 地域の集合  
i I∈ : 財の集合  
j J∈ : 部門の集合  
k K∈ : 廃棄物の集合  
n N∈ : 環境投入物の集合  
l L∈ : 環境排出物の集合  
p P∈ : 蓄積物の集合  









(1) 世界全体では対象期間の 30 年間において、物質フローの投入量は増加してきて、
炭素、窒素、リン、鉄はその投入量が 1.5-1.8 倍となった。対象期間の 30 年間にお
いて GDP は 2.5 倍、人口は 1.6 倍となったため、人口と物質フローの増加率は同程
度であったが、GDP と比べるとその増加率は低かった。  
(2) 先進国、新興国、途上国という区分で見ると、先進国は GDP に対する物質投入量 (直
接物質投入強度 )の減少割合が大きく、新興国、途上国地域ではその減少割合が小
さかった。  
(3) 直接物質投入強度と一人当たり GDP の関係に注目すると、炭素、窒素、リンは同
じような傾向を示し、一人当たり GDP が上がっていくにつれて、直接物質投入強
度が減少する。  
(4) 一方、鉄の直接物質投入強度は上記の 3 種の物質とは異なる傾向を示し、以下の 2
つの経路をたどる地域がある。その一つ目は、経済発展が初期の段階では急激に直






























計値を線形計画問題として求解するものである。さらに、本手法を 1965 年から 2003 年に
適用し、既存の貿易データに比べ信頼性の高い世界貿易データベースを構築した。  












ルギー統計は、 IEA の Energy Balance が最も実用性の高いデータとして知られているが、
その Energy Balance の抱える問題を解決する手法を開発し、それを適用した。具体的には、
2005 年を基準として Cross-entropy 法を用いて、基準マトリクスからの乖離の大きな統計
値の観測情報としての重みを小さくすることにより、(1)時系列変化が妥当であり、(2)欠測












第 9 章では、第 7 章、第 8 章で用いられた推計手法の問題点とその問題の解決法を示し
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藤森真一郎  
